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第 1章 序 論 
 
 
1.1 研究の背景 
 
 わが国では，人口減少，少子高齢化が急激に進行している．図 1.1は，人口と高齢化率の
推移と将来推計 1) を示しており，総人口は 2010年まで増加傾向にあり，その後減少に転じ
ている．そして，2060 年にはピーク時の人口に比べて約 32%減少することが予想されてい
る．総人口の減少の一方で，65歳以上の高齢者人口は増加傾向にあり，2010 年には高齢化
率が 23%となり，わが国は超高齢化社会に突入した．その後，高齢化率は増加し続け，2035
年に 33.4%となり，3人に 1 人が高齢者となる．2045年以降には高齢者人口が減少するもの
の，高齢化率は上昇を続け，2060年には 39.9%となり，約 2.5人に 1人が高齢者であると推
計されている． 
 高齢化の国際的な動向 2) に目をむけると，2000 年まではスウェーデンが世界一の高齢化
率であり，2005年はイタリア，そして 2010年以降は日本が世界一の高齢化国となっている．
また，アジア諸国では，韓国，タイ，シンガポール，中国において，現在高齢化率が 10%
程度となっている．しかし，今後，急速に高齢化が進行し，2060 年には韓国が 37%，中国
が 29%となることが予想されている．こうしたことから，世界各国において，超高齢化社
会に対応した地域社会を構築することは大きな課題である．すなわち，高齢化が最も進行
しているわが国の施策展開は世界から注目されている． 
 一方，人口構成の変化と同時に都市構造も大きく変化している．これまで，わが国では
人口の増加，モータリゼーションの進展に伴い，郊外部における住宅開発が進められてき
た．そのため，DID(人口集中)地区は年々拡大している(図 1.2)．DID 地区が拡大する一方で，
地区内の人口密度は低下しており，現在わが国では，拡散した市街地が形成されている 3)． 
 また，こうした市街地の拡散とともに，これまで中心市街地に立地していた商業施設や
公共施設などの生活関連施設も郊外部に移転するようになり，郊外部の幹線道路沿いには
ロードサイドショップと呼ばれる店舗も出現するようになった．さらに，1990 年代に入っ
てからは，規制緩和により郊外部における大規模小売店舗の立地が急激に増加した．こう
した郊外部に立地している大規模小売店舗は，消費者のニーズに幅広く対応できることか
ら，従来からの地域密着型の商店街や小規模な店舗は急速に顧客を奪われ，軒並み廃業に
追い込まれていった．この結果，「シャッター通り」と呼ばれる商店街が全国各地でみられ
るようになり，大規模小売店舗の郊外部での立地は，中心市街地の衰退を引き起こす大き
な要因となった．一方，2007 年における都市計画法の改正によって，延べ床面積 10,000m2
以上の大型商業施設の立地規制が敷かれ，郊外部における新規立地は減少した．しかし，
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依然として，大規模小売店舗の郊外部での立地形態は維持されており，日本ショッピング
センター協会の報告によると，2014 年時点でショッピングセンターの約 56%が郊外部に立
地している 4)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注) 文献 1)に基づき作成． 
図 1.1 人口と高齢化率の推移と推計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注) 文献 3)に基づき作成． 
図 1.2 DID地区の面積と人口の変化 
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 こうした都市構造の変化に伴い，人々の交通行動は変化している．図 1.3は，京阪神都市
圏におけるパーソントリップ調査データ 5) を用いて，高齢者と非高齢者の利用交通手段を 3
時点間で比較したものである．これをみると，高齢者・非高齢者ともに，20 年間で自動車
の利用比率が増加しており，この傾向は高齢者で特に顕著である．これは，近年，高齢者
の免許保有率が急激に増加していることが要因として考えられる．しかしながら，一般的
には，非高齢者に比べて高齢者は心身能力が低い．そのため，負担を感じながら自動車を
運転して，郊外部の施設を利用していることが推察される． 
 そして，こうした自動車利用の増加によって，公共交通の利用者は減少し，全国各地に
おいて地域内の公共交通サービス水準が低下するという負のスパイラルに陥っている． 
 さらに，高齢者ドライバーの増加によって，高齢者の自動車事故が急激に増加しており，
自動車事故のうち，約 40%が高齢者によるものであると報告されている 6)．こうしたことか
ら，近年では，高齢者が運転免許を返納する割合が増加している．しかし，現在の施設の
立地形態，公共交通サービス水準のもとでは，免許を返納すること，すなわち自動車が利
用できなくなることによって，日常生活における利便性が急激に低下する可能性がある．
経済産業省が 2010年度に推計したデータ 7) によると，買い物行動の維持・確保が困難な「買
い物難民」と呼ばれる人々が，全国に約 600 万人存在するといわれている．超高齢化社会
を迎えたわが国では，今後，こうした人々はさらに増加することが予想される． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注) 京阪神都市圏交通計画協議会によって提供されているデータ集計システムを用いて，
作成した． 
図 1.3 高齢者・非高齢者別にみた利用交通手段の変化 
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 このような社会情勢に直面したわが国では，交通の分野で政府を挙げて取り組むために，
2013 年の 11 月に交通政策基本法が成立し，同年 12 月に公布・施行された 8)．交通政策基
本法では，わが国が今後，長期的な観点から取り組むべき交通施策として，3つの基本的な
方針を設定し，それぞれに対して，具体的な施策の方向性を示している．このとき，基本
方針の 1 つとして，「豊かな国民生活に資する使いやすい交通の実現」が掲げられている．
ここでは，国民が日常生活を営むにあたって必要不可欠な移動を円滑に行なうことができ
る交通手段の確保や，高齢者・障害者・妊婦などの日常生活を営むにあたって制限を受け
る人々に対しても円滑に移動することができるような施策を講じることなどを目標として
いる．そして，具体的な施策として，まちづくりと一体となって公共交通の再編を行なう
ネットワーク型コンパクトシティや， LRT・BRT・デマンドタクシーなどの多様な交通サ
ービスを地域の実情を踏まえながら展開すること，などが挙げられる． 
 このように，全国各地において高齢者の生活交通の利便性をいかにして維持・確保すべ
きかが重要な課題の 1 つとなっており，そのためには各地域における高齢者の生活交通の
利便性を適切に評価することが求められている． 
 
 
1.2 生活交通の利便性評価に関する既往研究 
 
 個人の交通行動における評価の過程は，図 1.4 のように表現することができる．個人は，
自身の保有するモビリティ(移動能力)，移動・活動に対する潜在的なニーズ，アクセシビリ
ティ(活動機会への到達のしやすさ)を踏まえて，実際に行動し，その行動結果について満足
か否かを判断すると考えられる．既往研究では，このフレームワークのある断面に着目し
て，生活交通の利便性を評価している．以下では，「行動実態・満足度」「潜在的な活動・
移動ニーズ」「アクセシビリティ」の 3通りに分類して，高齢者に着目した生活交通の利便
性評価に関する既往研究を整理する． 
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図 1.4 個人の交通行動の評価過程 
 
(1) 行動実態・満足度による評価 
 行動実態，満足度に着目して，高齢者の利便性を評価している研究は数多く存在する．
例えば，Su and Bell9) は，トリップチェインを対象として，Ordered probit modelを用いて，
高齢者によるチェイン内のストップ(立ち寄り)数の選択モデルを構築している．この結果，
女性の方が男性よりもストップ数が多いことを明らかにしている．また，Su et al.10) は，高
齢者を対象として，Nested logit modelを適用し，自宅から買い物先，買い物先から自宅への
交通手段の選択モデルを構築している．そして，高齢者にとっては，バスの運行頻度より
もバス停の密度の方が，交通手段の選択に寄与することを示している． 
 谷本ら 11) は，老研式活動能力指標 12) を用いて，高齢者の活動能力を計測し，Probit model
を用いて，活動能力と交通手段の選択の関係を分析している．その結果，日常生活に関す
る動作の能力が低くなるにつれて，自動車の選択確率が減少すること，手段的自立に関す
る能力が低下にするに従って移動販売の選択確率が高まり，反対にバスの選択確率が低下
すること，などを明らかにしている． 
 森山ら 13) は，過疎地域の集落における高齢者を対象に，QOL (Quality of Life)が，各種生
活環境に対する総合的な満足度と，運転免許や居住地などの個人の移動環境から規定され
るとして，共分散構造分析を適用し，各種施設に対する満足度と個人の移動環境が QOLに
及ぼす影響を明らかにしている．この結果，QOL の向上のためには，医療・福祉サービス
の充実が重要であると指摘している． 
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 Kim14) は，高齢者の活動参加がどの程度妨げられているかについて要因分析を行ない，
個人属性によって，活動参加の阻害の程度は異なることを明らかにしている．特に，女性
や低所得者は，活動への参加が阻害される傾向にあることを実証している． 
 
(2) 潜在的な活動・移動ニーズによる評価 
 近年は，高齢者の潜在的な活動・移動ニーズを把握する調査が数多く行なわれ，その研
究事例が蓄積されている． 
 北川・三星 15) は，アンケート調査を実施し，各交通手段が整備された場合の外出頻度の
増加の程度(潜在的な交通需要)を回答者に尋ねている．そして，高齢者を 8通りのモビリテ
ィグループに分類した上で，潜在的な交通需要をグループ別に計測し，グループ内，グル
ープ間で有効な施策を比較検討している． 
 Hjorthol16) は，活動目的別にそのニーズを調査し，ロジスティクス回帰分析を適用して，
ニーズの有無の要因を分析している．その結果，女性の方が男性よりも，運転免許を保有
していない人の方が保有している人よりも，買い物行動に対するニーズが大きいことを明
らかにしている．また，活動目的によって寄与する要因が異なることを示している． 
 Haustein and Siren17) は，高齢者を免許保有者，過去に一度も保有していない人，免許を返
納した人に分類して，活動のニーズにみられる違いを把握している．過去に一度も免許を
保有していない人は，他の属性に比べて，通院へのニーズや遠方の家族・友人に会うこと
に対するニーズが高い傾向にあることを明らかにしている． 
 伊勢 18) は，数量化 I 類分析を用いて，移動販売に対する支払意志額の要因分析を行なっ
ている．その結果，駅から離れている地区に居住地している高齢者であり，かつ歩行可能
時間が 3 分未満の場合には，移動販売サービスの 1 回あたりの支払意志額が最も大きいこ
とを実証している． 
 
 このように，行動実態・満足度，潜在的な活動・移動ニーズに関する研究事例の蓄積は
多く，それぞれ有益な知見が得られている．その一方で，こうした行動実態・満足度，潜
在的な活動・移動ニーズでは，生活交通における利便性を適切に評価できない可能性があ
ると指摘されている．Sen は，「人々は自らの環境に適応することができ，その環境に合わ
せて選好を形成する」と述べている 19)．このことを実証した研究として谷本・喜多 20) の研
究が挙げられる．谷本・喜多は，地域別に公共交通利用者の満足度と公共交通のサービス
水準の関係を分析している．ここでは，サービス水準の高いバスを利用している人ほど不
満の回答率が高く，サービス水準の低いバスを利用している人ほど控え目なニーズを形成
しているという結果が得られている．ただし，このような環境への適応のメカニズムを解
明することは困難である．そのため，行動実態・満足度，潜在的な活動・移動ニーズによ
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る利便性評価を批判することは必ずしも適切ではない． 
 
(3) アクセシビリティ指標による評価 
 交通の利便性を評価する方法として，アクセシビリティ指標は交通計画，都市計画など
の研究・実務において幅広く活用されている．そして，これまでに様々な指標が提案され
ており，大別して「累積機会数に基づく指標」「重力モデルに基づく指標」「効用理論に基
づく指標」「活動スケジュールに基づく指標」の 4通りに分類されている．なお，アクセシ
ビリティの計測手法，および計測手法ごとの研究事例に関する詳しいレビューは第 2 章で
行なう． 
 しかしながら，高齢者による交通に着目して，アクセシビリティの計測を行なった研究
事例は限られている．例えば，増山 21) は，商業・医療施設を対象として，自宅から目的地
までの距離をアクセシビリティ指標と定義し，利用可能なすべての目的地へのアクセシビ
リティを計測している．そして，K-L(Kullback-Leibler)情報量を用いて，地区ごとのアクセ
シビリティと高齢者の人口分布との関係を明らかにしている．同様に，Somenahalli and 
Shipton
22) は，目的地までの距離をアクセシビリティとして，高齢者の人口分布との相関分
析を行なっている． 
 大森ら 23) は，高齢者の外出可能な時間を考慮して，時間内に通院活動を行なうことがで
きる高齢者人口の割合を利用交通手段別に推計している．また，病院までの高齢者人口の
重み付け所要時間・一般化乗車時間，時間内に活動可能な高齢者人口の割合をアクセシビ
リティ指標として，病院の移転に伴うアクセシビリティの変化を分析している． 
 高見ら 24) は，徒歩・自転車利用時における，身体的な負担，移動経路上の傾斜による負
担などを考慮して，満足度の評価関数を構築している．そして，ある一定の満足度を満た
す移動距離内で到達可能な施設数をアクセシビリティ指標として，若年層・中年層・高齢
層別にその評価を行なっている． 
 喜多ら 25) は，バス利用時における制約条件(バス停までの距離，階段の有無など)を整理
した上で，自宅からバス停までの徒歩移動による身体的な疲労度を考慮したアクセシビリ
ティ指標を開発している．そして，年齢階層別にアクセシビリティを計測し，バスの利用
率との関係を明らかにするとともに，バス停別に利用者のアクセシビリティの平均値を算
出し，その比較を行なっている． 
 これらのアクセシビリティ指標は，明確には規定されていないものの，その大半は，累
積機会数に基づく指標や重力モデルに基づく指標である．しかし，高齢者の生活交通に焦
点を当てたアクセシビリティの計測に関する研究は限られているため，それぞれの既存指
標による高齢者のアクセシビリティの計測可能性については十分に検討されているとは言
い難い． 
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 一方，既往研究では，平均的な高齢者像を想定して，アクセシビリティを計測している
ものが多い．しかしながら，同じ高齢者であっても，移動能力(モビリティ)の程度は異なる
ため，移動能力の多様性を踏まえて，生活交通の利便性を評価することが重要であると考
えられる．こうしたことから，近年では，高見らや喜多らのように，高齢者の移動に関わ
る制約を考慮したアクセシビリティ指標が提案されている．しかし，これらの指標は，あ
る特定の条件のもとで定式化がなされており，異なる地域，あるいはすべての交通手段に
おいて統一的に取り扱うことが困難である．したがって，高齢者の多様なモビリティパタ
ーンごとにアクセシビリティを計測する手法が確立されていない． 
 
 上述のように，高齢者の生活交通の利便性を評価するために様々な指標が提案されてお
り，それぞれ有用な知見が得られている．その一方で，個人の交通行動における評価過程
は先の図 1.4に示した通りであるが，何らかの交通施策が実施された場合に，その影響はこ
うした過程の中で以下のように把握されると考えられる．例えば，ある地域にコミュニテ
ィバスなどの新たな交通サービスが提供されたとすると，個人のモビリティ(移動能力)とア
クセシビリティ(活動機会への到達のしやすさ)は改善される．その結果，潜在化していた移
動・活動に対するニーズが顕在化し，新たな行動・活動が誘発され，満足度が向上する．
このとき，第 2 章で後述するように，モビリティはアクセシビリティを規定する要因の一
つである．以上を踏まえると，生活交通の利便性を評価するにあたっては，とりわけ個人
のアクセシビリティを計測することが中心的な役割を果たすと考えられる．しかしながら，
前述したように，高齢者に着目したアクセシビリティに関する研究の蓄積はまだ少ない． 
 
 
1.3 研究の目的 
 
 以上に述べた背景のもとで，本研究では，高齢者による生活交通に着目して，その利便
性を評価するために，アクセシビリティの計測方法を構築するとともに，その適用を通じ
て構築した方法の有効性を実証し，問題点を明らかにすることを目的とする．具体的には，
大別して 2通りのアクセシビリティの計測方法を構築する． 
 1つ目は，既存のアクセシビリティ指標として重力モデルに基づく指標と効用理論に基づ
く指標のそれぞれを取り上げて，高齢者・非高齢者の特性の違いを反映させたアクセシビ
リティの計測方法を提案する．まず重力モデルに基づく指標については，高齢者・非高齢
者のグループ別に，交通行動データのみから，目的施設の魅力度と同時にアクセシビリテ
ィを簡便に計測する方法を提案する．次に，効用理論に基づく指標については，高齢者に
よる観測異質性や，高齢者にみられる特有の行動特性を明示的に考慮することができるよ
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うにアクセシビリティ指標を改良する． 
 これに対して，2つ目として，本研究では，高齢者のモビリティ水準の多様性を明示的に
考慮することができるアクセシビリティの計測方法の確立を目指す．そのため，まず，高
齢者の多様なモビリティ水準を計測するための方法として，Senの潜在能力アプローチの考
え方 19) を用いて，交通手段別に利用可能性指標を計測することを提案する．そして，この
交通手段の利用可能性指標を既存の重力モデルに基づく指標に組み込むことによって，モ
ビリティ水準の多様性を反映させたアクセシビリティ指標を構築する．この際，個人の活
動スケジュールによる移動制約の影響を計量化し，本指標に付加させることによって，活
動時間の多様性という観点からも高齢者のアクセシビリティを計測できるようにする． 
 
 
1.4 論文の構成 
 
 本論文は，図 1.5に示すように 8章から構成される． 
 第 1 章では，本研究の背景を述べた．そして，生活交通の利便性評価に関する既往研究
をレビューした上で，本研究の目的を述べた． 
 第 2 章では，まずアクセシビリティとモビリティの定義について述べる．そして，既存
のアクセシビリティの計測手法を整理するとともに，計測手法別に既往研究を概観する．
さらに，既往研究の成果を踏まえて，本研究におけるアクセシビリティ指標の位置づけを
明確にする． 
 
 第 3 章から第 5 章では，既存のアクセシビリティ指標である重力モデル，効用理論に基
づく指標を取り上げて，非高齢者と対比させて高齢者のアクセシビリティを計測するため
の方法を提案する． 
 
 第 3 章では，重力モデルに基づく指標を適用し，買い物交通を対象として，高齢者と非
高齢者のアクセシビリティを計測する．ここでは，従来の重力モデルに基づく指標とは異
なり，交通行動データのみから，目的地の魅力度と居住地のアクセシビリティを同時に推
定できることを証明する．そして，目的地の魅力度と居住地のアクセシビリティを高齢者・
非高齢者別に算出し，両者を比較することで本手法の利点と問題点を明らかにする． 
 第 4章では，筆者らが実施したアンケート調査に基づき，観測異質性を考慮した買い物，
通院目的地の選択モデルを構築する．そして，一地方都市を対象として，日常的な買い物，
通院交通における効用理論に基づくアクセシビリティを高齢者・非高齢者別にそれぞれ計
測し，その評価を行なう．さらに，高齢者の買い物，通院交通におけるアクセシビリティ
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の算出結果と居住地ごとの高齢化率を重ね合わせることによって，生活交通における問題
の深刻度を把握し，問題地区を抽出する． 
 第 5 章では，居住地域(既成市街地，郊外住宅団地)，年齢階層(高齢者，非高齢者)による
観測異質性，そして高齢者にみられる特有の行動特性を考慮して，買い物目的地・交通手
段の選択モデルを構築する．構築した選択モデルからアクセシビリティを計測し，地域間・
年齢間でその比較を行なう．また，自動車が利用できなくなった場合を想定して，地域内
および地域間で自動車の利用可能性が，高齢者・非高齢者のそれぞれのアクセシビリティ
に及ぼす影響を明らかにする． 
 
 第 6章，7章では，高齢者のモビリティ水準の多様性を考慮したアクセシビリティ指標を
提案し，その実証分析を行なう． 
 
 第 6 章では，個人のモビリティ水準の多様性を計測する方法として，各人の交通手段の
利用可能性指標を算出することを提案する．このとき，交通手段の利用可能性指標は，Sen
の潜在能力アプローチの考え方を用いて定式化を試みる．そして，筆者らが郊外住宅団地
において実施したアンケート調査の回答者に対して本手法を適用し，回答者をモビリティ
パターンで類型化し，年齢階層別にモビリティ水準の多様性を明らかにする． 
 第 7 章では，提案した交通手段の利用可能性指標を既存のアクセシビリティ指標に組み
込み，個人のモビリティ水準の多様性を考慮したアクセシビリティ指標を構築する．その
際，個人の活動時間の多様性という観点からもアクセシビリティを計測できるように，本
指標を改良する．また，本アクセシビリティ指標と人口データを用いて，全居住者のアク
セシビリティを推計する方法を提案し，全居住者のモビリティ水準を考慮した上で，地区
単位にアクセシビリティを比較できることを示す．さらに，地域内のバスサービスの改善
によるアクセシビリティの変化を明らかにする． 
 
 最後に第 8 章では，本研究で得られた成果や，高齢者に配慮したまちづくり・交通施策
に対する今後の展望を整理するとともに，高齢者のアクセシビリティの計測における今後
の課題，および本研究に残された課題について述べる． 
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第 2章 アクセシビリティの計測に関する研究の動向 
 
 
2.1 アクセシビリティとモビリティの定義 
 
 アクセシビリティは，「活動機会への到達のしやすさ」と定義されており 1)，人々の交通，
あるいは地域(地区)の利便性を評価するための指標として，交通計画・都市計画などの分野
で広く活用されている．ここで，活動機会とは，仕事を行なう，買い物をする，受診する，
友人と会うなどを指す．このとき，ある個人が活動機会を獲得するための方法として，主
に「本人自らが目的地に向かう方法」「他者に依頼する方法」「情報空間(インターネットな
ど)を活用する方法 2)」の 3通りを挙げることができる． 
 本研究では，活動機会の獲得方法として「本人自らが目的地に向かう方法」を取り上げ，
アクセシビリティを「目的地への到達のしやすさ」と定義し，高齢者の生活交通の利便性
を評価することを考える． 
 このとき，アクセシビリティを規定する要因として，太田 3) は，施設・活動の立地特性，
交通サービスの供給条件，個人のモビリティを挙げている．ここで，モビリティは，目的
地に到達するために必要な移動能力と定義されている．一方，Geurs and Van Wee4) は，アク
セシビリティを適切に計測するためには，以下の 4 つの条件を満たす必要があると指摘し
ている． 
 
 1) 交通施策の影響をアクセシビリティ指標によって評価することができる． 
 2) 土地利用施策の影響をアクセシビリティ指標によって評価することができる． 
 3) 時間的・空間的な制約をアクセシビリティ指標に反映させる． 
 4) 個人のニーズ，モビリティをアクセシビリティ指標に反映させる． 
 
 本研究では，こうした既往研究を踏まえて，アクセシビリティに影響を及ぼす要因を図
2.1のように整理する． 
 ある個人の目的施設へのアクセシビリティは，目的施設の立地形態，交通サービス水準，
個人・世帯属性，そして個人のモビリティによって規定されるとする．本研究では，個人
のモビリティは，目的施設の立地形態に依存しない交通サービス水準，個人・世帯属性か
ら構成されるとする．例えば，交通サービスに関する要因のうち，公共交通の運賃や運行
頻度(ダイヤ)は，目的地が決定されることによって与えられる．一方，バス停・鉄道駅(交
通施設)の位置は，目的地に関わらず一定であるため，モビリティを規定する要因と考える．
また，個人は，外出可能な時間帯と目的施設の営業時間あるいは公共交通の運行ダイヤを
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考慮して活動の実行の有無を決定するため，個人の外出可能な時間帯は，アクセシビリテ
ィに直接影響を及ぼす要因として考えることができる．一方，個人の身体制約の程度や自
動車の保有台数などは，目的地に依存しない． 
 なお，本研究では，高齢者はモビリティ水準が多様であり，かつその大小が享受できる
アクセシビリティに及ぼす影響が大きいと考えたため，アクセシビリティを規定する要因
としてモビリティの概念と導入した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.1 本研究におけるアクセシビリティの概念 
  
目的施設の立地形態 交通サービス水準 個人・世帯属性
・施設密度
・施設の魅力度 etc.
・道路ネットワーク
・公共交通の運賃，頻度
・交通施設の配置 etc.
・年齢，性別
・身体的な制約
・自動車の保有台数
・ 外出可能な時間の長さ etc.
モビリティ
・徒歩の利用可能性
・自分で運転の利用可能性
・バスの利用可能性 etc.
アクセシビリティ
・商業施設へのアクセシビリティ
・医療施設へのアクセシビリティ
・娯楽施設へのアクセシビティ etc.
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2.2 アクセシビリティ指標の整理 
 
 これまで様々なアクセシビリティの計測手法が提案されているが，大別して，その手法
は，表 2.1に示す 4通りに分類することができる 5), 6), 7)． 
 
表 2.1 既存のアクセシビリティの計測手法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(1) 累積機会数に基づく指標 (Cumulative opportunity-based measure) 
 累積機会数に基づく指標は，ある一定時間，距離内に到達可能な施設を数え上げるもの
である．この指標は，最も簡便な手法であるため，交通計画・都市計画における研究・実
務で活用されることが多い．また，高齢者・非高齢者別などのように，いくつかのセグメ
ントごとに時間，距離帯を設定することによって，属性別にアクセシビリティを算出する
こともできる． 
 
(2) 重力モデルに基づく指標 (Gravity-based measure) 
 重力モデルに基づく指標は，目的地の魅力度(目的地ゾーン内の施設数)が，目的地(ゾー
ン)までの所要時間(距離)によって減衰する形で定式化される．このとき，居住地 p のアク
セシビリティ pACC は式(2.1)のように表すことができる． 
 
  


Qq
pqqp tMACC exp  (2.1) 
 
 ここで， qM は目的地(ゾーン) q の魅力度， pqt は p-q間の所要時間(距離)， は所要時間
(距離)の減衰パラメータである．なお，式(2.1)では指数関数によって所要時間(距離)の減衰
抵抗を表現しているが，冪関数などの他の関数形を用いて定義することもできる 8)． 
指標 指標の概略
累積機会数に基づく指標
(Cumulative opportunity-based measure)
ある一定時間内，距離内に到達可能な施設を数え上げる．
重力モデルに基づく指標
(Gravity-based measure)
目的地の魅力度と目的地までの交通抵抗によって定式化され，
魅力度の高い目的地が近接しているほどアクセシビリティ値が高くなる．
効用理論に基づく指標
(Utility-based measure)
個人の選択行動モデルから得られる最大効用の期待値(ログサム)をアクセシビリティ指標とする．
選択肢の効用が高まるにつれてアクセシビリティは高くなる．
活動スケジュールに基づく指標
(Activity-based measure)
時空間プリズムに基づく指標とも呼ばれる．個人の時間的・空間的な制約の大きさや，その制約の
もとで利用することができる施設や公共交通のダイヤを数え上げたものをアクセシビリティとするこ
とが多い．また，時間的・空間的な制約のもとで得られる最大効用(ログサム)を指標として用いるこ
ともある．
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 重力モデルに基づく指標は，累積機会数に基づく指標に次いで簡便な手法であるため，
数多くの研究・実務において活用されている．また，個人属性，交通手段別に所要時間の
減衰抵抗を考慮することができる． 
 
(3) 効用理論に基づく指標 (Utility-based measure) 
 効用理論に基づく指標は，まず個人の選択行動モデルを構築し，そこから得られる最大
効用の期待値(ログサム)をアクセシビリティと定義するものである 9)．すなわち，次式のよ
うに表される． 
 
  





 
 nJj
njnj VACC expln  (2.2) 
 
 ここで， njV は選択肢 j から個人 n が得る効用である．このとき，効用関数は，地域特
性や個人・世帯属性などから規定される関数で定式化される．そのため，効用理論に基づ
く指標では，こうした属性間の影響度をアクセシビリティ値に反映させることができる．
しかしながら，アクセシビリティを導出する際には，選択モデルを構築する必要があるた
め，累積機会数，重力モデルに基づく指標に比べて，計算が複雑である．なお，ログサム
の詳しい定義，および利点・問題点については，第 4章で述べることとする． 
 
(4) 活動スケジュールに基づく指標 (Activity-based measure) 
 活動スケジュールに基づく指標は，時空間プリズム(Time-Space prism)に基づく指標とも呼
ばれる．Hägerstrand10) は，時間制約と空間制約の関係を表す概念として，時空間プリズム
を提案し，Lenntorp11) によってその概念が発展させられた．図 2.2は，時空間プリズムの概
念を示したものである．この図は空間平面と時間軸によって表されている．ある個人の自
宅を H として，個人は自宅 H から任意の方向に移動できるとし，移動速度は一定とする．
このとき，図中に示すように，個人の外出可能な時間のもとで到達可能な空間を描くこと
ができ，これを PPS(Potential Path Space)と呼ぶ．また，PPS を空間平面に投影したものを
PPA(Potential Path Area)と呼ぶ．活動スケジュールに基づく指標では，PPS，PPAをアクセシ
ビリティ指標と定義するものが多い．また，近年では，時空間プリズムのもとで，達成可
能なダイヤを数え上げる方法や，1日の活動パターンの最大効用の期待値をとる方法なども
提案されている．詳しくは次節で述べる．活動スケジュールに基づく指標では，個人の外
出可能な時間を考慮できるという利点を有しているものの，その反面，アクセシビリティ
を計測するために，多大な調査費用と労力が必要である． 
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注) 参考文献 7)に基づき作成． 
図 2.2 時空間プリズムの概念 
 
2.3 アクセシビリティ指標に関する既往研究 
 
 ここでは，それぞれのアクセシビリティの計測手法を適用した既往研究について整理す
る． 
 
(1) 累積機会数に基づく指標 (Cumulative opportunity-based measure) 
 最も簡便な手法であるため，数多くの研究が存在する．そして，これらの多くは，バス
停・鉄道駅・居住地の中点からある一定の圏域を作成し，圏域内の人口や施設数をアクセ
シビリティ指標として用いている 12), 13)．このとき，圏域については徒歩利用時における限
界距離(0.25~1.0km程度)を用いることが多い 14)．ただし，対象とする地域，属性によってこ
の値は異なる．例えば，Zhao et al.15) は，バス停から 400m圏内(Euclidean buffer)の人口を算
出している．また，道路や川など，徒歩によるアクセスを阻害する要因を考慮した圏域
(Network buffer)を提案し，圏域の設定方法によるアクセシビリティの変化を分析している．
Lin et al.
16) は，鉄道駅から 800m圏内の施設密度をアクセシビリティ指標として，業種別に
計測している．ここでは，アクセシビリティ指標に加えて，駅のサービスの質，駅までの
距離などの複数の指標を用いて，地区間の比較を行なっている． 
 一方，近年では累積機会数に基づく指標を拡張した研究も存在する．Cascetta et al.17) は，
空間
時刻
（外
出
可
能
な
時
間
）
H
PPA(Potential Path Area)
PPS(Potential Path Space)
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目的地ゾーンにおける活動ニーズ (活動する確率) を計測している．そして，ゾーンごとに
到達可能な目的地ゾーンの活動ニーズを合計したものをアクセシビリティ指標として提案
し，その有効性を検証している．Owen and Levinson18) は，公共交通利用時における到達可
能な施設数を出発時間帯ごとに数え上げる方法 (Continuous accessibility) を提案している． 
 
(2) 重力モデルに基づく指標 (Gravity-based measure) 
 累積機会数に基づく指標と同様に，重力モデルに基づく指標を適用している研究も多い． 
 Handy19) は，地区内・地区外のそれぞれの買い物交通を対象として，アクセシビリティ
を計測している．さらに Handy は，算出したアクセシビリティと移動距離，買い物頻度の
関係を分析しており，地区内，地区外へのアクセシビリティが低下するにつれて，移動距
離は増加する傾向にあり，頻度については明確な差異が認められないことを示している．
また，地区内・地区外へのアクセシビリティを用いて居住地を分類している． 
 Luo and Wang20) は，通院交通を対象として，重力モデルに基づくアクセシビリティと累
積機会数に基づくアクセシビリティをそれぞれ計測し，両者を比較している． 
 Reggianti et al.21) は，通勤交通を対象として，職場へのアクセシビリティを計測している．
ここでは，所要時間の減衰抵抗の関数として，指数関数，冪関数などの計 5 通りの関数を
取り上げて，関数形ごとにアクセシビリティを比較している．その結果，冪関数を用いた
アクセシビリティの精度が最も高いことを明らかにしている． 
 加知ら 22) は，就業，教育・文化，健康・医療，買い物活動を対象として，アクセシビリ
ティを交通手段(自動車・公共交通)別に計測している．その結果，自動車利用時におけるア
クセシビリティはいずれの地区においても高く，地区間で顕著な差はみられないこと，公
共交通利用時においては，サービス水準の高い路線沿線でアクセシビリティが高いことを
明らかにしている．また，複数の施策を想定し，アクセシビリティの改善効果を検証して
いる． 
 谷本・森山 23) は，バス利用時における商業・医療施設へのアクセシビリティをそれぞれ
計測している．ここでは，施設数に加えて運行頻度をアクセシビリティ指標に組み込んで
いる．また，算出したアクセシビリティと居住者の満足度の関係を分析し，両者に相関関
係がみられる地区とみられない地区を抽出している． 
 
(3) 効用理論に基づく指標 (Utility-based measure) 
 累積機会数，重力モデルに基づく指標に比べて，効用理論に基づく指標を適用している
研究事例は限られている 24)． 
 Niemeier25) は，多項ロジットモデルを用いて，勤務地と交通手段の同時選択モデルを構
築し，そのログサムからアクセシビリティを計測している．そして，交通手段や目的地を
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変更することによるアクセシビリティの変化を明らかにしている． 
 Geurs et al.26) は，オランダにおける TIGRIS XL model のフレームワークのもとで，National 
Transport model (LMS) を用いて，目的地・交通手段の選択モデルを構築し，アクセシビリ
ティを算出している．そして，都市のコンパクト化，干拓地における住宅開発の規制がア
クセシビリティに及ぼす影響を実証している． 
 Seo et al.27) は，活動目的別，交通手段別，年齢別の目的地選択モデルからアクセシビリ
ティを算出し，ツアー数との関係を考察している．その結果，買い物・私用目的では，自
動車利用時におけるアクセシビリティが増加するに従って，ツアー数が減少すること，単
身高齢者にとっては，公共交通利用時のアクセシビリティが増加するほど，ツアー数が増
加することなどを明らかにしている． 
 一方，国土交通省においても，日本全国の地域公共交通の状況を統一的に比較する手法
として，選択モデルのログサムから得られるアクセシビリティを計測する方法を示し，そ
の結果を取りまとめている 28)． 
 
(4) 活動スケジュールに基づく指標 (Activity-based measure) 
 活動スケジュールに基づく指標は，個人の外出可能な時間の長さをアクセシビリティ値
に反映させることができる．古くから提案されていた指標であるものの，データの取得の
困難さや計算が複雑であることから，適用事例は限られていた．しかし，近年では，情報
技術の発展に伴い，研究事例が蓄積されつつある． 
 Kwan8) は，先に示した図 2.2の時空間プリズムの概念に従い，活動目的別に PPA(Potential 
Pass Area)，PPS(Potential Pass Space)を計測し，個人の PPA，PPSのもとで実行可能な活動機
会数を求めている．累積機会数，重力モデルに基づく指標と比較した結果，外出可能な時
間がアクセシビリティに及ぼす影響が大きいことを示し，特に男女による差異が顕著であ
ることを明らかにしている． 
 Ohmori et al.29) は，時空間プリズム内で実行可能な目的地の魅力度とその目的地までの交
通抵抗を考慮したアクセシビリティ指標を提案し，高齢者のアクセシビリティを計測して
いる．また，算出したアクセシビリティを説明変数として，外出の有無の二項ロジットモ
デルを構築している．その結果，アクセシビリティが増加するにつれて，外出率が増加す
ることを明らかにしている． 
 Neutens et al.30) は，時空間プリズム内で実行可能な活動機会を数えたものをアクセシビリ
ティとして，1週間におけるアクセシビティの変化を分析している．その結果，個人内で 1
週間のアクセシビリティは異なり，さらに個人属性間においても異なることを明らかにし
ている． 
 Ben-Akiva and Bowman31) は，活動パターンの選択，最も優先度の高いツアーの出発時間
の選択，目的地・交通手段の選択，二番目に優先度の高いツアーの出発時間の選択，目的
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地・交通手段の選択の 5段階の選択構造を仮定し，1日全体の活動パターンの選択モデルを
構築している．そして，この選択モデルから得られるログサムを 1 日の活動スケジュール
を考慮したアクセシビリティと定義し，計測している． 
 Dong et al.32) は，Ben-Akiva and Bowmanの手法を用いて，1日の活動スケジュールを考慮
したアクセシビリティを計測するとともに，活動スケジュールを考慮しない場合における
アクセシビリティも同時に算出し，両者を比較している．その結果，活動スケジュールを
考慮することによって，活動パターンや個人属性などの多種多様なセグメントごとに，ロ
ードプライシングがアクセシビリティに及ぼす影響を把握できることを実証した． 
 
 
2.4 本研究におけるアクセシビリティ指標の位置づけ 
 
 先の図 2.1に示したように，アクセシビリティを計測する際には，施設の立地形態，交通
サービス水準，個人・世帯属性，そして個人のモビリティをすべて考慮することが望まし
い．その一方で，計測手法ごとに既往研究を概観すると，これらの要因をすべて考慮して
アクセシビリティを計測・評価しているものは存在しない．これは，それぞれの研究にお
いて，その目的や着眼点が異なることが影響していると考えられる．したがって，どのよ
うなアクセシビリティの計測方法が最も優れているのかを判断することは難しい． 
 
 こうした中で，第 1 章ですでに述べたように，既存の指標を用いて高齢者のアクセシビ
リティを計測している研究は少ない．そこで本研究の第 3 章から第 5 章では，既存指標と
して，重力モデル，効用理論に基づく指標を取り上げて，非高齢者と対比させた高齢者に
よる生活交通のアクセシビリティの計測可能性について検証する． 
 まず，第 3 章では，重力モデルに基づく指標に着目して，高齢者のアクセシビリティを
計測することを考える．このとき，当該指標は目的地の魅力度と所要時間に対する減衰抵
抗を外性的に与える必要があるが，本研究では，対数線形化された Huff modelをもとに，
交通行動データのみから，目的施設の魅力度に加えてアクセシビリティを同時に，かつ簡
便に計測する方法を提案する．ここでは，高齢者・非高齢者のグループ別にアクセシビリ
ティを計測しており，直接両者のアクセシビリティ値を比較することはできないが，それ
ぞれのグループ内でアクセシビリティの相対的な比較を行なうことによってグループ内で
の特性を把握することができる．特に，アクセシビリティと魅力度を同時に算出するため，
グループごとに異なる目的地の魅力度と関連付けながら，両者のアクセシビリティの特性
を理解することが可能となる． 
 次いで第 4章，5章は，効用理論に基づく指標に着目したものであり，ここでは，高齢者
による観測異質性や，高齢者の交通行動を特徴づける要因を明示的に取り扱うことができ
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るようにアクセシビリティ指標を改良する．効用理論に裏付けられた指標であるため，理
論的な根拠が明確な手法といえる．また，重力モデルに基づく指標とは異なり，同一モデ
ル内で非高齢者と高齢者の違いをパラメータとして反映させることができるため，両者の
アクセシビリティ値の比較が直接可能となる．また，例えば，選択肢から自動車の利用を
除いた場合のアクセシビリティを求めることによって，アクセシビリティに占める自動車
利用の寄与度を明らかにできるなど，柔軟な分析に対処できる． 
 これに対して，第 6章，7章では，高齢者のモビリティ水準の多様性を考慮した新たなア
クセシビリティ指標を構築することを試みる．このとき，高齢者のアクセシビリティに関
する研究が十分になされていない原因の一つとして，高齢者のモビリティの制約要因は，
他の年齢階層に比べて多く，そのモビリティを観測することが困難なことが挙げられる．
しかしながら，モビリティ水準がアクセシビリティに及ぼす影響は決して小さくはない．
例えば，公共交通サービスが十分に整備されていたとしても，歩行が困難な人はバス停・
鉄道駅に到達することができないため，高水準のアクセシビリティを享受することができ
ない．したがって，高齢者のアクセシビリティを適切に計測するためには，個人のモビリ
ティをいかにして計量化すべきか，という点が極めて重要な課題となる． 
 そこで第 6章では，個人の多様なモビリティ水準を計量化するための方法として，Senの
潜在能力アプローチの考え方をもとにして，個々人のもつ財・資源と変換能力の積として，
交通手段別に各人の利用可能性指標を算出することを提案し，その定式化を行なう．この
結果，年齢に応じたモビリティの推移を，交通手段別の利用可能性の組み合わせとして把
握できるようにしている． 
 そして，第 7 章では，目的地の魅力度と所要時間に対する減衰抵抗から規定される，重
力モデルに基づく指標をベースとして，これに交通手段の利用可能性指標を組み込むこと
によって，個人のモビリティ水準の多様性を考慮したアクセシビリティ指標を構築する．
その際，個人の活動スケジュールによる移動制約が及ぼす影響を時空間プリズムの概念を
用いて計量化し，本指標に付加することによって，個人の活動時間の多様性という観点か
らもアクセシビリティを計測できるようにしている．また，こうしたアクセシビリティ指
標を用いることによって，移動困難者の抽出や交通施策の効果測定を行なえるようにして
いる． 
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第 3章 重力モデルに基づく買い物交通のアクセシビリティの計測 
 
 
3.1 はじめに 
 
 第 2 章で述べたように，これまでに様々なアクセシビリティ指標が提案されており，そ
の実証分析も数多く存在する．本章では「重力モデルに基づくアクセシビリティ指標」に
着目する．重力モデルに基づく指標は，買い物交通の場合，商業施設，あるいは買い物目
的地ゾーンの魅力度が，そこに到達するために必要な距離，または所要時間によって減衰
すると定義されている． 
 このとき，アクセシビリティを算出するにあたっては，まず目的地の魅力度を求める必
要があるが，これまでは目的地の施設規模や目的地ゾーン内の施設密度がその代理変数と
して用いられてきた．その一方で，中西 1) は，消費者は規模や密度のみで目的地を選択し
ている可能性は低く，実際は，取扱品目，その品ぞろえや安さ，あるいはその店舗のイメ
ージなどを考慮した上で，目的地を選択していると指摘している．しかしながら，このよ
うな目的地の魅力度に影響を及ぼす要因をすべて観測することは困難であり，データを取
得するためには多大な労力と調査費用を要する．この問題を解決するために，Nakanishi and 
Cooper
2) は，Huff modelを対数線形化することによって目的地の魅力度を定量的に示す方法
を提案している． 
 これまで，Nakanishi and Cooper が提案したモデルを用いた研究事例として，岩崎 3) は，
東京の代表的な中心商業地域の魅力度を測定し，魅力度を規定する要因を抽出している．
阿部ら 4) は，岩崎と同様に，買い物行動調査データから目的地の魅力度を算出し，同時に
小売販売額を用いて目的地の吸引度を求め，両者を組み合わせて考察することで，市町村
の商業地としての活力を商品の供給側と需要側の両面から分析することを提案している． 
 一方，対数線形化された Huff model からは，本章で後に証明するように，目的地として
の魅力度と同時に，居住地ごとにそれらの目的地へのアクセシビリティを推計することが
できる 5)． 
 そこで本章では，対数線形化された Huff model を適用し，既存の交通行動データ(第 5回
近畿圏パーソントリップ調査)のみから，目的地の魅力度と居住地のアクセシビリティを高
齢者・非高齢者別に推計し，それらの空間分布特性を明らかにする． 
 具体的には，本章では以下の分析を行なう． 
 1) 対数線形化された Huff model を用いることにより，目的地の魅力度と居住地のアク
セシビリティを推計できることを証明する． 
 2) 既成市街地(神戸市東灘区)における高齢者と非高齢者の買い物交通行動にみられる
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特徴を平日・休日別に明らかにする． 
 3) 対数線形化された Huff model を適用し，高齢者・非高齢者別に目的地の魅力度，お
よび居住地のアクセシビリティを計測する上で必要となるパラメータを推定する． 
 4) 推定されたパラメータを用いて，買い物目的地の魅力度と居住地のアクセシビリティ
の空間分布を高齢者と非高齢者についてそれぞれ示し，両者の違いを明らかにする． 
 
 
3.2 目的地の魅力度と居住地のアクセシビリティの算出の考え方 
 
 本研究では，Nakanishi and Cooper2) が提案した，対数線形化された Huff model を用いて，
「目的地の魅力度」と「居住地から目的地までのアクセシビリティ」を算出する．まず，
既存研究に従って，本モデルにより目的地の魅力度を算出できることを示す．次に本研究
では，この対数中央化変換された Huff model から居住地ごとに目的地へのアクセシビリテ
ィを同時に計測できることを示す． 
 まず，目的地の魅力度は，式(3.1)に示す Huff model から導出される線形回帰式によって，
交通行動データ(OD表)から求めることができる． 
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 (3.1) 
 
 ここで， ijP は居住地 i ( i=1, 2,…., m) に住む人々が目的地 j において買い物を行なう確
率である． jM は，目的地 j ( j=1, 2, …., n) の魅力度である． ijL は居住地 i から目的地 j ま
での距離であり，βは距離減衰パラメータである．買い物行動における Huff model では，「消
費者がある目的地で買い物する確率は，目的地の魅力度に比例し，居住地から目的地まで
の距離に反比例する」と解釈することができる．すなわち，式(3.1)は，魅力度の高い目的地
が自宅に近接しているほど，消費者がその目的地を選択する確率が高まることを意味する． 
 また，ここでは目的地 j の魅力度 jM を定量的に測定するために式(3.2)を定義する． 
 
    
n
j jjj
dM
1
exp   (3.2) 
 
 j は目的地の魅力度の測定パラメータである．この測定パラメータを指数変換すること
によって，地域内における相対的な魅力度を把握することができる．ここで jd はダミー変
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数である． 
 次に，式(3.1)を線形回帰式に変換する方法を以下に示す．式(3.1)に対して両辺の対数をと
ると，式(3.3)が得られる． 
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 ここで，式(3.3)の平均をとり，式(3.3)との差をとると，式(3.4)を導くことができる．この
ような式変形は，両辺の対数をとり，居住地ごとに中央化(その起点における平均値を引く)
したものであるから，対数中央化変換と呼ばれている． 
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 対数中央化変換した式(3.4)を整理したものが式(3.5)である． 
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右辺の第 1 項は居住地 i における ijP ， jM ， ijL の幾何平均  ...
~
,
~
,
~
ii LMP を示している．こ
こで，右辺の第 1項は目的地 j が変化しても影響は受けない．つまり，居住地 i について
の定数項とみなすことができ，その影響は居住地 i に関するダミー変数 iD で吸収すること
ができる．なお，詳しい証明は中西 1) を参照されたい．したがって，式(3.5)は居住地のダ
ミー変数 iD と式(3.2)を代入すると， 
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となる．式(3.6)は線形回帰モデルであり，未知パラメータである i0 ， j ，β を最小二乗
法により推定することができる．また，推定された j を式(3.2)に代入することで相対的な
目的地 j の魅力度を算出することができる． 
 なお，すべての居住地，および目的地に対してダミー変数を導入すると，ダミー変数間
に完全な多重共線性が生じ，パラメータの推定が困難となるため，回帰式に含める居住地
ダミー変数と目的地ダミー変数はそれぞれ  1m ，  1n 個とする． 
 このように，買い物目的地の選択確率 ijP と居住地‐目的地間の距離 ijL を用いて，最小二
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乗法により式(3.6)のパラメータを推定することで目的地の魅力度を定量化することができ
る． 
 一方，式(3.6)の線形回帰式では目的地 j のパラメータ j と同時に居住地側のパラメータ
として i0 も推定される．そこで以下では，居住地 i のパラメータを用いることによって
居住地のアクセシビリティを算出できることを証明する 5)． 
 式(3.5)と式(3.6)のそれぞれの右辺の第 1項に着目すると以下の関係が成り立つ． 
 
    
m
i iiii
LMPD
1 ...0
~
ln
~
ln
~
ln   (3.7) 
 
これを任意の i について両辺を指数変換し，展開すると， 
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  (3.8) 
 
となる．ここで .
~
iP は， 
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~~
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
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と書きなおすことができる．式(3.9)を式(3.8)に代入すると，式(3.10)を得ることができる． 
 
  
 
  n
j ijj
i
LM
1
0
1
exp

  (3.10) 
 
 ここで，式(3.10)の右辺の分母は，一般的な重力モデルに基づくアクセシビリティ指標と
同形である．したがって，指数化した居住地パラメータ i0 の逆数をとったものが居住地の
アクセシビリティとして解釈することができる． 
 このように，本指標は一般的な重力モデルに基づく指標とは異なり，目的地の魅力度を
外性的に与える必要がなく，交通行動データ(OD 表)のみから，目的地の魅力度と居住地の
アクセシビリティを同時に算出できる． 
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3.3 分析対象地域と使用データの概要 
 
(1) 分析対象地域の概要 
 分析対象地域は，神戸市の東灘区である．東灘区は，神戸市の臨海部に位置し，市域の
東端を占めている．域内には，鉄道網として，東西に JR，阪神電鉄，阪急電鉄が，道路網
として国道 2 号，43 号が走っていることから地域外へのアクセス性は優れている．また，
2015年現在の人口は約 21万人，高齢化率は約 20%となっている．図 3.1は，2013年時点の
食料品・日用品を扱う店舗の立地状況，および交通網を図示したものである．また，図中
に示すゾーン区分については，パーソントリップ調査データの最小ゾーン区分である郵便
番号ゾーンを用いている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.1 分析対象地域(神戸市東灘区) 
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(2) 使用データの概要 
 本章では，交通行動データとして，第 5回近畿圏パーソントリップ調査(以後，PT 調査と
呼ぶ)の結果を用いる．本調査は，近畿 2府 4県(京都府，大阪府，兵庫県，滋賀県，奈良県，
和歌山県)に居住する世帯の構成員(5歳以上)を対象に，2010年 10月から 11月にかけて実施
されたものである．この結果，約 35 万世帯・74 万人から平日・休日別の回答(郵送による
調査票の配布・回収，または Webでの回答)を得ており 6)，これは対象エリアにおける 5歳
以上の人口の約 3.9%に相当する膨大なデータである． 
 本研究では，第 5 回近畿圏 PT調査の結果より，まず神戸市東灘区に居住している回答者
を抽出した．次に，平日における移動目的が「買い物」，休日における移動目的が「食料品・
日用品などの買い物(以後，日常的な買い物と呼ぶ)」である自宅発のトリップデータを選び
出した．なお，平日のデータでは日常的な買い物と非日常的な買い物(食料品・日用品以外
の買い物)が区別されていないため，平日の買い物における詳細な活動目的を分類すること
ができない．しかし，後の 3.4で述べるように平日の買い物トリップと休日の日常的な買い
物は類似した傾向を示している．その結果，分析対象となるトリップは，平日の買い物は
1,473 トリップ，休日の日常的な買い物は 1,386 トリップとなった．また，これらのトリッ
プを実施した回答者の年齢構成を示したものが図 3.2である．これより，平日・休日ともに
高齢層の比率が比較的高くなっている．平日の買い物トリップでは，65 歳以上の比率が最
も高くなっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.2 平日・休日別にみた回答者の年齢構成 
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3.4 高齢者・非高齢者別にみた交通行動特性 
 
 ここでは，高齢者・非高齢者別に買い物交通行動の基本的な特性を明らかにする．図 3.3
は，利用交通手段の構成を示したものである．これをみると，平日の買い物では，高齢者・
非高齢者ともに徒歩の利用比率が最も高くなっており，自動車の比率は20%にも満たない．
一方，休日の非日常的な買い物では，平日に比べて自動車の利用比率が高まり，非高齢者
は 42.3%となっている．しかし，高齢者は平日・休日に関わらず徒歩の比率が最も高い． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.3 高齢者・非高齢者別にみた利用交通手段の構成 
 
 図 3.4 は，買い物トリップの到着地の内訳を示したものである．これより，平日・休日，
高齢者・非高齢者ともに対象地域内のトリップが大半を占めていることがわかる．そこで
本研究では，平日・休日ともに区内に発着点をもつトリップ(平日：高齢者 438 トリップ，
非高齢者 716 トリップ；休日：高齢者 333 トリップ，非高齢者 821 トリップ)を以降の分析
に用いることとする． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.4 高齢者・非高齢者別にみた到着地の内訳  
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 区内に発着点をもつトリップを対象として，ゾーンごとの集中トリップ量を高齢者・非
高齢者別に示したものが図 3.5a)，b)である．これより，高齢者・非高齢者ともに，平日と
休日で買い物目的地が比較的類似していることがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a) 高齢者 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b) 非高齢者 
図 3.5 平日・休日別にみた集中トリップ量  
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3.5 目的地の魅力度と居住地のアクセシビリティの推定 
 
 3.2で示した対数線形化された Huff model を用いて，目的地の魅力度，および居住地のア
クセシビリティを計測する上で必要となるパラメータを推定する．本節では，まず分析対
象ゾーンおよびトリップの選定方法について述べる．次に，選定されたデータを用いて，
高齢者・非高齢者別にパラメータを推定する． 
 
(1) 分析対象ゾーン・トリップの選定 
 3.2で示した線形回帰式では，すべての居住地，および目的地に対してダミー変数を投入
する必要があるが，本対象地域には PT 調査の最小ゾーン区分である郵便番号ゾーンが 47
ゾーン存在するため，ダミー変数は合計 94変数となる．線形回帰モデルは説明変数を多く
投入するほど，一般的にモデルのあてはまりが良くなるといわれているが，このとき，サ
ンプル数が十分に確保できない場合には推定結果が不安定になり，その解釈が困難となる． 
 そこで本研究では，まずサンプル数を十分に確保するために，平日の買い物トリップデ
ータと休日の日常的な買い物トリップデータを統合することとした．さらに，居住地，目
的地ゾーンについては，それぞれ以下の条件を満たすゾーンをパラメータの推定に用いる
こととした． 
 居住地ゾーンについては，トリップ量の多い順に居住地ゾーンを並べ，トリップ量の累
積 90%を満たし，かつ複数のゾーンへ到着しているゾーンを対象とした．目的地ゾーンに
ついても同様にして，まずトリップ量の多い順にゾーンを並べ替えて，トリップ量の累積
80%を満たし，かつ複数のゾーンから集客があるゾーンを抽出した．そして，このうち，大
規模小売店舗が立地しているゾーンをパラメータの推定に用いることとした．その結果，
居住地ゾーンは合計 27 ゾーン，目的地ゾーンは合計 13 ゾーンとなった．ここで，居住地
ゾーンをさらに減らすことで，モデルの精度を向上させることができると考えられるが，
本研究では居住地間のアクセシビリティをより詳細に比較したいため，これ以上の居住地
ゾーンの削減は行なわなかった．この結果，パラメータの推定に用いるトリップ数は，高
齢者が 692トリップ，非高齢者が 1,260トリップとなった． 
 ゾーン間距離については，GIS を用いて道路ネットワーク上で最短となる経路距離を用い
ることとした． 
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(2) パラメータの推定 
 高齢者・非高齢者別に 3.2 で導出した線形回帰式を用いて，パラメータを推定した．表
3.1，3.2は，両者の推定結果をそれぞれ示している．なお，居住地についてはゾーン 6580011
を，目的地ゾーンについてはゾーン 6580051 をそれぞれ基準としてパラメータを推定して
いる．また，高齢者・非高齢者別に推定したパラメータから分布交通量を再現し，実測値
と比較した結果を図 3.6a)，b)にそれぞれ示す．これらより以下のことがわかる． 
 まず，モデル全体の適合度を示す修正済み R2 値をみると，高齢者・非高齢者ともに R2
値は 0.91，0.92と高くなっている．また，現況再現性(図 3.6)をみてみると，図中の 45度線
からばらつきがみられるものの，推計値と実測値の間に正の相関が認められる． 
 表中の各パラメータの t値に着目すると，高齢者，非高齢者のいずれにおいても，サンプ
ル数が十分に確保できたゾーンでは概ね有意水準 5%，もしくは 1%を満たしている．さら
に，距離減衰パラメータはいずれも負の値を示していることから，符号の整合性は取れて
いる．またパラメータは有意水準 1%を満たしている． 
 次に，高齢者と非高齢者の推定結果を比較すると，距離減衰パラメータの絶対値は非高
齢者の方が高齢者よりも若干大きくなっているものの，両者の絶対値には顕著な差異は認
められない．これは，対象地域が既成市街地であり，商業施設が高密度で立地し，居住者
の大半が徒歩で目的地に到達できることが影響しているためであると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       a) 高齢者                b) 非高齢者 
図 3.6 ゾーン別のトリップ量の実測値と推計値の比較 
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表 3.1 推定結果(高齢者) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
偏回帰係数
-1.026 -10.82 **
6580015 -1.904 -6.81 **
6580051 -1.803 -6.13 **
6580047 -1.436 -5.13 **
6580072 -1.645 -5.23 **
6580081 -1.786 -6.12 **
6580084 -1.365 -3.77 **
6580053 -1.433 -4.57 **
6580073 -1.201 -4.11 **
6580025 -1.342 -4.83 **
6580046 -1.153 -3.31 **
6580014 -1.128 -3.25 **
6580082 -1.220 -3.12 **
6580052 -1.377 -4.72 **
6580016 -1.539 -4.30 **
6580013 -0.876 -2.15 *
6580027 -0.939 -3.04 **
6580022 -0.524 -1.43
6580063 -0.395 -1.01
6580012 -0.645 -1.85
6580054 -1.494 -4.28 **
6580083 -0.924 -2.38 *
6580001 -0.399 -1.11
6580003 -0.878 -2.60 *
6580066 -0.324 -1.03
6580045 -0.889 -2.42 *
6580064 -0.434 -1.10
6580015 -0.444 -1.84
6580084 -0.617 -2.81 **
6580047 -0.381 -1.58
6580072 -0.534 -1.99 *
6580046 -1.180 -4.58 **
6580011 -1.506 -4.35 **
6580013 -0.939 -3.73 **
6580083 -1.322 -4.13 **
6580025 -0.956 -2.81 **
6580027 -0.932 -3.55 **
6580053 -1.137 -4.07 **
6580054 -0.669 -2.06 *
距離減衰パラメータ (β )
アクセシビリティパラメータ
(α 0i ')
魅力度パラメータ
(α j ')
修正済みR2 0.91
t値
**: 1%有意，*: 5%有意
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表 3.2 推定結果(非高齢者) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
偏回帰係数
-1.051 -12.83 **
6580015 -2.142 -8.02 **
6580051 -1.823 -6.33 **
6580047 -1.712 -6.12 **
6580072 -1.757 -5.46 **
6580081 -1.767 -5.87 **
6580084 -2.067 -7.80 **
6580053 -1.695 -5.62 **
6580073 -1.569 -5.17 **
6580025 -1.714 -6.21 **
6580046 -1.759 -6.11 **
6580014 -1.590 -5.26 **
6580082 -1.880 -6.56 **
6580052 -1.277 -3.37 **
6580016 -1.533 -4.61 **
6580013 -0.922 -2.34 *
6580027 -1.424 -4.68 **
6580022 -0.601 -1.72
6580063 -0.763 -2.47 *
6580012 -1.585 -4.43 **
6580054 -1.661 -5.49 **
6580083 -1.830 -6.38 **
6580001 -0.433 -1.19
6580003 -1.226 -4.02 **
6580066 -0.347 -0.98
6580045 -1.352 -3.55 **
6580064 -0.674 -2.06 *
6580015 -0.176 -0.85
6580084 -0.474 -1.98
6580047 -0.298 -1.29
6580072 -0.937 -3.94 **
6580046 -0.259 -0.90
6580011 -0.979 -3.56 **
6580013 -1.249 -4.45 **
6580083 -1.078 -4.42 **
6580025 -1.097 -4.14 **
6580027 -0.929 -3.61 **
6580053 -1.360 -5.15 **
6580054 -1.255 -5.05 **
**: 1%有意，*: 5%有意
ｔ値
距離減衰パラメータ (β )
アクセシビリティパラメータ
(α 0i ')
魅力度パラメータ
(α j ')
修正済みR2 0.92
－38－ 
 
3.6 高齢者と非高齢者の魅力度・アクセシビリティの空間分布特性 
 
 ここでは，3.5で得られた推定結果を用いて，目的地の魅力度と居住地のアクセシビリテ
ィを高齢者・非高齢者別に算出し，高齢者と非高齢者の魅力度とアクセシビリティの分布
の差異を明らかにする． 
 
(1) 目的地の魅力度の分布 
 図 3.7，3.8 は高齢者・非高齢者のそれぞれについて買い物目的地の魅力度を地図上に円
の大きさで示したものである．また，図中では商業施設を点でプロットしている．なお，
年齢別に算出した魅力度は，それぞれの年齢階層における相対的な値であるため，その絶
対値を直接比較することができないことに注意が必要である．こうしたことを踏まえて，
これらの図をみると以下のことがわかる． 
 高齢者，非高齢者ともに，JR 住吉駅前に位置するゾーン 6580051 の魅力度が最も高くな
っている．当該ゾーンには，店舗面積 10,000m2 以上の大規模小売店舗が立地している．ま
た，複数の大規模小売店舗が立地している国道 2 号沿いのゾーン 6580015 においても魅力
度は高くなっている．こうしたことから，対象地域ではこれらのゾーンが居住者の買い物
先としての拠点であることが窺える．また，小規模小売店舗が集積しているゾーンに着目
すると，高齢者，非高齢者ともに甲南商店街が位置するゾーン 6580084 の魅力度が比較的
高いことがわかる． 
 一方，高齢者と非高齢者では目的地の魅力度の分布に若干の差異がみられる．例えば，
百貨店が立地しているゾーン 6580054 では，高齢者の方が非高齢者よりも魅力度が相対的
に高くなっている．これは，高齢者の方が非高齢者よりも百貨店を訪問する比率が高いと
いう直感的な理解とも合致する．これに対して，非高齢者は岡本商店街周辺のゾーン
6580072の魅力度が相対的に高い．岡本商店街の店舗業態の構成をみてみると，小規模小売
店舗の約 52%がお菓子・スイーツの専門店となっている．このように，本研究で算出した
目的地の魅力度は，こうした年齢による買い物品目の質の違いなどを反映させることもで
きる． 
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図 3.7 高齢者の魅力度の分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.8 非高齢者の魅力度の分布 
  
：大規模小売店舗(5,000m2未満)
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(2) 居住地のアクセシビリティの分布 
 図 3.9，3.10は高齢者・非高齢者のそれぞれについて居住地のアクセシビリティを地図上
に円の大きさで示したものである．なお，先に示した魅力度と同様に，高齢者と非高齢者
のアクセシビリティの絶対値を直接比較することができないことに注意が必要である．こ
れらの図より以下のことがわかる． 
 高齢者，非高齢者ともに，大規模小売店舗が複数立地している国道 2 号沿いのゾーン
6580015においてアクセシビリティが最も高くなっている．また，買い物先としての魅力度
が最も高い JR住吉駅周辺のゾーンにおいてもアクセシビリティは高くなっているが，ゾー
ン 6580015 よりも低い．これは，ゾーン 6580015 の方が，他の魅力度の高いゾーン(岡本商
店街，甲南商店街周辺など)までの移動距離が短いことが影響している．このように，魅力
度の高いゾーンが集積しているほど，アクセシビリティは高くなり，一般的なアクセシビ
リティの定義と合致していることから，線形回帰式によって推定されたアクセシビリティ
は妥当であることがわかる． 
 高齢者と非高齢者の相対的なアクセシビリティの大小関係を比較すると，阪急電鉄沿線
の山麓部を除くと，非高齢者はいずれの居住地においてもアクセシビリティ水準は比較的
高く，明確な差異は認められない．その一方で，高齢者は，JR 住吉駅前のゾーンや国道 2
号沿いのゾーンに比べて，阪神魚崎駅から深江駅周辺のゾーンのアクセシビリティは低く
なっている．ここで，居住地間のアクセシビリティ水準の格差を把握するために，アクセ
シビリティの変動係数(標準偏差を平均値で除した値)を算出した．その結果，高齢者は 0.46，
非高齢者は 0.43 となっており，高齢者の方が非高齢者よりも居住地間のアクセシビリティ
の格差が大きいことがわかった．このようなアクセシビリティの格差は，高齢者と非高齢
者では買い物目的地の魅力度の分布が異なることや，高齢者と非高齢者の移動能力の差異
(特に自動車の利用可能性)が影響していると考えられる． 
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図 3.9 高齢者のアクセシビリティの分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.10 非高齢者のアクセシビリティの分布 
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3.7 本章のまとめと今後の課題 
 
 本章では，Nakanishi and Cooperが提案した対数線形化された Huff model を PT 調査デー
タに適用し，対象地域内の買い物目的地としての魅力度，およびそれら目的地へのアクセ
シビリティを高齢者・非高齢者別に算出した．以下では本章で得られた成果を要約する． 
 1) 対数線形化された Huff model では，推定された目的地のパラメータから目的地の魅
力度を求められるが，同時に得られた居住地のパラメータから各居住地のアクセシビ
リティを算出できることを証明した． 
 2) 本手法を PT 調査データに適用することによって，既存の交通行動データのみから，
買い物交通における目的地の魅力度と居住地のアクセシビティに関するパラメータ
を比較的良好な精度で推定できることが明らかとなった． 
 3) 算出した魅力度とアクセシビリティを地図上に示すことによって，対象地域内で魅力
度の分布と関連付けながら，高齢者・非高齢者別に各居住地のアクセシビリティを視
覚的かつ定量的に評価することが可能となった．その結果，高齢者・非高齢者ともに，
大規模小売店舗が集積しているゾーンの魅力度は高く，こうしたゾーンが近接してい
る居住地のアクセシビリティは高くなっていた．また，高齢者と非高齢者では，魅力
度の高い目的地ゾーンが若干異なり，その結果として居住地のアクセシビリティにも
差異が生じていた． 
 
 最後に本章で示した研究における今後の課題としては以下の諸点が挙げられる． 
 1) 本指標では，対象となるすべての目的地と居住地に対してダミー変数を設定する必要
があり，推定すべきパラメータが多くなる．したがって，推定結果を安定させるため
には，十分なサンプル数を確保する必要がある．また，サンプル数を確保するために，
居住地，または目的地ゾーンを統合する方法について精査しなければならない． 
 2) 本章では，高齢者と非高齢者に分けて対数線形化された Huff model を構築し，両者
の魅力度とアクセシビリティを推定した．しかしながら，細分化された年齢階層別に，
あるいは年齢階層を分割した上で免許の保有の有無別に魅力度とアクセシビリティ
を計測するためには，それぞれのセグメントについて十分なサンプル数を確保しなけ
ればならない． 
 3) 高齢者・非高齢者別にモデルを構築するため，推定された魅力度，およびアクセシビ
リティの絶対量を高齢者と非高齢者で直接比較することができない．したがって，今
後は，高齢者と非高齢者の交通行動データを統合し，同一モデル内で両者のパラメー
タを同時に推定できるように定式化する必要がある．  
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第 4章 効用理論に基づく買い物・通院交通のアクセシビリティの計測 
 
 
4.1 はじめに 
 
 第 3章では，重力モデルに基づく指標に着目し，対数線形化された Huff model を用いて，
交通行動データのみからアクセシビリティを算出できることを示した．しかし，本手法を
用いて，年齢や性別などの個人属性によるアクセシビリティの差異をみるためには，セグ
メント別にモデルを構築する必要があるため，属性間の影響度の違いを把握することがで
きない．これに対して，効用理論に基づく指標は，個人の選択行動モデルを構築し，得ら
れたログサムをアクセシビリティ指標と定義するものである．そして，個人属性・地域特
性などを選択モデル内に説明変数として取り込むことができるため，変数間の影響度を考
慮したアクセシビリティを計測することが可能である． 
 そこで本章と次章の第 5 章では，効用理論に基づく指標に着目し，アクセシビリティを
計測することとする．ここでは，まず，効用理論に基づくアクセシビリティの理論的な根
拠，すなわち，選択モデルから導出されるログサムがアクセシビリティとして解釈できる
ことを示す．その後，高齢者と非高齢者の移動距離に対する観測異質性を考慮した目的地
の選択モデルを構築し，アクセシビリティを計測することとする．この際，本章のケース
スタディとしたのは，一地方都市における買い物先，通院先の選択モデルである． 
 地方都市では，自動車利用を前提とした郊外部での商業・医療施設の立地が増加してい
る 1)．このような地方都市では，公共交通サービス水準が低いために，自動車を利用するこ
とができない高齢者にとっては，買い物，通院行動が困難な状況となりつつある．こうし
たことから，全国各地の地方都市では，高齢者の生活交通におけるアクセシビリティの確
保が喫緊の課題となっている．このとき，アクセシビリティの確保にむけた施策を講じる
際には，現時点においてどの地区のどのような施設へのアクセシビティの確保が急務であ
るのかなど，地区ごとに問題の深刻度を適切に把握する必要がある． 
 そこで本章では，一地方都市の居住者を対象に実施したアンケート調査結果を用いて，
効用理論に基づく指標を適用し，日常的な買い物，通院交通におけるアクセシビリティを
高齢者・非高齢者別に計測し，対象地域内における問題地区を抽出することを試みる． 
 具体的には，本章では以下の分析を行なう． 
 1) 高齢者と非高齢者のアクセシビリティを比較するために，まず，年齢階層による観測
異質性を考慮した目的地の選択モデルを構築する． 
 2) 構築した選択モデルから得られるログサムを用いて，移動目的別に，高齢者と非高齢
者のアクセシビリティを居住地ごとに算出する．そして，施設の配置形態が両者の
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アクセシビリティに及ぼす影響を明らかにする． 
 3) 高齢者の買い物・通院交通におけるアクセシビリティの算出結果と居住地ごとの高齢
化率を重ね合わせることによって，買い物・通院交通における問題の深刻度を把握し，
問題地区を抽出する． 
 
 
4.2 効用理論に基づくアクセシビリティの計測手法 
 
 ここでは，効用理論に基づくアクセシビリティの計測方法について述べる．本手法は，
すでに第 2 章で述べたように，交通行動データから個人の選択行動モデルを構築する必要
がある．そこで以下では，まず選択行動モデル(Multinomial logit model)の概要について説明
する．次に，選択行動モデルから得られるログサムがアクセシビリティ指標として合理的
な解釈が与えられることを示す．最後に効用理論に基づくアクセシビリティ指標の利点・
問題点をそれぞれ整理する． 
 
(1) ロジットモデルの概要 
 非集計モデルは，効用理論に基づき，個人が「利用可能な選択肢群の中から最も望まし
い，すなわち効用が最も大きい選択肢を選ぶ」という合理的な選択ルールの下で，行動す
ることを仮定してモデル化されている 2)．ある選択肢 j のもつ「望ましさ」，あるいは「効
用(Utility: Uj)」は，その選択肢のもつ特性と個人の社会経済属性によって異なると考えられ
るが，その要因をすべて観測することは不可能である．そのため，効用は確率的に変動す
るとし，選択肢ごとの効用 Ujは式(4.1)に示すように，観測可能な確定項  jV と観測不可能
な確率項  j によって記述できると仮定している． 
 
 jjj VU   (4.1) 
 
 ここで，確率項の分布形は，幾つもの観測不可能な要因の同時分布であることから，一
般的には，正規分布と考えることが適切である．しかし，確率項を正規分布と仮定して導
出されるプロビットモデル 3) は，多重積分によって定式化されるため，パラメータの推定
が複雑である．このため，プロビットモデルの近似解として，確率項の分布を正規分布と
類似した二重指数分布(ガンベル分布)と仮定すると，式(4.2)に示すロジットモデルが導出さ
れる．ここで，  iPn は個人 n が利用可能な選択肢集合 nJ から選択肢 i を選ぶ確率である．
ロジットモデルはプロビットモデルとは異なり，積分計算をする必要がないため，数多く
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の研究や実務で活用されている． 
 
  
 
 


nJj
j
i
n
V
V
iP
exp
exp
 (4.2) 
 
 このとき，確定項 jV は選択肢  j の特性および社会経済属性などの要因
 kjjjjj ZZZZZ ,....,,, 321 の線形関数で表現される(式 4.3)． 
 
 kjkjjjj ZZZZV   332211  (4.3) 
ここで， k は変数 kjZ のパラメータである．このパラメータは，式(4.2)の尤度関数を設定
し，これを最大化することで求めることができる． 
 
(2) ロジットモデルを用いたアクセシビリティの算出 
 ロジットモデルを用いることで，個人の消費者余剰を容易に計算することができる 4)．式
(4.4)に示すように，個人 n の消費者余剰  nCS は，その個人が得ることができる最大効用
と定義される． 
 
  jUCS njj
n
n  max
1

 (4.4) 
 njU は個人 n が選択肢 j から得られる効用  JjNn ,,1;,,1   ， n は個人 n の所
得の限界効用である．ここで，消費者余剰は最大効用を個人の所得の限界効用で除すこと
で得られる． 
 一方，すでに述べているように，選択肢 j の効用は，観測可能な確定項 njV と観測不可能
な確率項 nj から規定される(式 4.5)． 
 
 njnjnj VU   (4.5) 
このとき，個人 n の消費者余剰の期待値  nCSE は次式で計算することができる． 
 
     jVECSE njnj
n
n 





 

max
1
 (4.6) 
ここで， nj が独立かつ同一の極値分布(IID: Identically and Independently Distributed)であり，
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かつ効用が所得に対して線形( n が所得に対して一定値)であれば，期待値は式(4.7)のよう
に表すことができる． 
 
     CeCSE J
j
V
n
n
nj   1ln
1

 (4.7) 
 
 右辺の第 2 項の C は観測することができない未知の定数である．また，第 1 項の括弧内
は，式(4.2)で示したロジットモデルにおける選択確率の分母と同型である．こうしたことか
ら，ロジットモデルにおける消費者余剰の期待値はログサムと呼ばれている． 
 このとき，施策前後の各選択肢の効用の確定項をそれぞれ 0njV ，
1
njV とすると，消費者余
剰の変化は式(4.8)のようになる．ただし，式(4.7)中の C は施策の前後においても一定であ
る． 
 
   























  
0
0
1
1
11
lnln
1 J
j
J
j
n
n
njVnjV
eeCSE

  (4.8) 
 
 Ben-Akiva and Lerman 5) は，交通行動の選択モデルから得られるログサムがアクセシビリ
ティ指標として解釈することができると述べている．多項ロジットモデルにおいて，各選
択肢の確率項の期待値が 0 になるように最頻値を求めると，最大効用の期待値(アクセシビ
リティ ACC )は次式のようになる． 
 
      nn Ci niniCi VUEACC  expln
1
max  (4.9) 
 
nC は個人 n の選択肢集合，  は確率項 のスケールパラメータである．このアクセシビ
リティ指標は 2つの特性をもっている． 
 まず 1 つ目は，新たな選択肢が加わるとアクセシビリティの値は必ず大きくなる点であ
る(式 4.10)． 
 
    niCiniCi UEUE nn   maxmax  (4.10) 
 
ここで nC は nC の部分集合である． 
 2点目として，確率項の分布形が不変である場合に，選択肢の確定項が増加すると，アク
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セシビリティの値が必ず大きくなることが挙げられる．数学的に記述すると，式(4.11)のよ
うになる．また，ここではアクセシビリティ指標(最大効用の期待値)を選択肢 j の効用の確
定項で微分すると，選択肢 j の選択確率になることも示されている． 
 
     nnniCi
nj
CjjPUE
V n



 ,0max  (4.11) 
さらに式(4.11)から次式が得られる． 
 
 
     
nj
n
njni
niCi
ni
n
V
iP
VV
UE
V
jP
n







 max
2
 (4.12) 
 ここで，選択モデルを個人の需要関数とみなし，施策の前後の各選択肢の確定項のベク
トル 0nV ，
1
nV とした場合には，その施策の前後によるアクセシビリティの変化が消費者余剰
の変化に等しいことが示されている 6)． 
 
      












n n
ni
n
n
n
ni
Ci Ci
V
V
V
Ci
V
eeViPACC
0
1
0
1
ln
1
ln
1
|


  (4.13) 
 
 上式の単位は無次元となっているが，これを貨幣換算するためには，効用関数中の費用
のパラメータで除す必要がある．こうすることで，式(4.8)の消費者余剰の変化と一致する． 
 
(3) 効用理論に基づくアクセシビリティ指標の利点・問題点 
 効用理論に基づく指標の利点としては，以下の諸点が挙げられる． 
 
 ① 選択モデルから得られるログサムにアクセシビリティ指標としての合理的な解釈が
与えられている． 
 ② 地域特性や個人属性などの影響度を考慮することができる． 
 ③ 選択肢(効用)間の影響を考慮できる． 
 ④ 選択肢の類似性を考慮できる． 
 
 その一方で，効用理論に基づく指標にはいくつかの問題点もみられる．本手法では，ま
ず個人の選択行動モデルを構築するため，選択行動モデルにみられる特有の問題点(①，②)
が，アクセシビリティ指標にそのまま反映されてしまう． 
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 ① 選択肢が 2 つ以上存在しないと，パラメータを推定することができない．例えば，
交通手段の選択モデルを構築する際，ある個人の交通手段の選択肢集合が徒歩のみ
の場合には，そのサンプルは推定データから除外する必要がある． 
 ② ある選択肢のサンプル数が少ないと，推定結果に歪みが生じる可能性がある．抽出
されたサンプルに偏りがみられる場合には，サンプル数の少ない選択肢を除外する
必要がある． 
 また，ログサム(最大効用の期待値)をアクセシビリティ指標と定義することで以下のよう
な問題点(③~⑤)も生じる． 
 ③ 選択肢集合の与え方でアクセシビリティ値が大きく変化する．ログサムは最大効用
の期待値であるため，利用可能な選択肢が多くなるにつれてアクセシビリティ値も
大きくなる．これは，アクセシビリティ指標として望ましい性質であるものの，そ
の反面，分析者は自由に選択肢を操作することができる． 
 ④ 用いる変数によってアクセシビリティ値が規定されてしまう．選択モデルでは，各
選択肢の効用関数中に影響を及ぼす可能性のある変数を自由に投入することが可能
である．例えば，ある効用関数中に過度にダミー変数などを投入すると，その効用
値が極端に大きく(小さく)なり，アクセシビリティは効用の大小関係に大きく左右さ
れてしまう． 
 ⑤ 構築した選択モデルのログサムが，アクセシビリティ指標として必ずしも解釈する
ことができない場合がある．例えば，居住地の選択モデルを構築し，そのログサムを
計算したとしても，その値がアクセシビリティとして解釈できるとは言い難い． 
 
 こうした問題点を踏まえながら，本章では，地域特性，および個人属性の変数間の影響
を考慮したアクセシビリティを計測し，高齢者と非高齢者で得られた値を比較することを
目的としているため，既存のアクセシビリティの計測手法において最も有効と考えられる
「効用理論に基づく指標」を用いる． 
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4.3 分析対象地域と使用データの概要 
 
(1) 分析対象地域 
 本研究では，図 4.1に示す滋賀県の南東部に位置する東近江市の一部の地域を対象とする．
東近江市は 6 つの地域に区分されているが，本研究ではこのうち，「八日市地域」「玉園地
域」「湖東地域」「蒲生野地域」の 4地域を対象としている．それぞれの地域の人口は 1.3万
人から 2.6万人であり，八日市地域が最も多くなっている．対象地域内では，八日市地域と，
玉園地域の一部地区が DID(人口集中)地区に該当している．また，高齢化率は 17.5%から
26.2%であり，湖東地域が最も高くなっている． 
 生活関連施設の立地状況については，商業施設は，市内で最大規模のショッピングセン
ターをはじめ，多くの店舗が市の中心部の八日市地域に立地している．一方，その他の地
域では，スーパーまたは食品スーパーがほぼ 1 件ずつ立地している．また，医療施設は，
地域ごとに拠点となる病院が 1 件ずつ立地しており，一般診療所は商業施設と同様に八日
市地域に集中して立地している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.1 分析対象地域(滋賀県 東近江市) 
  
DID地区
近江鉄道 国道307号
国道421号
［八日市地域］ ［湖東地域］
［玉園地域］
［蒲生野地域］
［永源寺地域］
［繖地域］近江八幡市
彦根市方面
甲賀市方面
0 2.5km
N
国道8号
JR
（商業施設）
：スーパー・食品スーパー
：ショッピングセンター
：店舗面積10,000m2以上
（医療施設）
：一般診療所
：病院
［凡例］
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(2) 使用データ 
 本研究で用いたアンケート調査は，2012年 1 月に上述の 4地域(計 30 箇所の居住地)の居
住者を対象として，買い物・通院などの生活交通の実態とその利便性評価を探ることを目
的に，筆者らが実施したものである．表 4.1 はアンケート調査の概要を示したものである．
本アンケート調査では，年齢・居住地，家族人数，世帯内での自動車の保有状況，運転免
許の有無などの個人・世帯属性，および移動目的(日常・非日常的な買い物，通院，娯楽活
動)別に，1)最もよく利用する施設，2)施設への利用交通手段，3)施設の利用頻度，4)施設ま
での移動のしやすさ，などについて質問している．調査票の配布対象は，地域内の合計 1,000
世帯を無作為に抽出した．配布方法は，調査員がポスティングにより行なった．回収世帯
数は 191世帯で，世帯での回収率は 19.1％，有効回答者数は計 302名(1.58名/世帯)となった．
図 4.2，4.3 は回答者の男女比，年齢階層の構成についてそれぞれ示している．男女比がほ
ぼ 1：1 であり，65歳以上の回答比率が最も高く，全体の 37.5%を占めていた． 
 
表 4.1 アンケート調査の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.2 男女構成             図 4.3 年齢構成 
  
10.2% 14.0% 37.5% 37.5%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
年齢構成
(n=285)
19歳未満 20～34歳 35～49歳 50～64歳 65歳以上
男性
49%
女性
51%
実施時期 2012年1月
実施方法 郵便受けに調査票を配布，後日郵送で回収．
配布部数 1,000
回収率 19.1%
・回答者の属性
　(居住地，性別，年齢，自動車の保有状況など)
・移動目的別の交通行動実態
　(最もよく利用する施設名，交通手段，利用頻度，移動のしやすさ)
・買い物サービスの利用意向
・生活交通の総合評価
調査項目
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4.4 移動目的別・年齢階層別にみた交通行動特性 
 
 ここでは，移動目的(買い物・通院)別，年齢階層(高齢者・非高齢者)別に利用交通手段，
移動距離，移動頻度，到着施設にみられる特徴を明らかにする． 
 図 4.4 は，利用交通手段の構成を示している．年齢に関わらず，自動車の利用(同行人あ
り・なし・同乗)が全体の 7 割以上を占めている．年齢別にみると，買い物・通院ともに，
高齢者の方が非高齢者よりも徒歩・自転車の利用率が高く，自動車を利用する場合には同
乗者としての利用機会が多くなっている．また，買い物では，いずれの年齢においても公
共交通の利用はほとんどみられないが，通院では高齢者の公共交通の利用が若干みられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.4 高齢者・非高齢者別にみた利用交通手段の構成 
 
 移動距離帯の構成を示したものが図 4.5である．これをみると，買い物では，高齢者は非
高齢者に比べ，500m以内の距離帯の割合が高く，全体的に移動距離が短くなっている．通
院についても同様に，高齢者の方が非高齢者よりも移動距離が短くなる傾向にあるが，そ
の差は小さくなっている． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.5 高齢者・非高齢者別にみた移動距離帯の構成 
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 図 4.6 は移動頻度の構成を示しており，買い物では，高齢者・非高齢者ともに週に 2，3
回の割合が最も多くなっている．一方で，通院では，月に 1 回，その他の割合が多くなっ
ていることから通院目的が不定期であることが窺える．また，年齢別にみると，高齢者の
方が若干高頻度である傾向がみられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.6 高齢者・非高齢者別にみた移動頻度の構成 
 
 図 4.7は，回答者による買い物目的地への到着量を示している．ここでは，全国大型小売
店総覧の業態区分に基づき，到着施設を分類している．これによると，上位 7 店舗で累積
80%を占めており，いずれの店舗も分析対象地域内に立地している．また，店舗の業態をみ
てみると，ショッピングセンター，スーパー(食品スーパー)で構成されている．こうしたこ
とから，本研究では，これらの店舗を買い物における主要な到着施設とする． 
 また，医療施設について到着量を示したものが図 4.8 である．これより，上位 16 施設で
全体の 7割を占めており，このうち 14施設が対象地域内に立地している病院または一般診
療所となっている．そこで本研究では，地域内に立地している 14施設(病院：4施設，一般
診療所：10施設)を地域内での主要な医療施設とした． 
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図 4.7 商業施設別の到着サンプル数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.8 医療施設別の到着サンプル数 
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4.5 目的地選択モデルの構築 
 
 効用理論に基づくアクセシビリティを計測するために，ここでは 4.4で抽出した主要な商
業・医療施設を対象として，買い物，通院交通における目的地選択モデルをそれぞれ構築
する．なお，分析対象地域では，自動車の分担率が極めて高く，交通手段の選択を考慮す
ることが困難であるため，目的地の選択モデルを構築することとした． 
 
(1) 買い物目的地の選択モデル 
 ネスティッドロジットモデルを適用して，居住者による買い物目的地の選択モデルを構
築する．本研究では，上位レベルをショッピングセンターとスーパーを分ける業態の選択
モデル，下位レベルを個別店舗の選択モデルとした，図 4.9に示すツリー構造を仮定した． 
 説明変数は，下位レベルにおいて，「距離」「店舗面積」を共通変数とし，「居住地ダミー
(DID 地区内居住：1，地区外居住：0)」をショッピングセンターの固有変数として投入して
いる．また，移動距離については，観測異質性 3) を考え，高齢者と非高齢者でパラメータ
を分けて推定することとした． 
 さらに，回答者によって買い物頻度が異なるため，その影響を考慮するために回答者の 1
回の外出を 1 トリップとする．すなわち，ある回答者が 1 カ月あたりの換算で 8 回外出し
たとすれば 8トリップと考える．この結果，パラメータの推定に用いるトリップ数は 1,737
トリップとなった． 
 また，個人の目的地の選択肢集合は，居住地ごとに同一の選択肢集合を定義するものと
し，4.4で抽出した 7施設から回答者が選択した実績に基づいて選択肢を与えた．その結果，
選択肢集合は最大 6施設，最小 3施設となった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.9 仮定したツリー構造 
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 表 4.2は，推定結果を示したものである．これより，スケールパラメータは 0から 1の範
囲に収まっており，仮定したツリー構造が妥当であるといえる．また，修正済み ρ2値も 0.36
であることから，本モデルは十分な説明力をもっているといえる．パラメータの有意性を
みてみると，すべての変数において 1%有意となっていた．さらに，距離のパラメータ値は，
高齢者の方が非高齢者よりもマイナスの値が大きくなっていた．こうしたことから，距離
が短く，店舗面積が大きくなるほど効用が高まり，DID 地区外の居住者ほど，ショッピン
グセンターの効用が高まることが明らかとなった．また，高齢者は，目的地の選択の際に
距離を重視しており，非高齢者に比べて，より大きな抵抗感をもっていることがわかった． 
 
表 4.2 買い物目的地の選択モデルの推定結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 通院目的地の選択モデル 
 医療施設の選択モデルについては，多項ロジットモデルを適用することとする．ここで
は，4.4で抽出された対象地域内に立地している病院 4施設，一般診療所 10施設の計 14施
設を対象とした．なお，頻度については，回答者の 9 割以上が月に 1 回以下と極めて低頻
度であるため，その回数を考慮しないこととした．この結果，分析対象とするトリップは
128サンプルとなった．個人に与えられる選択肢集合は居住地ごとに同一の選択肢集合を定
義するものとし，個人の利用圏を考慮し，居住地から半径 7km 圏内に含まれる施設を選択
肢として与えている．その結果，選択肢集合は最大 14施設，最小 2施設となった． 
 モデルに用いる変数は「距離」「診療科目数」「直通バスダミー(乗り換えなしで目的地ま
で行くことが可能：1，不可能：0)」の 3 変数とした．なお，ここでは共通変数として「距
離」「診療科目数」を，選択肢固有変数として病院に「直通バスダミー」を投入している．
また，買い物目的地の選択モデルと同様に「距離」については高齢者と非高齢者のパラメ
ータを分けて推定することとした． 
パラメータ
非高齢者 -0.759 -14.61 **
高齢者 -1.322 -13.72 **
0.054 5.59 **
-0.806 -3.39 **
0.470 10.05 **
t 値変数
**: 1%有意
店舗面積(m2)　[共通]
移動距離(m)　[共通]
DID地区ダミー [SC固有]
スケールパラメータ
修正済みρ 2 0.36
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 表 4.3 は推定結果を示したものである．これをみると，修正済み ρ2値は 0.23 を示してお
り，比較的良好な推定結果となっている．各パラメータをみると，「距離」については高齢
者，非高齢者ともに 1%有意であり，「直通バスダミー」も有意水準 5%を満たしている．「診
療科目数」については有意な結果とはならなかった．これより，距離が短くなるほど効用
が高まり，さらに病院を選択する際には，居住地から乗り換えることなくバスで目的地に
到着できる場合にその効用が高まることがわかる． 
 また，「距離」のパラメータについては，買い物と同様に，高齢者の方が非高齢者よりも
その絶対値が大きくなっており，高齢者は身近な施設を選択する傾向にあることが窺える．
一方，高齢者・非高齢者ともに買い物に比べて，距離パラメータの寄与度(t 値)が低くなっ
ている．これは，高齢者・非高齢者ともに，買い物の際には，自宅に近接した施設を選択
する傾向がより顕著であることを示している．これに対して，通院は，個々人によって通
院先が固定されている(かかりつけ医が存在している)ことが多いことから，必ずしもその傾
向は明確ではない． 
 
表 4.3 通院目的地の選択モデルの推定結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
パラメータ
非高齢者 -0.001 -6.56 **
高齢者 -0.588 -5.00 **
0.024 0.66
1.043 2.37 *
診療科目数 [共通]
直通バスダミー [病院固有]
修正済みρ 2 0.23
**: 1%有意，*: 5%有意
変数 t 値
移動距離(m)　[共通]
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4.6 移動目的別・年齢階層別にみたアクセシビリティの評価 
 
 4.5で構築した買い物，通院交通のそれぞれの目的地選択モデルから得られるログサム(式
4.9)を用いて，居住地ごとに高齢者と非高齢者のアクセシビリティを算出し，その比較を行
なう 7), 8)．さらに，アクセシビリティの計測結果に基づき，対象地域内における買い物・通
院交通が困難な地区を抽出する．なお，ここではアンケート調査票を配布した 30箇所の居
住地について分析を進める． 
 
(1) 商業施設へのアクセシビリティの評価 
 図 4.10 は，居住地ごとに商業施設へのアクセシビリティを高齢者・非高齢者別に示した
ものである．この図より，高齢者，非高齢者ともに DID 地区内の方が地区外よりもアクセ
シビリティが高くなっていることがわかる．年齢別にみていくと，DID 地区内では類似し
た値を示しているが，郊外部では，非高齢者に比べて，高齢者のアクセシビリティは大幅
に下回っており，DID 地区から遠ざかるほどその差が大きくなっている．これは，上述の
ように，高齢者の方が非高齢者よりも距離に対する抵抗感が大きいことが反映されている
ためである． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.10 居住地・年齢別にみた商業施設へのアクセシビリティ 
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 図 4.11a)，b)は，年齢別にアクセシビリティの分布を地図上に示したものである．なお，
図中にはショッピングセンター，およびスーパー(食品スーパーを含む)の立地場所をプロッ
トしている．これより，いずれの年齢においても商業施設が集積している DID 地区ではア
クセシビリティは高くなっている．しかし，高齢者のアクセシビリティの分布をみると，
郊外部に位置する蒲生野地域や湖東地域のほぼ全域で非高齢者の最小値(-3.69)よりも低く
なっている．さらに，非高齢者にとっては比較的良好なアクセシビリティを示している DID
地区の縁辺部に位置する玉園地域においても高齢者のアクセシビリティは低くなっている．
このように非高齢者にとっては施設へのアクセスが容易な居住地であっても，高齢者にと
ってはアクセスが困難な居住地が多数存在していることが明らかとなった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a) 非高齢者 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b) 高齢者 
図 4.11 商業施設へのアクセシビリティの分布  
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(2) 医療施設へのアクセシビリティの評価 
 居住地ごとに年齢別の医療施設へのアクセシビリティを示したものが，図 4.12 である．
DID 地区内，地区外を問わず，高齢者と非高齢者ではアクセシビリティに大きな差があり，
高齢者の方が低くなっている．また，年齢別にみると，非高齢者は DID 地区内と地区外で
値の変動幅が小さいのに対して，高齢者は大きくなっている．すなわち，非高齢者は医療
施設への距離に対してほぼ抵抗を感じていない．一方，高齢者はいずれの居住地において
も非高齢者よりも距離により大きな抵抗感を示しており，特に DID 地区外ではその差が顕
著に表れている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.12 居住地・年齢別にみた医療施設へのアクセシビリティ 
 
 
 図 4.13a)，b)は年齢別にアクセシビリティの分布を地図上に示したものである．なお，買
い物と同様にアンケート調査票を配布した居住地のアクセシビリティを図示し，図中には
病院，一般診療所を点でプロットしている．これらより以下のことがわかる． 
 非高齢者の場合，施設が集中している DID 地区内でのアクセシビリティの差は小さく，
DID 地区外も一部の居住地を除いて DID 地区内との差は比較的小さい．そして，アクセシ
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ビリティが低くなっている居住地では，最寄りに医療施設が立地しておらず，各地域の拠
点病院までの直通バスが存在していない．一方，高齢者は，非高齢者よりも低い値を示し
ている．これは上述したように高齢者は距離に抵抗を感じているためである．また，DID
地区内に比べ，DID 地区外に位置する湖東地域や蒲生野地域ではほぼ全域でアクセシビリ
ティは大幅に低くなっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a) 非高齢者 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b) 高齢者 
図 4.13 医療施設へのアクセシビリティの分布 
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(3) 総合アクセシビリティの評価 
 全市的にみて相対的に，高齢者による日常的な買い物，通院交通行動が困難な地区の抽
出を行う．さらに，現時点の高齢化率を重ね合わせることにより，「現在，早急に対応が必
要な地区」や「高齢化の進行によって今後，対応が必要となる地区」に分け，居住地ごと
に問題の深刻度を明らかにすることを試みる． 
 高齢者の買い物と通院のアクセシビリティ値を比較するために，式(4.13)を用いて基準化
した． 
 
 
minmax
min
ACCACC
ACCACC
ACC
pst
p


  (4.13) 
 
ここで， stpACC は基準化された居住地 pのアクセシビリティ， pACC は基準化前のアクセ
シビリティ， maxACC ・ minACC は pACC の最大値・最小値である．なお，高齢化率につい
ては 2010年時点の国勢調査を用いて地区ごとに算出した． 
 図 4.14 は，居住地ごとに高齢者の基準化したアクセシビリティ，および高齢化率を示し
たものである．これより以下のことがわかる． 
 まず，八日市地域についてみると，その中心部では，買い物と通院のアクセシビリティ
はいずれも全市的にみて相対的に高い水準にあるといえる．また，高齢化率も平均値(20.8%)
かそれ以下であり，比較的問題は少ない地区であると推測される． 
 DID地区の縁辺部に位置する玉園地域では，商業，医療施設が 1件ずつ立地しているが，
いずれの居住地においても医療施設へのアクセシビリティの方が商業施設へのアクセシビ
リティよりも高くなっている．これは，八日市地域や湖東地域に立地する病院へのバス路
線が存在していることが影響していると考えられる．また，高齢化率は平均よりも低い値
を示しているため，当該地域では当面，商業施設へのアクセス性の向上が必要である． 
 蒲生野地域と湖東地域では，上述の 2 地域よりも買い物，通院交通におけるアクセシビ
リティが低くなっている．蒲生野地域では，現時点では高齢化率は低いものの，アクセシ
ビリティの低い地区が存在している．こうした地区では，現在の施設配置のもとでは，居
住者の高齢化に伴って，今後，問題が顕在化することが予想される．一方，湖東地域では，
高齢化率が 60%という極めて高い地区もみられ，かつ買い物，通院時のアクセシビリティ
も低くなっており，アクセシビリティの改善が急務である． 
  
－63－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.14 高齢化率とアクセシビリティの関係 
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4.7 本章のまとめと今後の課題 
 
 本章では，日常的な買い物，通院交通を対象として目的地選択モデルを構築し，選択モ
デルから得られるログサムから高齢者・非高齢者別にアクセシビリティを算出した．そし
て，移動目的別に算出したアクセシビリティを居住地ごとに比較することによって問題地
区の抽出を試みた．以下では本章で得られた成果を要約する． 
 1) 買い物，通院目的のそれぞれについて，年齢による観測異質性を考慮した目的地の選
択モデルを良好な精度で推定することができた．そして，いずれの目的においても，
距離が最も寄与しており，高齢者の方が非高齢者よりも移動距離に対する抵抗感が大
きいことがわかった．また，買い物では商業施設の店舗面積，通院では病院までの直
通バスの有無がそれぞれ有意に寄与していることが明らかとなった． 
 2) 目的地の選択モデルから得られるログサムを用いて，買い物・通院目的別に居住地の
アクセシビリティを算出した．この結果，買い物では，商業施設が集積している DID
地区内においては高齢者，非高齢者ともにアクセシビリティは高く，類似した値を示
していた．一方で DID 地区外ではいずれの年齢層においても DID 地区内よりもその
値は減少する傾向にあったが，高齢者の方がその減少幅は大きくなっていた．また，
通院では DID 地区内，地区外を問わず，高齢者のアクセシビリティは非高齢者より
も低くなっており，特に拠点病院までのバス路線が存在しない地区では，その差が大
きくなっていた． 
 3) 移動目的ごとに得られたアクセシビリティを基準化することによって，居住地ごとに
買い物，通院のいずれかが困難な地区や，買い物，通院ともに困難である地区を定量
的に示すことができた．また，居住地ごとに高齢化率の進行度と対比させることによ
って，問題の深刻度を把握することができた． 
 
 最後に本章で示した研究における今後の課題としては以下の諸点が挙げられる． 
 1) 本章では，目的地の効用として，商業施設については大規模小売店舗の店舗面積，医
療施設については診療科目数を用いた．一方，個人は必ずしもこれらの要因のみで目
的地を選択しているとは限らない．例えば，取扱品目，商品の価格，診療科目の内容，
かかりつけ医の有無などが目的地の選択に影響を及ぼすと考えられる．したがって，
今後はこうした要因を組み込んだ目的地選択モデルを構築し，アクセシビリティを計
測する必要がある． 
 2) 確率効用理論に基づくアクセシビリティ指標は，選択肢集合の大きさ(選択肢数)によ
って変化するため，居住者が認識する選択肢の範囲を明らかにした上で，選択肢集合
の設定方法 9),10) について検討する必要がある． 
－65－ 
 
第 4章の参考文献 
 
1) 寺山一輝，小谷通泰：高齢者からみた生活関連施設の立地形態に関する課題, 土木計画
学研究発表会・講演集， Vol. 43, 2011. (CD-ROM) 
2) 社団法人 交通工学研究会：やさしい非集計分析，丸善出版株式会社，1993. 
3) 北村隆一，佐々木邦明，山本俊行，森川高行，藤井聡：交通行動の分析とモデリング，
技報堂出版，2002. 
4) De Jong, G., Pieters, M., Daly, A., Graafland, I., Kroes, E. and Koopmans, C.: Using the 
Logsum as an Evaluation Measure – Literature and Case Study, RAND EUROPE, 2005. 
5) Ben-Akiva, M. and Lerman, S. R.: Discrete Choice Analysis, MIT Press, 1985. 
6) Williams, H.: On the formation of travel demand models and economic evaluation measures of 
user benefit, Environment and Planning, Vol. 9, pp. 285-344, 1977. 
7) Terayama, K., Odani, M. and Akita, N.: Evaluation of Accessibility to Retail Stores for Elderly 
and Non-elderly Residents in a Small Sized City, Proceedings of the 18th International 
Conference of Hong Kong Society for Transportation Studies, pp.249-256, December, 2013. 
8) 寺山一輝，小谷通泰，秋田直也：高齢者・非高齢者別にみた生活関連施設へのアクセ
シビリティの評価に関する研究‐滋賀県東近江市を対象として，日本都市計画学会学
術研究論文集，Vo1.48, No.3, pp.453-458, 2013. 
9) Manski, C.: The Structure of Random Utility Models, Theory and Decision, Vol. 8, pp. 229-254, 
1977. 
10) 森川高行，竹内博史，加古裕二郎：定量的観光魅力度と選択肢集合の不確実性を考慮
した観光目的地選択分析，土木計画学研究・論文集，Vol. 9, pp. 117-124, 1991. 
  
－66－ 
 
第 5章 効用理論に基づく地域別の買い物交通のアクセシビリティの計測 
 
 
5.1 はじめに 
 
 本章では，前章の第 4 章と同様に，効用理論に基づく指標を用いてアクセシビリティを
計測する．すでに述べてきたように，前章では，高齢者と非高齢者の移動距離に対する観
測異質性を考慮した目的地選択モデルを構築し，アクセシビリティを計測してきたが，本
指標は，こうした要因以外に，地域特性や個人属性などの様々な変数の影響を考慮してア
クセシビリティを計測することができる．そこで本章では，地域特性(施設の立地形態，傾
斜など)や，個人の利用可能な交通手段の差異による影響を考慮することによって，効用理
論に基づくアクセシビリティ指標のもつ利点をより活用することとする． 
 一方，従来からこうした地域特性や個人の利用可能な交通手段の差異によって，居住者
の生活交通の実態やその利便性が大きく異なることが指摘されている．例えば，Krizek1) や
Limanond and Niemeier
2) は，施設密度が高い地域ではトリップ数が多くなり，施設密度が減
少するにつれてトリップ数が減少することを示している．Föbker and Grotz3) は，施設密度の
低い郊外部では自動車の利用率が高く，反対に施設密度の高い都心部では，徒歩・自転車
や公共交通の利用比率が高いことを実証している．Siren and Hakamies-Blomqvist4) は，居住
地(都心部・郊外部)，年齢階層や運転免許の有無によって，潜在的な買い物ニーズが異なる
ことを示し，運転することができない高齢者のニーズが高いことを明らかにしている． 
 そこで本章では，都市構造の異なる大都市部の既成市街地と郊外住宅団地を取り上げて，
PT 調査データをもとに，高齢者・非高齢者別に買い物交通における，効用理論に基づくア
クセシビリティを計測する．そして，地域特性や個人属性の違いがアクセシビリティに及
ぼす影響を明らかにする． 
 具体的には，本章では以下の分析を行なう． 
 1) 地域特性，利用可能な交通手段の影響を考慮するために，ネスティッドロジットモデ
ルを適用し，買い物目的地・交通手段の選択モデルを構築する．さらに，既成市街
地と郊外住宅団地，あるいは高齢者と非高齢者の間で，アクセシビリティを比較す
るため，これらによる観測異質性を考慮してパラメータを推定する． 
 2) 選択モデルから得られるログサムを用いて，現時点の買い物交通のアクセシビリティ
を計測し，地域間・年齢間でその比較を行なう． 
 3) 自動車が利用できなくなった場合におけるアクセシビリティを地域別，年齢階層別に
計測し，現況との差をみることによって，地域間，および地域内で自動車の利用可
能性がアクセシビリティに及ぼす影響を定量的に明らかにする．  
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5.2 分析対象地域と使用データの概要 
 
(1) 分析対象地域 
 本研究では，既成市街地として神戸市東灘区を，郊外住宅団地として神戸市北区を分析
対象とする．それぞれの対象地域の特徴は以下に示すとおりである． 
 
a) 既成市街地(神戸市東灘区) 
 東灘区(人口：21万人，高齢化率：19.8%，2013年時点)は，第 3章で取り上げたとおりで
あり，神戸市の東端に位置しており，複数の鉄道網，国道が走っていることから域外への
アクセス性は優れている．図 5.1 は，2013 年時点の食料品・日用品を取り扱う小規模・大
規模小売店舗の立地状況，および交通網を図示したものである．また，図中に示すゾーン
区分については，PT 調査データの最小区分である郵便番号ゾーンを用いている．なお，本
研究では生活圏域や地理的特性を考慮して対象地域を「山麓部」「中心部」「臨海部」の 3
地区に分割し分析を行なうこととした． 
 商業施設の立地状況についてみてみると，大規模小売店舗は中心部に多く立地しており，
特に，阪神御影駅周辺や JR 住吉駅周辺がその集積地となっている．また，それぞれの地区
には商店街が存在しており，このうち，甲南商店街と岡本商店街が小規模小売店舗の集積
地となっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.1 分析対象地域(神戸市東灘区・既成市街地) 
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b) 郊外住宅団地(神戸市北区) 
 北区は，神戸市の北端に位置している．当該地域は，神戸電鉄，有馬街道が南北に縦断
しており，その沿線上に住宅団地が開発されている．そして，現在，区内には計 35の住宅
団地が存在しており，その多くが丘陵地に位置している．2013 年時点の人口は 22.7 万人，
高齢化率は 23.2%となっている．なお，北区の全人口のうち 81.8%が住宅団地に居住してい
ることから，本研究では北区内の住宅団地居住者のみを分析の対象とする．図 5.2は，東灘
区と同様に商業施設の立地状況と交通網を図示したものである．本研究では，生活圏域や
地理的特性を考慮して北区を「南部」と「北部」の 2地区に分けて分析を行なう． 
 商業施設の立地状況については，小規模・大規模小売店舗ともにその多くが鉄道沿線上
に立地している．また，南部では，店舗面積 10,000m2未満の店舗が集積しているのに対し，
北部では店舗面積 10,000m2以上の店舗が分散して立地している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.2 分析対象地域(神戸市北区・郊外住宅団地) 
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(2) 使用データ 
 本研究では，2010年に実施された PT 調査(近畿圏)の結果より，東灘区・北区における平
日の買い物トリップのデータを用いた．図 5.3a)，b)は，地域別に買い物トリップの到着地
ゾーンの内訳を示している．これより，東灘区では 86.3%が東灘区内に，北区では 89.0%が
北区内に到着していることがわかる．そこで本研究では，それぞれ区内に発着点をもつト
リップを食料品・日用品などの日常的な買い物交通と考え，分析対象トリップとすること
とした．その結果，得られた分析対象トリップは，東灘区では 952 (非高齢者：574，高齢者：
378)トリップ，北区では 853 (非高齢者：466，高齢者：387)トリップとなった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
         a) 東灘区             b) 北区 
図 5.3 到着地ゾーンの内訳 
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5.3 地域別・年齢階層別にみた交通行動特性 
 
 既成市街地・郊外住宅団地別，高齢者・非高齢者別に，まず自動車，自転車の保有状況
をそれぞれ示す．次に，買い物交通行動の実態として，利用交通手段の構成，移動距離に
みられる差異を明らかにする． 
 
(1) 自動車・自転車の保有状況 
 図 5.4は，回答者の運転免許の保有率を示している．これをみると，既成市街地，郊外住
宅団地ともに，非高齢者の方が高齢者よりも保有率が高くなっている．また，地域間で比
較すると，高齢者・非高齢者ともに郊外住宅団地の方が既成市街地よりも保有率が高くな
っている． 
 自動車の保有台数の構成を示したものが図 5.5である．高齢者・非高齢者を問わず，既成
市街地よりも郊外住宅団地の方が保有台数は多く，また，いずれの地域においても非高齢
者の方が高齢者よりも保有台数は多くなっている．特に，郊外住宅団地では，既成市街地
よりも自動車を複数台保有している割合が高くなっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.4 地域別・年齢階層別にみた免許の保有率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.5 地域別・年齢階層別にみた自動車の保有台数の構成 
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 自転車の保有台数の構成を示したものが図 5.6である．既成市街地では非高齢者の 7割以
上，高齢者の約半数が少なくとも 1 台保有している．その一方で，郊外住宅団地では，そ
の多くが丘陵地に位置しているため，非高齢者であっても半数以上が自転車を保有してお
らず，高齢者については 80.4%が自転車を保有していない． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.6 地域別・年齢階層別にみた自転車の保有台数の構成 
 
(2) 買い物交通行動の実態 
 図 5.7は，地域別にみた高齢者・非高齢者の利用交通手段の構成を示したものである．既
成市街地では，年齢に関わらず，徒歩の利用率が最も高くなっており，次いで，自転車，
自動車の順となっている．公共交通については，高齢者の利用率が若干高くなっているも
のの，その利用率は 10%にも満たない．一方，郊外住宅団地では，非高齢者については自
動車の利用率が 56.5%と最も高く，高齢者については徒歩の利用率が 50%と最も高くなって
いる．また，多くの住宅団地が丘陵地に位置していることから自転車の利用率は低くなっ
ている．公共交通については，既成市街地と同様にほとんど利用されていない． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.7 地域別・年齢階層別にみた利用交通手段の構成 
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 地域別に高齢者・非高齢者の平均移動距離を示したものが図 5.8である．ここで，移動距
離はゾーンの中点間の直線距離を用いている．また，内々トリップの距離については，ゾ
ーンの大小を考慮し，それぞれのゾーンを正方形に変換し，その一辺の長さを 2 で除した
値を用いている．これをみると，平均移動距離は郊外住宅団地よりも既成市街地の方が短
く，いずれの地域も非高齢者より高齢者の方が短くなっている．これは，上述したように
郊外住宅団地よりも既成市街地の方が，そして非高齢者よりも高齢者の方が徒歩の利用率
が高くなっていることが影響していると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.8 地域別・年齢階層別にみた平均移動距離 
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5.4 目的地・交通手段の選択モデルの構築 
 
 本章は，1)地域特性(既成市街地・郊外住宅団地)，2)年齢(高齢者・非高齢者)，3)自動車の
利用可能性が，買い物交通におけるアクセシビリティに及ぼす影響を明らかにすることを
目的としている．そのため，ここではまず，目的地・交通手段の選択モデルを構築する． 
 
(1) モデルの概要 
 本研究ではネスティッドロジットモデルを適用し，図 5.9に示すような上位レベルが目的
地，下位レベルが交通手段という選択構造を仮定した，選択モデルを構築する．また，既
成市街地と郊外住宅団地居住者のアクセシビリティの比較を行なうため，モデルに投入す
る説明変数のパラメータは，既成市街地と郊外住宅団地に分けて推定する． 
 既成市街地，郊外住宅団地ともに公共交通の利用者のサンプルを十分に確保することが
できないため，これらのサンプルは分析から除外した．また，郊外住宅団地については，
同様にして自転車利用者のサンプルも除外した．したがって，既成市街地では，徒歩，自
転車，自動車のトリップ，郊外住宅団地では徒歩，自動車のトリップを分析対象とした． 
 各交通手段の選択可能性は，徒歩については，すべての回答者に選択肢を与え，自動車
については，運転免許を保有せず，かつ自動車を 1 台も保有していない場合には選択可能
性を 0とした．また，自転車については保有台数が 0台の場合には選択可能性を 0とした． 
 個人の目的地の選択肢集合については，出発地ゾーンごとに同一の選択肢集合を定義し，
交通手段別に設定することとした．まず，徒歩による目的地ゾーンの選択肢集合は，徒歩
利用者の移動距離の累積 90%値が 1,400m であったため，出発地ゾーンから半径 1,400m 圏
内のゾーンを選択肢として与えた．自動車，自転車による目的地の選択肢集合についても，
同様に移動距離の累積 90%値を用いて，5,000m圏内，2,000m圏内のゾーンをそれぞれ選択
肢として与えることとした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.9 仮定したツリー構造 
目的地1 目的地2 目的地3
・・・・
徒歩 自転車 自動車
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 説明変数については，上位レベルの目的地の選択では，共通変数として「大規模小売店
舗の店舗面積」「小規模小売店舗の件数」「ゾーン間距離」の 3 変数を用いた．また，高齢
者と非高齢者では距離に対する抵抗感が異なると考え，「ゾーン間距離」のパラメータを年
齢別に分けて推定することとした．一方，下位レベルの交通手段の選択では，徒歩の選択
肢固有変数として「定数項」を，自動車の選択肢固有変数として「運転免許保有ダミー」「自
動車の保有台数」を，自転車の選択肢固有変数として「定数項」「自転車の保有台数」「出
発地ゾーンの傾斜」を用いた．ここで，「出発地ゾーンの傾斜」は，ゾーンの中点から 4方
位のゾーンの境界線までの最大標高を距離で除したものの平均値である． 
 
(2) 推定結果 
 表 5.1は，推定結果を示したものである．これをみると，スケールパラメータが 0から 1
の範囲に収まっており，かつ t 値が 1%で有意となっていることから仮定したツリー構造は
妥当である．また，修正済み ρ2値も 0.44 であることから，本モデルは十分な説明力をもっ
ているといえる．パラメータの有意性をみてみると，すべての変数において 1%有意となっ
ていた．各変数について，既成市街地と郊外住宅団地を比較すると以下のことがわかる． 
 まず，商業施設に関する変数に着目すると，大規模小売店舗の店舗面積，および両地域
の小規模小売店舗の件数は有意になっており，郊外住宅団地では，既成市街地に比べて小
規模小売店舗の件数のパラメータが小さくなっている．このことから，大規模小売店舗に
加えて，既成市街地では郊外住宅団地に比べて小規模小売店舗の影響力が大きいことがわ
かる． 
 「ゾーン間距離」のパラメータについては，高齢者，非高齢者ともに，既成市街地の方
が郊外住宅団地よりもその絶対値が大きくなっている．すなわち，同じ距離帯であっても，
既成市街地の居住者は郊外住宅団地の居住者よりも抵抗感が大きいことを示している． 
 下位レベルにおける変数のパラメータをみてみると，運転免許保有ダミーと自動車の保
有台数については，既成市街地よりも郊外住宅団地の方がその値は大きくなっている． 
 既成市街地の自転車の固有変数についてみてみると，保有台数が正の値，傾斜が負の値
を示していることから，自転車を保有し，出発地ゾーンの傾斜が緩やかであるほど自転車
の効用が高まることがわかる． 
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表 5.1 買い物目的地・交通手段の選択モデルの推定結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
パラメータ
既成市街地 0.165 5.36 **
郊外住宅団地 0.104 3.78 **
既成市街地 -3.053 -4.65 **
郊外住宅団地 -1.513 -4.46 **
既成市街地 -3.448 -4.69 **
郊外住宅団地 -1.759 -4.30 **
既成市街地 1.227 4.28 **
郊外住宅団地 1.705 6.85 **
既成市街地 0.917 4.79 **
郊外住宅団地 1.346 7.23 **
既成市街地 0.409 4.31 **
郊外住宅団地 ‐ ‐
既成市街地 -2.050 -3.54 **
郊外住宅団地 ‐ ‐
0.509 5.69 **
0.181
変数
大規模小売店舗・店舗面積(m2) 共通
小規模小売店舗・件数
定数項(自転車) 共通
自転車保有台数
ゾーン間距離(m)
非高齢者
高齢者
定数項(徒歩) 共通
**: 1%有意
**
**
**
t 値
0.44
出発地ゾーンの傾斜(自転車)
スケールパラメータ
修正済み ρ 2
5.55
3.292 11.81
2.271 6.45
運転免許保有ダミー
自動車保有台数
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5.5 地域別・年齢階層別にみたアクセシビリティの評価 
 
 5.4で構築した選択モデルから得られるログサム(式 5.1)5) を用いて，分析対象としたサン
プルについてアクセシビリティを計測する．ここでは，まず既成市街地と郊外住宅団地の
現時点におけるアクセシビリティを比較する．次に，これらの地域において，自動車の利
用可能性がアクセシビリティに及ぼす影響を明らかにする 6)． 
 
  





 
 nJj
njn VACC expln  (5.1) 
nACC   ：個人 nのアクセシビリティ 
njV ：選択肢 j  nJj ,,2,1  の確定項 
 
(1) アクセシビリティの現況値の比較 
a) 地域間におけるアクセシビリティの比較 
 図 5.10は，両地域の高齢者と非高齢者のアクセシビリティの平均値を示したものである．
この図より以下のことがわかる． 
 まず，年齢による差異に着目すると，既成市街地，郊外住宅団地ともに，非高齢者の方
が高齢者よりもアクセシビリティは高くなっている．これは，5.4におけるパラメータの推
定結果が示しているように，高齢者の方が非高齢者よりも距離に対する抵抗感が大きいこ
とが反映されているためである． 
 次に地域間で比較すると，非高齢者については，郊外住宅団地の方が既成市街地よりも
アクセシビリティは高くなっている．これに対して，高齢者については，両地域のアクセ
シビリティに顕著な差はみられない．しかし，こうした地域間の比較結果については，後
に述べるように既成市街地，郊外住宅団地のそれぞれの地域に含まれる地区の特性が反映
されている点に留意する必要がある． 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.10 アクセシビリティの地域間比較 
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b) 両地域における地区間比較 
 図 5.11a)，b)は，両地域における地区別の高齢者・非高齢者のアクセシビリティの平均値
を示したものである．これらより以下のことがわかる． 
 既成市街地については，高齢者・非高齢者ともに，商業施設が集積している中心部のア
クセシビリティが最も高く，次いで，山麓部，臨海部の順となっている．これに対して，
郊外住宅団地では，高齢者・非高齢者ともに店舗面積 10,000m2未満の店舗が集積している
南部よりも店舗面積 10,000m2以上の超大型店舗が複数立地している北部の方がアクセシビ
リティは高くなっている． 
 両地域における各地区間の比較をすると，非高齢者の場合には，郊外住宅団地の北部の
アクセシビリティが既成市街地の中心部よりも高く，両地域を通じてアクセシビリティが
最も高くなっている．これは上述のそれぞれの地区における商業施設の立地状況を反映し
たものであり，自動車の利用可能性が高い非高齢者にとっては，郊外住宅団地に居住して
いても既成市街地の中心部以上のアクセシビリティを有している地区もあると推測される．
その一方で，高齢者については，非高齢者よりも自動車の利用可能性が低いため，郊外住
宅団地の北部に比べて既成市街地の中心部のアクセシビリティは高くなっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
a) 既成市街地 
 
 
 
 
 
 
 
 
b) 郊外住宅団地 
図 5.11 アクセシビリティの地区間比較 
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(2) 自動車の利用可能性がアクセシビリティに及ぼす影響 
 既成市街地と郊外住宅団地のそれぞれの地域について，自動車の利用可能性がアクセシ
ビリティに及ぼす影響を把握する．このため，まず，自動車を保有している人を対象とし
て，各世帯の自動車を 0 台とした場合のアクセシビリティの変化を分析する．次に，既成
市街地については，自動車より自転車の利用率の方が高いため，自転車の利用可能性がア
クセシビリティに与える影響を明らかにするとともに，自動車の利用可能性の影響との比
較もあわせて行なう．なお，ここでは自動車，または自転車保有者を対象として，保有台
数をそれぞれ 0 台とした場合を想定する．また，いずれの分析も，居住者の年齢構成や施
設配置は現在のままとする． 
 
a) 自動車の利用可能性による影響 
 図 5.12 は，各世帯の自動車の保有台数を 0 台とした場合におけるアクセシビリティの減
少率を地区別・年齢別に示したものである． 
 まず，既成市街地と郊外住宅団地を比較すると，高齢者，非高齢者ともに，既成市街地
よりも郊外住宅団地の方がアクセシビリティの減少率が大きくなっている．また，それぞ
れの地域ごとにみると，郊外住宅団地では，南部よりも北部の方が減少率は大きくなって
いる．これに対して，既成市街地では，山麓部で減少率が最も大きく，次いで臨海部とな
っており，中心部では最も小さくなっている．こうした地区による減少率の違いは，自動
車への依存度の大きさを反映しているといえる． 
 次に，年齢による差異に着目すると，既成市街地の山麓部と郊外住宅団地の北部では高
齢者の方が非高齢者よりもアクセシビリティの減少率は大きくなっており，特に既成市街
地の山麓部において年齢間に顕著な差がみられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.12 アクセシビリティの変化(自動車 0台) 
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b) 自動車と自転車の利用可能性による影響の比較 
 既成市街地において自動車の利用可能性と自転車の利用可能性を変化させた場合の，高
齢者と非高齢者のアクセシビリティの減少率を示したものが図 5.13である．これをみると，
高齢者，非高齢者ともに，中心部と臨海部においては自転車を利用できなくなることの方
が各世帯の自動車を 0台にした場合よりもアクセシビリティの減少率は大きくなっている．
その一方で，傾斜地に位置する山麓部では，自動車の利用可能性の変化の方がアクセシビ
リティに与える影響が大きいことがわかる．こうしたことから，中心部や臨海部では自動
車の利用の可否より，むしろ，自転車を利用できるかどうかが，アクセシビリティに影響
を及ぼし，反対に山麓部では自動車の利用の可否の方がアクセシビリティに影響を与える
ことが明らかとなった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.13 既成市街地におけるアクセシビリティの変化 
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5.6 本章のまとめと今後の課題 
 
 本章では，PT 調査データを用いて，買い物交通を対象として，目的地・交通手段の選択
モデルを構築した．そして，選択モデルのログサムから既成市街地と郊外住宅団地居住者
のアクセシビリティを算出した．以下では本章で得られた成果を要約する． 
 1) ネスティッドロジットモデルを適用することによって，目的地・交通手段の選択モデ
ルを良好な精度で推定することができた．そして，説明変数のパラメータを既成市街
地と郊外住宅団地に分けて推定することによって，大規模小売店舗に加えて，既成市
街地では郊外住宅団地に比べて小規模小売店舗の影響力が大きいことがわかった．さ
らに，郊外住宅団地の居住者よりも既成市街地の居住者の方が，また非高齢者よりも
高齢者の方が，移動距離に対する抵抗感が大きいことが明らかとなった． 
 2) 構築した選択モデルから得られるログサムを用いて個人のアクセシビリティを算出
した結果，既成市街地，郊外住宅団地ともに，それぞれの地域に含まれるいずれの地
区においても，高齢者よりも非高齢者の方がアクセシビリティは高くなっていた．ま
た，年齢別にみてみると，非高齢者にとっては，郊外住宅団地でも自動車の利用圏内
に超大型店舗が複数立地している地区では，商業施設が高密度で立地している既成市
街地の中心部と同様に高いアクセシビリティが維持されていることが明らかとなっ
た．その一方で，高齢者については，既成市街地の中心部でアクセシビリティが最も
高くなっていたものの，山麓部や臨海部では郊外住宅団地よりも低くなっていた． 
 3) 自動車の利用可能性がアクセシビリティに及ぼす影響をみたところ，世帯内の自動車
が 0台になると，年齢を問わず，既成市街地よりも郊外住宅団地でアクセシビリティ
が大幅に低下することがわかった．こうしたことから，今後ますます高齢化が進行す
る郊外住宅団地ではアクセシビリティの確保が急務であることが確認できた．その一
方で，既成市街地では，自動車の利用可能性の低下がアクセシビリティに及ぼす影響
は小さかったものの，その影響度は地区間で異なり，また，自転車の利用の可否が自
動車の利用可能性よりもアクセシビリティに与える影響が大きい地区も存在してい
ることが明らかとなった． 
 
 最後に本章で示した研究における今後の課題としては以下の諸点が挙げられる． 
 1) 交通手段の選択肢として自動車を取り入れているが，「自分で運転する」「同乗させて
もらう」の区別を行なっていない．しかし，高齢者による買い物交通のアクセシビリ
ティを考える上では，世帯内・世帯間の送迎の可能性は重要な要因であることから 7)，
今後は，こうした送迎行動も考慮していきたい． 
 2) 本章におけるアクセシビリティ値は，居住地域別・年齢別に比較することが可能であ
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る．しかし，その値の単位は無次元であるため，絶対量の解釈が困難である．こうし
たことから，今後は，貨幣換算したアクセシビリティ 8), 9) を計測する必要があり，そ
のためには，費用に関するパラメータを推定しなければならない． 
 3) 本章では，既成市街地と郊外住宅団地，あるいは高齢者と非高齢者の間で，アクセシ
ビリティを比較するために，同一の選択モデル中でそれらの属性別にパラメータを分
けて推定した．しかし，こうしたパラメータを推定するためには，どのような属性に
よって異質性を表すことができるのかを先験的に，または試行錯誤的に決めなくては
ならないという短所をもつ 10)．また，多種多様な変数ごとにパラメータを分けること
もできるが，これにより推定すべきパラメータが急激に増加するため，推定が困難と
なる．したがって，効用理論に基づくアクセシビリティ指標においては，多様な変数
による異質性を考慮できる手法を構築する必要がある． 
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第 6章 個人のモビリティの計測手法の提案とその適用 
 
 
6.1 はじめに 
 
 高齢者などの交通弱者による買い物先や通院先へのアクセシビリティを計測する際には，
それら施設へ到達するために必要な移動能力，すなわちモビリティを考慮することがとり
わけ重要である．そして，こうしたモビリティ水準は，個人によって多様であり，その低
下の度合いには個人差がある．例えば，同じ高齢者であっても，若年層と同様に高い運転
能力を保持している人が存在する一方で，運転することが困難な人もいる．また，歩行に
負担を感じている人とそうではない人ではモビリティ水準は異なる． 
 一方，モビリティに関する研究はこれまで数多く行なわれてきた．例えば，新田ら 1) は，
徒歩と自動車利用の困難度から 9 通りのモビリティグループを抽出し，年齢との関係を考
察している．北川・三星 2) は，数量化 III 類分析を用いて，性別・年齢などの個人属性と，
利用交通手段・トリップ数などのトリップ属性から 8 つのモビリティグループを抽出し，
グループ別に交通施策の効果を算定している．Siren and Hakamies-Blomqvist3) は，高齢者を
対象として，年齢，性別，運転免許の有無などの個人属性が活動(買い物，娯楽・レジャー
など)参加のニーズに及ぼす影響を明らかにしている．Hjorthol et al.4) は，年齢・性別の違い
に着目して，20年間のトリップ数，利用交通手段の構成の変化を分析している．Ryan et al.5) 
は，個人のモビリティに関わる変数 (年齢，性別，健康状態など) を整理し，これらの変数
が公共交通の利用可能性に与える影響を分析している．これらの研究では，個人のモビリ
ティを直接観測することが困難であるため，モビリティを構成するいくつかの要因に着目
して，交通実態やその利便性を評価している．しかしながら，同じ年齢，性別であっても，
個人の状態は様々である．したがって，個人のモビリティを計測する上では，こうした差
異を適切に表現することが望ましい． 
 そこで本章では，個人の多様なモビリティ水準を計測するための方法として，交通手段
の利用可能性指標を提案する．そして，大都市部の一郊外住宅団地における居住者へのア
ンケート調査結果に基づき，交通手段の利用可能性指標を計測し，本指標の有効性を検証
する． 
 具体的には，本章では以下の分析を行なう． 
 1) まず，本研究における個人のモビリティの定義について述べる．次に，Senの潜在能
力アプローチの考え方を用いて，個人の交通手段の利用可能性指標を定義し，その定
式化を試みる． 
 2) 提案した指標を用いて，徒歩，自分で運転，同乗，バスの 4通りの交通手段を対象と
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して，回答者の利用可能性指標をそれぞれ計測する．そして，交通手段ごとに高齢者
と非高齢者の利用可能性指標の分布パターンにみられる特徴を考察する． 
 3) 計測された利用可能性指標を用いて，年齢階層別にクラスター分析を適用し，回答者
を分類する．これによって，それぞれの年齢階層において，どのようなモビリティパ
ターンが存在しているのかを定量的に明らかにする． 
 
 
6.2 分析対象地域と使用データの概要 
 
(1) 分析対象地域 
 図 6.1は，分析対象とする神戸市西区の西神戸ニュータウンを示したものである．当該地
域は，1971年から入居が開始されており，2013年時点の総人口は11,866人，高齢化率は26.6%
である．住宅構成については，戸建て住宅の割合が 85%と高く，桜が丘東町 3 丁目のみに
集合住宅が立地している． 
 交通網については，鉄道駅が地域の外部に位置しており，バス路線は対象地域内を概ね
カバーしている．しかし，いずれも朝・夕のピーク時を除くと 1時間に 1，2本程度とサー
ビス水準は低くなっている． 
 商業施設については，地域の中心部に家電を取り扱う大規模小売店舗と，居住者の食料
品・日用品の主たる買い物先であるスーパーが立地している．また，その他に域内には小
規模な小売店舗が 3 件立地している．医療施設については，一般診療所が域内に 6 件立地
している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.1 分析対象地域(神戸市西区 西神戸ニュータウン)  
0 300m
鉄道路線
木幡駅
バス路線
：大規模小売店舗
：小規模小売店舗
：一般診療所
：バス停
桜が丘東町1丁目
桜が丘東町2丁目
桜が丘東町3丁目
桜が丘東町4丁目
桜が丘東町5丁目
桜が丘東町6丁目
桜が丘中町1丁目
桜が丘中町2丁目
桜が丘中町3丁目
桜が丘中町4丁目
桜が丘中町5丁目
桜が丘中町6丁目
桜が丘西町1丁目
桜が丘西町2丁目
桜が丘西町3丁目
桜が丘西町4丁目
桜が丘西町5丁目
桜が丘西町6丁目
秋葉台1丁目
秋葉台2丁目
秋葉台3丁目
至 西神中央
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(2) 使用データ 
 本研究では，2013年 10月に西神戸ニュータウンの居住者を対象として，筆者らが実施し
たアンケート調査結果を用いる．表 6.1はアンケート調査の概要を示している．本アンケー
ト調査では，質問項目として，年齢・性別，居住地，家族人数，身体制約の程度，外出可
能な時間，世帯での自動車の保有状況などの個人・世帯属性，および移動目的(日常的・非
日常的な買い物，一時的・定期的な通院，娯楽活動)別に最もよく利用する施設，交通手段，
移動のしやすさなど，の項目を設けている．調査票は，地域内の 4,398世帯から無作為に抽
出した 1,000世帯に配布し，351世帯(回収率 35.1%)，計 518名(1.48人/世帯)から回答を得た．
回答者の属性は，男女比はほぼ 1：1であり，回答者の 56.9%が 65歳以上の高齢者であった． 
 
表 6.1 アンケート調査の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 6.2は，5通りの移動目的について，最もよく利用する施設までの利用交通手段の構成
を，高齢者・非高齢者別に示したものである．これをみると，高齢者・非高齢者ともに，
いずれの移動目的においても自動車(自分で運転・同乗)の利用率が高くなっている．また，
高齢者の方が非高齢者よりも徒歩の利用率が高く，日常的な買い物や一時的な通院目的で
その傾向が顕著である．さらに，非日常的な買い物や娯楽・余暇活動目的に着目すると，
高齢者のバスの利用率が比較的高いことがわかる．こうしたことから，対象地域の高齢者
にとっては，移動手段としてバスサービスが重要な役割を果たしていることが推測される． 
 
 
 
 
 
実施時期 2013年10月
実施方法 郵便受けに調査票を配布，後日郵送で回収．
配布部数 1,000
回収率 35.1%
・回答者の属性
　(居住地，性別，年齢，自動車の保有状況，身体制約の程度，
　外出可能な時間帯など)
・交通手段別の外出をあきらめた経験
・交通手段の利用のしやすさ，各種施設への行きやすさ
・移動目的別の交通行動実態
　(最もよく利用する施設名，利用交通手段，利用頻度，
　施設への行きやすさ)
・改善施策に対する要望
調査項目
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図 6.2 移動目的・年齢階層別にみた利用交通手段の構成 
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6.3 個人のモビリティの定義 
 
 図 6.3に示すように，個人のモビリティは，徒歩，自転車，自分で運転，同乗，バス，鉄
道などの複数の交通手段の利用可能性から規定されると定義する．ここで，交通手段の利
用可能性は，その交通手段をどの程度活用することができるかという，定量的な尺度であ
り，交通手段の保有状況や，個人の身体的な制約，時間的な制約などによって規定される
ものとする．具体的な計測方法は次節で述べる． 
 本章では，こうしたモビリティの定義のもとで，回答者の交通手段の利用可能性の計測
手法を提案する．そして，回答者の交通手段の利用可能性のパターン，すなわちモビリテ
ィの多様性を明らかにすることで，本手法の有効性を検証する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.3 個人のモビリティを規定する要因 
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6.4 交通手段の利用可能性指標の計測方法の提案と定式化 
 
(1) 交通手段の利用可能性の考え方 
 Senの潜在能力アプローチの考え方を用いて，交通手段の利用可能性指標を定義する．潜
在能力アプローチとは，個人が利用可能な「財・資源」と，それらを利用するために必要
な「変換能力」から規定される「機能」の集合を「潜在能力」と定義し，その大きさを評
価するものである 6), 7)．近年，交通に関わる研究分野においてもその有効性が指摘されてお
り 8), 9), [1]，徐々に研究が蓄積されつつある 10), 11), 12)． 
 そこで本研究では，交通手段の利用可能性は，こうした「財・資源」と「変換能力」か
ら規定されると考える．ここで，「財・資源」は他者，または外部から提供される物・サー
ビスとし，「変換能力」は財・資源を利用するために必要な個人の身体能力や時間的な余裕
などと定義する．後ほど詳しく述べるが，例えば，バスの利用可能性における財・資源は，
自宅からバス停までの距離などが挙げられる．そして，変換能力としては，バス停までの
距離を克服するために必要な身体能力などがある． 
 
(2) 交通手段の利用可能性指標の定式化 
 本研究では，財・資源を保有し，かつそれを利用するために必要な能力(変換能力)が十分
に備わっているならば，個人の交通手段の利用可能性は高いと考える．そこで，式(6.1)に示
すように，交通手段の利用可能性指標は，「財・資源」ごとに「変換能力」を乗じたものと
して定義する 13), 14)． 
 
 


J
j
m
nj
m
nj
m
n arA
1
 (6.1) 
  


jD
d
m
njd
m
nj Ca
1
exp  (6.2) 
 
 ここで， mnA は個人 n の交通手段 m に関する利用可能性，
m
njr は個人 n の所有する財・
資源 j  Jj ,,1 である． mnja は，個人 n が財・資源 j を利用するために必要な能力で
あり，式(6.2)のように，財・資源 j に対して， jD 個  jDd ,,1 の変換能力から規定さ
れるとし，指数形の減衰項を仮定する．そして， mnjdC は変換能力 d の状態を示し，本研究
では変換能力の減衰抵抗と呼ぶこととする．このとき，個々の変換能力はそれぞれ異なっ
た単位，スケールで測定され，上限値・下限値は固有の値をとることが想定される．そこ
で本研究では，複数の変換能力を統一的に表現するために，変換能力の減衰抵抗 mnjdC は
10  mnjdC  を満たすように基準化することとする．すなわち， 0
m
njdC の場合には，個
－89－ 
 
人は保有している財・資源を最大限活用することが可能であり， 1mnjdC の場合には，財・
資源を利用するために必要な能力が最も低いと考える．なお，減衰抵抗 mnjdC の算出方法は
6.6で詳しく述べる． 
 
(3) 計測対象とする交通手段 
 6.2(2)で示した回答者の利用交通手段の構成から，本対象地域では「徒歩」「自動車(自分
で運転)」「自動車(同乗)」「バス」の 4 通りの交通手段の利用可能性が，個人のモビリティ
を規定する上で特に重要であると考えられる．そこで本研究では，「徒歩」「自動車(自分で
運転)」「自動車(同乗)」「バス」の利用可能性指標を計測し，モビリティの多様性を抽出す
ることとする．ただし，提案した交通手段の利用可能性指標は，これら以外の交通手段に
ついても適用可能である． 
 それぞれの交通手段の利用可能性に関わる「財・資源」と「変換能力」を説明する要因
としては，様々なものが考えられるが，本研究では，6.2(2)で示した筆者らが実施したアン
ケート調査結果，および既存研究の成果から，主要な要因として表 6.2に示すものを用いる
こととする． 
 
表 6.2 交通手段別の「財・資源」と「変換能力」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a) 徒歩の利用可能性 
 徒歩の利用可能性は，本人自らが持つ能力(したがって，財・資源ではない)であるため，
「変換能力」のみを考慮することとし，歩行の際に感じる「身体制約の程度」と「歩行速
度」に依存すると考える．ここで，「身体制約の程度」は，徒歩で外出する際に「特に負担
を感じない」「階段の昇降に負担を感じる」「補助具(杖など)があれば外出できる」「一人で
外出することが困難」の 4段階評価で回答者に尋ねた結果を用いる．「歩行速度」は，従来
から医学分野において個人の歩行能力を示す指標として用いられており，加齢とともに速
度は低下し，女性の方が男性よりもその低下が顕著であると報告されている 15), 16)．ここで，
財・資源 変換能力
・身体制約の程度
・歩行速度
・免許の有無 ・運転の際に感じる負担の程度
・自動車の保有台数 ・他の運転者との時間調整の程度
・動体視力
・身体制約の程度
・歩行速度
徒歩 -
・送迎を頼むことができる人数
・最寄りバス停までの
　傾斜を考慮した経路距離
・送迎者との時間調整の程度
自分で運転
同乗
バス
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「身体制約の程度」と「歩行速度」には強い相関関係がみられることが想定されるが，本
研究では，「歩行速度」はある年齢階層の平均的な歩行能力として捉え，加齢に伴う能力の
低下を表現し，同じ年齢階層における能力のばらつきは「身体制約の程度」によって表現
すると考える． 
 
b) 自分で運転の利用可能性 
 自分で運転の利用可能性については「財・資源」として，「免許の有無」「自動車の保有
台数」を用いる． 
 「変換能力」は，「動体視力」「運転の際に感じる負担の程度」「他の運転者との時間調整
の程度」を用いる．前者の 2 つは，運転の際に必要となる身体能力を表している．このう
ち，「動体視力」は運転能力の中で最も重要な役割を果たすといわれており，加齢とともに
低下することが知られている 17)．本研究では「動体視力」をある年齢階層における平均的
な運転能力として，加齢による能力の低下を表現し，また同じ年齢階層における運転能力
のばらつきは「運転の際に感じる負担の程度」を 5 段階評価で尋ねた結果によって表現す
ることとする．一方，時間的な制約によっても利用可能性は変動する．例えば，午前中は
家族内の誰かが自動車を利用しているために外出することができない人は，自動車を終日
利用できる人よりも利用可能性は低い．すなわち，家族内で限られた台数の自動車を利用
するためには，家族内で利用時間帯の調整が必要となる．そこで本研究では，家族内の「他
の運転者との時間調整の程度」を 5段階評価で尋ねた結果を用いる． 
 
c) 同乗の利用可能性 
 同乗の利用可能性については，「財・資源」として「送迎を頼むことができる人数」を用
いる．「変換能力」は「送迎者との時間調整の程度」とし，同乗させてもらう際に送迎者と
の時間調整が必要であるかどうかを 5段階評価で尋ねた結果を用いる． 
 
d) バスの利用可能性 
 バスの利用可能性の「財・資源」は，最寄りのバス停までの「傾斜を考慮した経路距離」
である．ここで，傾斜を考慮した経路距離を算出するために，本研究では式(6.3)に示す，佐
藤ら 18) が提案した代謝的換算距離の概念を用いる． 
 
 
 
  2.10
2.1



r
r
LL psps

 (6.3) 
 
ここで， psL は居住地 p からバス停 s までの経路距離 psL の代謝的換算距離，  r は勾配
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 %でのエネルギー代謝率，  0r は勾配 0%でのエネルギー代謝率である．エネルギー代謝
率とは，活動時のエネルギーと座位安静時のエネルギーの差を基礎代謝量で除したもので
ある．佐藤らは，分速 80m の坂道歩行時におけるエネルギー代謝率を用いているため，本
研究においてもこの値を用いる． 
 一方，「変換能力」については，徒歩の利用可能性と同様に「身体制約の程度」と「歩行
速度」を用いる． 
 
 
6.5 交通手段の利用可能性指標に関わる基礎分析 
 
 ここでは，アンケート調査結果をもとに，回答者の「財・資源」と「変換能力」にみら
れる特徴を示す．また，「変換能力」の低下が外出する機会に及ぼす影響を明らかにすると
ともに，定性的に表現された変換能力を定量化する方法を提案する． 
 
(1) 「財・資源」と「変換能力」の保有状況 
 図 6.4は，徒歩・バスの利用可能性の変換能力である，身体制約の程度の構成を示してい
る．回答者の 83.1%が歩行の際に特に身体的な負担を感じないと回答している．その一方で，
階段の昇降に負担を感じる回答者も 12.7%存在している．また，外出する際に杖などの補助
具を必要としている人や，一人で外出することが困難な人も少なからず存在している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.4 身体制約の程度の構成 
 
 図 6.5，6.6 は，運転免許の有無，自動車の保有台数の構成をそれぞれ示している．これ
らより，回答者の大半が運転免許を保有し，少なくとも 1 台は自動車を各世帯で保有して
いることがわかる．運転の際に感じる負担の程度の構成を示したものが図 6.7である．約半
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数の回答者は運転の際に特に負担を感じていないものの，「負担を感じる・やや負担を感じ
る」割合が 10.9%となっている．図 6.8 は，他の運転者との時間調整の程度の構成である．
回答者の 42.2%が世帯で複数の自動車を保有していることから，他の運転者との時間調整が
必要でない割合は 44.5%と高くなっている．その一方で，他の運転者との時間調整が「必要
である・やや必要である」割合が 25.6%となっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      図 6.5 免許の有無       図 6.6 自動車の保有台数の構成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  図 6.7 運転の際に感じる負担の程度   図 6.8 他の運転者との時間調整の程度 
 
 
 
 
 
 
 
 
      図 6.9 送迎者の構成      図 6.10 送迎者との時間調整の程度 
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 図 6.9，6.10は，送迎を頼むことができる人数，送迎者との時間調整の程度の構成をそれ
ぞれ示している．送迎を頼むことができる人数は 1 人の割合が 46.7%と最も多く，次いで，
2 人，0 人，3 人以上の順で少なくなっている．また，全体の 57.4%が同乗させてもらう際
に送迎者との時間調整が「必要である・やや必要である」と回答しており，時間調整が「必
要でない・あまり必要でない」よりも割合が高くなっている． 
 
(2) 交通手段別にみた外出時の制約要因の影響分析 
 交通手段の利用可能性を規定する変換能力の一部には，定性的な要因が含まれている(例
えば，身体制約の程度など)．このとき，利用可能性指標を計測するためには，定性的な要
因を何らかの形で定量化する必要がある．そこで本研究では，アンケート調査結果に基づ
き，定性的な要因を定量化する 1つの方法を提案する． 
 本アンケート調査では，交通手段別に「変換能力」の低下によって，それらの交通手段
を利用して外出することをあきらめたことがあったかどうかを 4 段階評価(「あった」から
「なかった」まで)で尋ねている．すなわち，徒歩については「身体的な制約」，自分で運転
については「運転の際に感じる負担」「他の運転者との時間調整」，同乗については「送迎
者との時間調整」によって，外出することをあきらめたかどうかをそれぞれ回答者に質問
している． 
 ここでは，二項ロジスティクス回帰分析を適用し，交通手段別に外出制限の要因分析を
行う．目的変数は，いずれの交通手段においても，外出制限の経験の有無である．すなわ
ち，変換能力の低下を理由に外出することをあきらめた経験が「あった・ややあった」を
選択した場合を 1，「あまりなかった・なかった」を 0 とした二値データを用いる．各交通
手段における説明変数は以下のとおりである． 
 徒歩については，「階段の昇降に負担を感じることがある」「負担を感じるが補助具(杖な
ど)があれば外出することができる，あるいはそれ以上の負担を抱えている」を，それぞれ
ダミー変数(該当する:1，しない:0)として用いる． 
 自分で運転については，「運転することが負担である」「やや負担である」，および「他の
運転者との時間調整が必要である」「やや必要である」を，それぞれダミー変数として用い
る． 
 同乗については，「送迎者との時間調整が必要である」「やや必要である」を，それぞれ
ダミー変数として用いる． 
 表 6.3は，それぞれの推定結果を示したものである．いずれにおいてもモデル全体の適合
度は良好であり，各変数のパラメータはすべて有意水準 1%を満たし，符号の整合性が取れ
ていた．また，表中にはそれぞれのオッズ比を示している．ここで，オッズ比とは，変換
能力が低下することによって外出することをあきらめる可能性が何倍増加するのか，を示
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している． 
 交通手段別に得られたオッズ比をみると，まず徒歩については，徒歩で外出することを
あきらめる可能性が，身体的な負担を特に感じない場合に比べて，「階段の昇降に負担を感
じている」場合には 19.1倍，「負担を感じるが補助具があれば外出できる，あるいはそれ以
上の負担を抱えている」場合には 30.1 倍高くなる．同様にして他の交通手段をみると，自
分で運転については，運転に負担を感じているほど，他の運転者との時間調整が必要なほ
ど，自分で運転して外出することをあきらめる傾向にある．同乗については，送迎者との
時間調整が必要なほど同乗させてもらい外出することをあきらめる傾向にある． 
 このように，いずれの変換能力においても，変換能力が低下することによって，外出す
る機会が減少するという関係が成立していることが明らかである．こうした両者の間には，
歩行中に転倒する不安や送迎を依頼することに対する気兼ねなどの心理的な抵抗感も一因
として介在していると考えられ，両者の関係はこの点からも直感的に理解できる．そこで
本研究では，得られたオッズ比を変換能力の減衰を定量的に示す尺度(減衰抵抗)と考えるこ
ととする． 
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表 6.3 ロジスティクス回帰分析の推定結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
偏回帰係数 オッズ比
階段の昇降が負担 2.949 76.8 ** 19.1
補助具があれば外出できる、あるいは
それ以上の負担を抱えている
3.404 40.7 ** 30.1
定数項 -2.631 167.9 **
N
χ
2
運転がやや負担 1.765 16.9 ** 5.8
運転が負担 2.322 13.6 ** 10.2
定数項 -2.140 147.5 **
N
χ
2
他の運転者との時間調整がやや必要 1.617 25.7 ** 5.0
時間調整が必要 1.864 23.1 ** 6.4
定数項 -2.036 117.3 **
N
χ
2
送迎者との時間調整がやや必要 1.457 14.9 ** 4.3
時間調整が必要 1.705 19.0 ** 5.5
定数項 -2.398 58.0 **
N
χ
2
**:p<0.01, *:p<0.05
徒歩
(身体的な負担)
自分で運転
(運転の負担)
自分で運転
(時間調整)
同乗
(時間調整)
25.7 **
330
wald統計量
38.5 **
108.2 **
25.2 **
463
380
375
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6.6 モビリティ水準の多様性の実証分析 
 
(1) 交通手段の利用可能性指標の算出 
 6.4で定義した式を用いて，各人の交通手段の利用可能性指標を算出するためには，回答
者の保有している財・資源  mnjr と，変換能力  mnjdC を特定する必要がある．ここでは，ま
ずそれぞれの利用可能性指標の算出方法について述べ，次いでそれらの算出結果を示す． 
 
a) 徒歩の利用可能性 
 本研究では，徒歩の利用可能性は各人の変換能力のみで規定されるとしている．そのた
め，式(6.1)から財・資源  mnjr を除いて利用可能性を計測する． 
 変換能力は「歩行速度」と「身体制約の程度」である．このうち「歩行速度」は阿久津
19) の調査結果を用いる[2]．この調査では，高齢になるにつれて歩行速度が低下し，女性は
男性に比べて歩行速度が遅いことが示されている．そこで本研究では，この結果を用いて，
男女別・年齢階層別の平均的な歩行能力を表現する．また，個人間の歩行能力の差異を表
現するために，アンケート調査で得られた「身体制約の程度」を用いる．この値は，6.5(2)
のロジスティクス回帰分析で推定された，身体制約別のパラメータから得られるオッズ比
である． 
 すでに 6.4で述べているように，本研究では，男女別・年齢階層別の「歩行速度」の平均
値と「身体制約の程度」のオッズ比をそれぞれ 0 から 1 の範囲に基準化する．なお，歩行
速度については，最大値が 0，最小値が 1になるように基準化している．このような手順で
得られた，回答者の財・資源と変換能力の減衰抵抗を式(6.1)，(6.2)に代入することによって
各人の利用可能性を算出することができる． 
 図 6.11 は，高齢者・非高齢者別に徒歩の利用可能性の分布を示したものである．これよ
り，高齢者の方が非高齢者よりも利用可能性が低いことがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.11 高齢者・非高齢者別にみた徒歩の利用可能性の分布 
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b) 自分で運転の利用可能性 
 財・資源は「免許の有無」と「自動車の保有台数」である．「免許の有無」は保有してい
る場合を 1としたダミー変数であり，「自動車の保有台数」は，世帯で保有している自動車
の合計台数である． 
 変換能力は「動体視力」「運転の際に感じる負担の程度」「他の運転者との時間調整の程
度」である．「動体視力」は三井の調査結果 20) を用いる[3]．ここでは，高齢になるにつれて
動体視力は低下することが示されている．そこで本研究では，この結果を用いて年齢階層
ごとの平均的な運転能力を表現し，個人間の運転能力のばらつきは，本アンケート調査に
より取得した「運転の際に感じる負担の程度」によって表現する．また，運転能力に加え
て，「他の運転者との時間調整の程度」を用いることで自動車を利用する際に生じる時間的
な制約を考慮する． 
 ここで，「動体視力」については年齢階層別の値を最大値が 0，最小値が 1 となるように
し，「運転の際に感じる負担の程度」「他の運転者との時間調整の程度」についてはロジス
ティクス回帰分析のパラメータから得られるオッズ比を 0から 1の範囲に基準化する． 
 高齢者・非高齢者別に算出した利用可能性の分布を示したものが図 6.12 である．徒歩の
利用可能性と同様に，非高齢者に比べて高齢者は利用可能性が低い傾向にある．また，自
動車を自分で運転して外出することができない比率は，高齢者が 30.6%，非高齢者は 15.7%
となっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.12 高齢者・非高齢者別にみた自分で運転の利用可能性の分布 
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c) 同乗の利用可能性 
 財・資源は「送迎を頼むことができる人数」であり，世帯内・友人等で送迎を頼むこと
ができる人数を用いる． 
 変換能力は「送迎者との時間調整の程度」である．ここでは，ロジスティクス回帰分析
のパラメータから得られたオッズ比を 0から 1の範囲に基準化したものを用いる． 
 図 6.13 は，同乗の利用可能性の分布を高齢者・非高齢者別に示したものである．徒歩や
自分で運転の利用可能性に比べて，高齢者と非高齢者で利用可能性の分布に顕著な差はみ
られない．しかし，同乗者として外出できない高齢者が全体の約 3割近く占めている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.13 高齢者・非高齢者別にみた同乗の利用可能性の分布 
 
d) バスの利用可能性 
 「財・資源」は最寄りバス停までの傾斜を考慮した経路距離であり，この値の逆数を用
いることとした．「変換能力」については，徒歩の利用可能性と同様である． 
 図 6.14 は，高齢者・非高齢者別にバスの利用可能性の分布を示したものである．これよ
り，高齢者の方が非高齢者よりも利用可能性が低いことがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.14 高齢者・非高齢者別にみたバスの利用可能性の分布  
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(2) モビリティ水準による個人の類型化 
 回答者ごとに算出した交通手段の利用可能性指標を用いて，回答者の類型化を行なう．
なお，ここでは個人間で複数の交通手段の利用可能性指標の大小関係を相対的に比較する
ため，交通手段ごとに地域内で最も高い利用可能性をもつ回答者を 1，最も低い回答者の値
を 0 に基準化したものを用いることとする．また，4 通りの交通手段のうち，「バス」につ
いては，その変換能力が「徒歩」と同一であるため，「徒歩の利用可能性」と「バスの利用
可能性」に強い相関関係がみられた．そのため，ここではバスを除く 3 通りの交通手段の
利用可能性指標を用いて分析することとした． 
 図 6.15 は，3 通りの交通手段の利用可能性指標の平均値を年齢階層別に示したものであ
る．これをみると，49 歳以下では，すべての交通手段の利用可能性が他の年齢階層よりも
高くなっており，高齢になるにつれて，交通手段の利用可能性が低下していることがわか
る． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.15 年齢階層別にみたモビリティ水準(平均) 
 
 一方，同じ年齢階層であっても，自動車を自由に運転することができる人や，身体的な
負担を感じながらも徒歩で移動せざるを得ない人など，モビリティ水準は多様である．そ
こで本研究では，3通りの利用可能性指標を用いて，年齢階層別にクラスター分析を適用し，
モビリティ水準にみられる多様性を抽出する． 
 クラスター分析を行なった結果，図 6.16に示すように，49歳以下では 3通り，50－64歳
では 4通り，65－74歳では 4通り，75歳以上では 3通りのモビリティグループにそれぞれ
分類することができた．これより以下のことがわかる． 
 それぞれの年齢階層において，相対的に「自動車の利用可能性が高いモビリティグルー
プ(Type 1)」と「自動車の利用可能性が低いモビリティグループ(Type 2)」に分類することが
できる．このうち，Type 1 はさらに「自分で運転の利用可能性が高いグループ(Type 1-A)」
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と「同乗の利用可能性が高いグループ(Type 1-B)」に分かれる．これらのグループにおいて，
年齢によるそれぞれの利用可能性の変化をみると，Type 1-A については，高齢になるにつ
れて運転の負担度が増加するため，自分で運転の利用可能性は徐々に低下する．また，Type 
1-B については，同乗の利用可能性が 50－64 歳でピークをむかえ，その後，高齢になるに
つれて低下する．これは，高齢になるほど単身世帯が増加する(送迎を頼むことができる人
数が減少する)ことが影響していると考えられる．また，49歳以下の利用可能性が低い理由
としては，送迎者の多くが就業者であり，時間調整が困難なことが挙げられる． 
 次に，Type 2 (自動車の利用可能性が低いグループ)に着目すると，相対的に「徒歩の利用
可能性が高いグループ(Type 2-A)」と「徒歩の利用可能性が低いグループ(Type 2-B)」に分類
することができる．49 歳以下では，徒歩の利用可能性が高い人が多いため，Type 2-B のよ
うなモビリティグループはみられない．その一方で，50－64歳，65－74歳の年齢階層では，
Type2-A・Type2-B ともに確認することができる．また，75歳以上では，Type 2 のなかでは
Type 2-B のみが現れる．このグループは，すべての利用可能性が低いことから，回答者のな
かでモビリティ水準が最も低くなっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.16 年齢階層別にみたモビリティグループの分布 
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6.7 本章のまとめと今後の課題 
 
 本章では，個人のモビリティを簡便に計測する方法として，交通手段別に各人の利用可
能性指標を算出することを提案し，その定式化を試みた．そして，アンケート調査結果を
もとに，回答者の交通手段の利用可能性を算出し，個人のモビリティ水準の多様性を明ら
かにした．以下では得られた成果を要約する． 
 1) Senの潜在能力アプローチの考え方を用いて，交通手段の利用可能性指標は，個人の
保有する「財・資源」と「変換能力」から規定されるものとした．そして，利用可能
性指標は，「財・資源」に「変換能力」を掛け合わせることによって算出するものと
した．このとき，変換能力には，個人の身体的な制約や時間的な制約などによる能力
の低下を反映させるため，それらによる減衰効果を表現できるようにした．また，変
換能力は，既存のデータと独自に実施したアンケート調査結果から推定したパラメー
タを用いて計量化した． 
 2) 「徒歩」「自分で運転」「同乗」「バス」の 4 通りの交通手段について，それぞれの利
用可能性指標に関わる「財・資源」と「変換能力」を整理した．アンケート調査結果
をもとに，回答者の 4通りの交通手段の利用可能性指標を算出し，それらの分布にみ
られる特徴を高齢者・非高齢者別に明らかにした． 
 3) 「徒歩」「自分で運転」「同乗」の 3通りの利用可能性指標を基準化し，それぞれの平
均値を年齢階層ごとに比較することによって，高齢になるにつれてモビリティが低下
することを示すことができた．また，年齢階層別にクラスター分析を適用することに
よって，複数のモビリティグループを抽出した．そして，いずれの年齢階層において
も，自動車を利用できるグループと利用が困難なグループに二分されることが明らか
となった．さらに，65－74歳以降の年齢階層では，その階層内で相対的にモビリティ
水準の低いグループが現れることがわかった． 
 
 最後に本章で示した研究における今後の課題としては以下の諸点が挙げられる． 
 1) 交通手段の利用可能性を規定する「財・資源」と「変換能力」については，多種多様
な変数で説明可能である．したがって，本研究で用いた変数以外の変数についても検
討する必要がある．例えば，個人の所得といった経済的な要因などが挙げられる． 
 2) 交通手段の利用可能性指標は，「財・資源」に「変換能力」を乗じることによって定
式化し，変換能力における減衰効果を指数関数で表現しているが，その妥当性につい
て検証する必要がある．また，定性的な変換能力を定量化する方法として，ロジステ
ィクス回帰分析から得られたオッズ比を用いることを提案したが，項目反応理論を適
用し定量化する方法なども考えられる 21)．  
－102－ 
 
補 注 
 
[1] Senは，個人の主観的な判断を用いて，貧困を評価することで，その格差が広がる可能
性を指摘している 6)．そして，Senは，潜在能力アプローチを提案し，個々人にとって
実現可能な「行ない(doing)」や「在りよう(beings)」から構成される「機能の集合
(functionings)」によって，貧困を評価すべきであると述べている．また，個人の客観的
な機能は，各人の保有する財・資源のみに着目するのではなく，その財・資源を利用
するために必要な能力(変換能力)も考慮する必要があると指摘している． 
一方，交通の分野では，観測された交通実態や，個人の主観的な満足度では，各種交
通サービスの利便性を適切に評価できないことが，いくつかの研究において実証され
ている 22), 23)．そして，力石ら 9) は，このような矛盾は，観測された行動実態や主観的
な評価が，何らかの制約(モビリティ水準の低下など)によって生じた結果なのかどうか
が，識別できないことから生じると述べている． 
こうしたことから，個々人の交通の利便性を評価する際には，各人がもつ利用可能な
選択肢集合(個人の選択の自由)を評価することが重要であると指摘されており，その評
価方法として，Senの潜在能力アプローチの適用が期待されている． 
しかしながら，個人の潜在能力(客観的な機能の集合)を直接観測することが困難である
ため，潜在能力アプローチの基本的な考え方を反映させながら，独自の指標を提案し，
分析している研究が多い．そこで，本研究においても潜在能力アプローチにおける，
機能が「財・資源」と「変換能力」から規定されるという考え方を用いて，交通手段
の利用可能性指標を計測することとした． 
 
[2] 阿久津は，男性 790 名，女性 839 名を対象として，50m 歩行の所要時間を計測してい
る．表 6.4はその結果をもとに男女別・年齢階層別に歩行速度の平均値を算出したもの
である． 
 
[3] 三井は，968名の運転免許保有者を対象として動体視力を計測している．ここで動体視
力は，動体視力計(光学上 3~50mの距離を 30km/h の速度でランド環が近づく装置)を用
いて測定されている．表 6.5 は年齢階層別の動体視力の平均値を示している． 
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表 6.4 男女別・年齢階層別の歩行速度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注) 文献 19)に基づき，50m歩行の所要時間を筆者が歩行速度に変換したものである． 
 
表 6.5 年齢階層別の動体視力 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注) 文献 20)に基づき作成．  
歩行速度(m/分) n 歩行速度(m/分) n
15－19歳 91.6 39 72.0 58
20－24歳 87.6 82 74.1 144
25－29歳 85.2 92 74.2 95
30－34歳 95.5 58 72.2 66
35－39歳 85.3 42 67.2 40
40－44歳 82.3 42 71.0 41
45－49歳 82.5 51 78.6 72
50－54歳 77.8 63 67.2 49
55－59歳 72.6 82 63.5 42
60－64歳 70.1 54 59.2 44
65－69歳 63.8 57 59.8 48
70－74歳 60.7 32 55.0 32
75－79歳 54.5 12 50.7 18
男性 女性
動体視力
19歳以下 0.42
20－24歳 0.41
25－29歳 0.38
30－34歳 0.43
35－39歳 0.39
40－44歳 0.35
45－49歳 0.33
50－54歳 0.28
55－59歳 0.30
60－64歳 0.24
65－69歳 0.21
70歳以上 0.17
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第 7 章 個人のモビリティ水準の多様性を考慮したアクセシビリティ指標  
の構築 
 
 
7.1 はじめに 
 
 第 6 章では，潜在能力アプローチの考え方に基づき，個人の交通手段の利用可能性指標
を計測し，モビリティ水準の多様性を実証した．一方，こうした個人のモビリティ水準の
大小によって，結果として享受できるアクセシビリティにも大きな差異が生じる．例えば，
歩行に負担を感じている高齢者は，バス停や鉄道駅に到達することが困難であるため，た
とえ公共交通が高頻度で運行されていたとしても，その高水準のサービスを利用すること
ができない．このとき，平均的なモビリティ像を想定して，交通施策が実現されると，そ
の効果が十分に得られない可能性がある(高齢者をターゲットとして，オフピーク時にバス
を増便したにも関わらず，その地域にはバス停まで到達できない高齢者が多いため，バス
の利用率が増加しないなど)．その一方で，全国各地の自治体では，限られた財源のもとで，
適切な交通施策を講じる必要がある．こうしたことから，個々人のモビリティの多様性を
考慮したアクセシビリティ指標を構築し，そのアクセシビリティ指標を活用して，交通施
策を検討することが求められている． 
 このような問題は従来から指摘されているものの，既存のアクセシビリティ指標を用い
た研究では，目的施設の立地形態，交通サービス水準を重視したものが多い 1), 2)．これは，
いずれの既存の指標においても，個人のモビリティによる影響を計測できるように定式化
されていないためであると考えられる．一方，近年では，上述した問題意識を踏まえて，
既存指標に代わる新たなアクセシビリティ指標も提案されている．例えば，高見ら 3) は，
徒歩・自転車利用時における移動経路上の傾斜や移動負担感の有無などを考慮して，年齢
階層別に満足度の評価関数を構築している．そして，一定の満足度を満たす距離内の施設
を数え上げている．喜多ら 4) は，バス停までの傾斜，年齢階層別の歩行速度，移動に対す
る個人の疲労度を考慮したバス利用時におけるアクセシビリティ指標を開発している．ま
た，喜多ら 5) は，上記のアクセシビリティ指標を拡張し，施設の営業時間，個人の外出可
能な時間を考慮したアクセシビリティ指標を提案している．そして，交通政策担当者によ
る主観的な行きやすさと提案した指標値の関係を考察している．しかし，こうした一連の
研究では，個人のモビリティを構成する一部の交通手段の利用可能性に着目して，アクセ
シビリティを計測しているため，モビリティの多様性が十分に考慮できていない．また，
特定の交通手段を対象として，アクセシビリティ指標が定式化されているため，その指標
をすべての交通手段あるいは異なる地域に適用することが難しい．このように，これまで
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の研究では，既存のアクセシビリティ指標，提案された新たな指標に関わらず，個人のモ
ビリティ水準の多様性を明示的に取り扱うことができるアクセシビリティの計測手法が確
立されていない． 
 そこで本章では，提案した交通手段の利用可能性指標を既存のアクセシビリティ指標に
組み込み，個人のモビリティ水準の多様性を考慮した新たなアクセシビリティ指標を構築
する．その際，個人の活動時間の多様性という観点からもアクセシビリティを計測するこ
とができるようにするとともに，異なる地域間，交通手段間で統一的に取り扱うことがで
きるように定式化を工夫する．そして，大都市部の一郊外住宅団地を取り上げて，本手法
を適用し，個人のモビリティの多様性という観点から，現状のアクセシビリティを計測す
るとともに，交通施策によるアクセシビリティの改善効果を予測することを目指す． 
 具体的には，本章では以下の分析を行なう． 
 1) まず，個人のモビリティ水準の多様性を考慮したアクセシビリティ指標の考え方を示
し，重力モデルに基づく指標をベースとしてその定式化を試みる．その際，個人の活
動時間による移動制約を時空間プリズムの概念を用いて計量化し，本指標に付加する
ことによって，活動時間の多様性も同時に反映させる． 
 2) 郊外住宅団地における「近隣センター」「連携拠点地区」へのアクセシビリティをそ
れぞれ計測し，感度分析を通じて，個人の交通手段の利用可能性や外出可能な時間の
長さがアクセシビリティに及ぼす影響を明らかにする． 
 3) 提案したアクセシビリティ指標と国勢調査の人口データを用いて，全居住者のアクセ
シビリティを推計することを試みる．そして，地区ごとの人口構成(多様なモビリテ
ィパターン)を踏まえて，地区間のアクセシビリティを比較するとともに，移動困難
者の推計を行なう． 
 4) 連携拠点地区へのバスサービスの改善案として，2通りのシナリオを想定し，施策前
後におけるバス利用時のアクセシビリティの変化を明らかにする． 
 
 
7.2 分析対象地域と使用データの概要 
 
 分析対象地域は，第 6章と同様に神戸市西区の西神戸ニュータウンである． 
 本章では，主に 3通りのデータを用いて分析を行なう． 
 まず 1 点目は，西神戸ニュータウンの居住者を対象として実施したアンケート調査結果
である．本章では，この調査結果のうち，個人のモビリティ，活動時間に関するデータを
用いる．なお，活動時間に関するデータは，図 7.1 に示す，買い物や通院，娯楽・余暇活動
に使用することができる時間帯を用いる． 
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 2 点目は，第 5 回近畿圏 PT 調査データ(平日)であり，この調査結果を用いて，アクセシ
ビリティを計測するために必要なパラメータを推定する．推定するパラメータ，およびそ
の推定方法については次節以降で述べる． 
 そして 3点目は，2010年に実施された国勢調査(小地域)の結果であり，このうち対象地域
における町丁目単位の男女別・年齢階層別の人口を用いる．本データは，全居住者のアク
セシビリティを推計するために用いられる． 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.1 外出可能な時間帯の質問票 
 
 
7.3 モビリティ水準の多様性を考慮したアクセシビリティ指標の提案と定式化 
 
(1) アクセシビリティ指標の考え方 
 これまで，数多くのアクセシビリティ指標が提案されているが，本研究では，重力モデ
ルに基づく指標(Gravity-based measure)を用いて，アクセシビリティ指標に個人のモビリティ
水準を反映させることを試みる． 
 式(7.1)は，一般的な重力モデルに基づく指標であり，交通手段 m 利用時における居住地 
p のアクセシビリティを示したものである．ここで， qM は施設 q の魅力度，
m
pqt は交通手
段 m 利用時における居住地 p から施設 q までの所要時間(分)， m は交通手段 m の所要
時間の減衰パラメータである． 
 
  


Qq
m
pq
m
q
m
p tMACC exp  (7.1) 
 ここで，寺山・小谷 6) は，個人のモビリティの多様性を考慮したアクセシビリティ指標
として，式(7.1)に個人 n の交通手段 m の利用可能性指標 mnpA を乗じたものを提案している
(式 7.2)． 
 
  


Qq
m
pq
m
q
m
np
m
np tMAACC exp  (7.2) 
(3) 1日の様々な活動のなかで、買い物や通院、娯楽・余暇活動に使用することができる時間帯について、平日・休日ごと   
   に下記の記入例に従いお答えください。                                                                         
 
①平日
②休日
記入例
76時 8 9 11 1210 1813 14 1716 19 212015 24時2322
①平日 
②休日 
記入例 
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 本指標を用いることで，簡便な指標ではあるものの，例えば，「魅力のある施設が自宅周
辺に立地しているのにも関わらず，歩行能力が低いために十分なアクセシビリティを維持
することができない」，あるいは「自宅周辺には施設が立地していないが，自動車の利用可
能性が高いため，高いアクセシビリティを確保することができている」などを表現できる． 
 その一方で，式(7.2)では，個人の外出可能な時間が考慮されていない．第 2章で述べたよ
うに，個人の活動時間の制約はアクセシビリティを計測する上で重要な要因の一つである．
例えば，公共交通を利用して外出する場合には，個人は，外出可能な時間内に運行されて
いる鉄道・バスのダイヤを利用し，目的地で活動を行ない，再び公共交通のダイヤを考慮
して帰宅しなければならない．こうしたことから，アクセシビリティをより適切に計測す
るためには，個人の外出可能な時間の長さを指標値に反映させる必要がある． 
 
(2) アクセシビリティ指標の定式化 
 そこで本研究では，時空間プリズムの概念を用いて，個人の外出可能な時間内に目的地
で活動を行なうことができる公共交通のダイヤの組み合わせの合計をアクセシビリティ指
標に組み込むこととする． 
 図 7.2は，外出可能な時間のもとで利用可能なダイヤの算出方法の例を示したものである．
ここでは，地区 p に居住している個人 n の外出可能な時間が 9:30から 17:00までとする．
また，地区 p-q 間にはバスが走っており，往路・復路ともに 2時間間隔で運行されている．
さらに，p-q間のバスの乗車時間は 30分とし，地区 q での滞在時間は 2時間とする．本研
究では，個人は，活動開始直前のバスと活動終了直後のバスを利用すると仮定する．この
とき，図に示す例では，個人 n は，居住地 p を 10:00 に出発し，活動目的地 q を 13:00
に出発するダイヤと，居住地 p を 12:00に出発し，活動目的地 q を 15:00に出発するダイ
ヤの 2 通りのダイヤパターンを選択することが可能である．したがって，外出可能な時間
内に活動を行なうことができるダイヤの組み合わせの合計は「2」となる． 
 本研究では，式(7.3)に示すように，活動時間の制約項   mnpqf exp1 を式(7.2)に乗じる
こととする．そして，この式(7.3)が，本研究で提案する「個人のモビリティの多様性を考慮
したアクセシビリティ指標」である． 
 
      


Qq
m
pq
m
j
m
npq
m
np
m
np tMfAACC  expexp1  (7.3) 
 
ここで，活動時間の制約項のうち， mnpqf は，個人 n の外出可能な時間内に目的地で活動を
実行することができる交通手段 m (公共交通)のダイヤパターン数であり， はそのパラメ
ータである．すなわち，   mnpqf exp1 は，外出可能時間内に実行可能なダイヤが増加す
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るにつれてアクセシビリティ値が増加することを意味している．一方，徒歩や自動車(自分
で運転・同乗)利用時におけるアクセシビリティを計測する際には，外出可能時間とダイヤ
のミスマッチによって生じる抵抗値が存在しないため， mnpqf とする．したがって，
   1exp1  mnpqf となる．ここで，自動車利用時においても外出可能な時間の長さがア
クセシビリティに影響を及ぼすことが想定されるが，本研究では自動車の利用可能性指標
において，時間調整の程度(他の運転者との時間調整，送迎者との時間調整)を考慮している． 
 
－111－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.2 外出可能な時間帯に実行可能なダイヤの算出方法 
 
9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:00 19:00 20:00
バス停（居住地） p の出発時刻
バス停（目的地） q の出発時刻
p - q 間の乗車時間：30分
目的地 q での滞在時間：2時間
乗車時間
滞在時間
個人 n の外出可能時間(9:30～17:00)
（仮定）活動開始直前のバスと活動終了直後のバスを利用する
運行ダイヤ
実行可能な
パターン①
待ち時間
実行可能な
パターン②
①居住地10:00発－目的地13:00発のダイヤと
②居住地12:00発－目的地15:00発のダイヤの2パターンが利用可能となる．
[条件]
[凡例]
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7.4 アクセシビリティ指標に用いるパラメータの推定 
 
 式(7.3)を用いて，個人のアクセシビリティを計測するためには，実行なダイヤパターン数
に関するパラメータ と，交通手段別の所要時間の減衰パラメータ m を推定する必要があ
る．以下ではパラメータの推定方法とその結果について示す． 
 
(1) 実行可能なダイヤパターンに関するパラメータの推定 
 実行なダイヤパターン数に関するパラメータ は，アンケート調査結果を用いて推定する．
本アンケート調査では，個人の外出可能な時間帯と，公共交通(バス・鉄道)別に「運行時間
と外出可能な時間が合わないため，該当する交通手段を利用して外出することをあきらめ
たかどうか」を尋ねている．図 7.3a)，b)は，時間帯ごとに外出することができる高齢者，
非高齢者の割合を平日，休日別に示したものである．平日についてみてみると，高齢者の
方が非高齢者よりも昼間に外出可能な割合が高くなっていることがわかる．一方，休日に
ついては，両者の分布形が類似した傾向を示している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a) 平日 
 
 
 
 
 
 
 
 
b) 休日 
図 7.3 外出可能な時間帯別にみた回答者の割合 
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 図 7.4は，外出可能な時間と運行時間が合わないために外出することをあきらめた割合を
示したものである．これより，バス，鉄道ともに半数以上の回答者は外出することをあき
らめた経験がなかったと回答している．また，バスと鉄道を比較すると，バス利用時の方
が鉄道よりも外出可能な時間と運行時間の不整合が生じやすい傾向にある．なお，高齢者
と非高齢者では，これらの構成に顕著な差はみられなかった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.4 外出することをあきらめた割合 
 
 本研究では，第 6 章において公共交通のうち，バスを取り上げて，その利用可能性を計
測している．そのため，ここでは二項ロジスティクス回帰分析を適用してバスに関するパ
ラメータを推定する． 
 目的変数は，あきらめた経験が「あった・ややあった」を選択した場合を 1，「あまりな
かった・なかった」を 0 とした二値データを用いる．説明変数は，平日の外出可能な時間
内に実行可能なダイヤパターン数である．このとき，ダイヤパターン数を算出するために
は，目的地と滞在時間を設定する必要がある．本研究では，目的地は西神中央駅として，
滞在時間は 1，2，3時間の 3 ケースに設定し，それぞれロジスティクス回帰分析を行なう．
また，その他の条件としては，平日の買い物行動を想定して，施設の営業時間内(9:00 から
20:00まで)に実行可能なダイヤパターンを数え上げることとする．ただし，この条件は必要
に応じて変更することができる(例えば，受診時間など)． 
 表 7.1，7.2は，滞在時間を 1時間，2時間とした場合における推定結果をそれぞれ示して
いる．なお，3時間のケースについてもパラメータの推定を行なったが，パラメータの有意
性が低かった．表 7.1，7.2 をみると，いずれの滞在時間においてもダイヤパターンに関す
るパラメータは有意水準 1%を満たしており，かつ符号の整合性も取れている．すなわち，
外出可能な時間内に実行可能なダイヤパターン数が減少するにつれて，バスを利用して外
出することをあきらめる傾向にある．また，推定結果を比較すると，滞在時間が 1 時間の
場合の方が 2 時間の場合よりもモデル全体の適合度 (χ2) が高くなっている．そこで本研究
は，滞在時間を 1 時間と想定した場合のパラメータ値をアクセシビリティ指標の算出に用
19.0%
9.1%
14.1%
8.2%
14.9%
18.1%
52.0%
64.5%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
バス(n=490)
鉄道(n=485)
あきらめたことがあった ややあった
あまりなかった なかった
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いることとする．図 7.5 は，横軸を実行可能なダイヤパターン数，縦軸を式(7.3)の右辺の
  mnpqf exp1 として，外出可能時間とダイヤのミスマッチによって生じる抵抗度を示し
たものである．これより，実行可能なダイヤが増加するにつれて，抵抗度   mnpqf exp1
が 1に近づく．また，外出可能時間に制約がなければ(9:00から 20:00まで外出可能)，約 10
分に 1 本の間隔でバスが運行されていると，抵抗値   mnpqf exp1 が 0.88 となる．この
ことは，バスが高頻度で運行されると，ダイヤによる制約を考慮することなく，バスを利
用することができることを示している． 
 
表 7.1 パラメータの推定結果(滞在時間 1時間の場合) 
 
 
 
 
 
 
表 7.2 パラメータの推定結果(滞在時間 2時間の場合) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.5 実行可能なダイヤと活動時間の制約項の関係 
  
偏回帰係数
実行可能なダイヤパターン数
(営業時間：9:00-20:00, 滞在時間：1h)
-0.037 14.34 **
定数項 -0.168 0.96
n
χ 2
431
14.92
wald統計量
**: 1%有意
偏回帰係数
実行可能なダイヤパターン数
(営業時間：9:00-20:00, 滞在時間：2h)
-0.031 11.16 **
定数項 -0.324 4.66 *
n
χ 2 11.64
**: 1%有意, *:5%有意
wald統計量
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(2) 交通手段別の所要時間の減衰パラメータの推定 
 交通手段別の所要時間の減衰パラメータ m を推定するために，第 5回近畿圏 PT 調査(平
日)の結果のうち，神戸市西区・北区(郊外住宅団地)に居住する回答者の交通行動データを
用いる． 
 本研究では，式(7.4)，(7.5)に示す，分布交通量の推計モデルを適用して，所要時間の減衰
パラメータを求める． 
 
  mpqqpmpq tfAkGX   (7.4) 
    mpqmmpq ttf  exp  (7.5) 
 
ここで， mpqX は交通手段 m におけるゾーン p-q 間の分布交通量であり， pG はゾーン p に
おける発生交通量， qA はゾーン q における集中交通量である．また，
mk  ,,, は未知
パラメータであり，このうち m が交通手段 m 利用時における所要時間 mpqt の減衰パラメー
タである． 
 一方，PT 調査データには，ゾーン間の直線距離がデータ項目として収録されているが，
所要時間の代表値は収録されていない．そこで本研究では，同一ゾーン間を移動している
回答者を抽出した上で，交通手段ごとに回答者の所要時間の平均値を算出し，その値をゾ
ーン間の所要時間 mpqt (分)とした． 
 表 7.3は，交通手段別のパラメータの推定結果を示したものである．いずれの交通手段に
おいてもモデル全体の適合度を示す，修正済み R2値は 0.8 以上と高く，各変数のパラメー
タもすべて有意水準 1%を満たし，符号の整合性は取れている．また，所要時間の減衰パラ
メータ m に着目すると，その絶対値は「徒歩」が最も大きく，次いで「バス」「自動車」
の順となっている．すなわち，所要時間に対する抵抗感は徒歩が最も大きく，自動車が最
も小さいことを示している．この大小関係は直感的に理解できるため，本研究では，これ
らの値を交通手段別の所要時間の減衰パラメータとして用いることとした． 
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表 7.3 交通手段別の所要時間減衰パラメータの推定結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7.5 アクセシビリティの感度分析 
 
 ここでは，個人の保有している「財・資源」「変換能力」，居住地データを用いて，いく
つかの個人属性のパターンを設定し，提案したアクセシビリティ指標の感度分析を行なう． 
 
(1) アクセシビリティの計測対象 
 全国各地の郊外住宅団地では，地区内に近隣センターと呼ばれる商業施設が計画的に配
置されているところが多い．対象地域においても図 7.6に示すように，対象地域の中心部に
近隣センターが立地しており，居住者の大半がこの近隣センターで買い物を行なっている． 
 一方，神戸市では，都市活動や文化活動を支える「都市拠点地区」に加えて，これらの
機能を兼ね備えつつ，都心や隣接市の交通結節点となる「連携拠点地区」を設けている 7)．
この連携拠点地区の一つが西神中央地区であり，図 7.7に示すように，対象地域から約 6km
離れたところに位置している．また，対象地域の居住者にとって，西神中央駅は，都心へ
の交通結節点や，買い物先，通院先として重要な役割を果たしている． 
 そこで本研究では，目的地として，1)近隣センターと 2)連携拠点地区(西神中央駅)を取り
パラメータ
所要時間 β m -0.026 -6.36 **
発生交通量 α 0.308 4.52 **
集中交通量 φ 0.328 4.78 **
n
修正済みR 2
所要時間 β m -0.014 -7.21 **
発生交通量 α 0.190 11.92 **
集中交通量 φ 0.198 12.15 **
n
修正済みR 2
所要時間 β m -0.020 -2.80 **
発生交通量 α 0.534 5.67 **
集中交通量 φ 0.207 3.02 **
n
修正済みR 2
**: 1%有意
注) k =1としてパラメータを推定している．
自動車
1029
0.83
バス
60
0.87
t  値
徒歩
293
0.82
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上げて，アクセシビリティを計測することとする．また，提案したアクセシビリティ指標
は交通手段ごとに計測されるため，近隣センターへのアクセシビリティは徒歩を対象とし，
連携拠点地区へのアクセシビリティは，自分で運転，同乗，バスを対象とすることとした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.6 対象地域の近隣センターの位置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.7 対象地域と連携拠点地区(西神中央地区)の位置関係 
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(2) 近隣センターへのアクセシビリティ 
 図 7.8a)，b)は，年齢階層・身体制約の程度・居住地区ごとに，徒歩利用時における近隣
センターへのアクセシビリティを男女別にそれぞれ示したものである．これより，いずれ
の年齢階層・身体制約の程度・居住地においても，女性の方が男性よりもアクセシビリテ
ィは低くなっている．さらに，性別に関わらず，高齢になるにつれて，身体制約の程度が
大きくなるにつれて，居住地から近隣センターまでの距離が長くなるにつれてアクセシビ
リティは低下する．また，「居住地が桜が丘東町 3丁目であり，かつ身体制約のない 65－69
歳のアクセシビリティ」と「居住地が秋葉台 1 丁目であり，かつ外出するためには補助具
が必要な 75歳以上のアクセシビリティ」の差をみると，後者のアクセシビリティは，前者
のアクセシビリティの約 2割程度であることがわかる．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         a) 男性                b) 女性 
図 7.8 徒歩利用時における近隣センターへのアクセシビリティ 
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(3) 連携拠点地区へのアクセシビリティ 
 図 7.9は，年齢階層別・運転の際に感じる負担の程度別・他の運転者との時間調整の程度
別に，自分で運転利用時における連携拠点地区へのアクセシビリティを算出した結果を示
している．なお，居住地は桜が丘東町 3 丁目，自動車の保有台数は 1 台として，アクセシ
ビリティを算出している．これより，高齢になるにつれて，そして変換能力(運転の際に感
じる負担，他の運転者との時間調整の程度)が低下するにつれてアクセシビリティが低くな
ることがわかる．また，「65歳－69歳で変換能力に特に制約のない場合」と「70歳以上で，
運転に負担を感じ，他の運転者との時間調整が必要な場合」のアクセシビリティを比較す
ると，後者のアクセシビリティは前者に比べて 88%減少している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.9 自動車(自分で運転)利用時の連携拠点地区へのアクセシビリティ 
 
 居住地が桜が丘東町 3 丁目であり，送迎を頼むことができる人数が 1 人の場合における
同乗利用時のアクセシビリティを，送迎者との時間調整の程度別に示したものが図 7.10 で
ある．これより，送迎者との時間調整が必要であるほどアクセシビリティは低くなること
がわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.10 自動車(同乗)利用時の連携拠点地区へのアクセシビリティ 
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 図 7.11 は，年齢階層別・身体制約の程度別・外出可能な時間別に，バス利用時における
連携拠点地区へのアクセシビリティを示したものである．なお，ここでは性別は女性，居
住地は桜が丘東町 3丁目，目的施設の営業時間は 9:00から 20:00にそれぞれ固定している．
これをみると，徒歩利用時のアクセシビリティと同様に，高齢になるにつれて，また身体
制約が大きくなるにつれてアクセシビリティが低下する傾向が窺える．さらに，いずれの
年齢階層・身体制約の程度においても，外出可能な時間が 9 時間(9:00-18:00)から 3 時間
(9:00-12:00)に減少することによってアクセシビリティが大幅に低下することがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.11 バス利用時の連携拠点地区へのアクセシビリティ 
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7.6 地区単位のアクセシビリティの評価方法の提案とその適用 
 
 前節では，個人属性をいくつかのパターンに設定することによって，パターンごとのア
クセシビリティを定量的に示した．その一方で，地域，あるいは地区単位にアクセシビリ
ティを評価するためには，その地域(地区)内における人口構成の分布(多様なモビリティパ
ターン)を考慮する必要がある． 
 そこで本節では，提案したアクセシビリティ指標と国勢調査の人口データを用いて，全
居住者のアクセシビリティを推計する方法を提案する． 
 
(1) 推計居住者データの作成方法 
 平成 22 年国勢調査(小地域)データのうち，対象地域における町丁目ごとの年齢階層，男
女別の人口データを用いる．本研究では，筆者らが実施したアンケート調査の項目(財・資
源，変化能力，外出可能時間)を国勢調査の人口データに付加し，推計居住者データを構築
する．ここでは，桑野 8) が提案した手法を参考にして，推計居住者データを作成する． 
 推計居住者データの作成手順は以下に示すとおりである． 
 
 Step1) 町丁目ごとの男女別・年齢階層別人口の総数データを個人データに変換する．こ
のとき，個人データには居住地，性別，年齢の情報が付加されている． 
 Step2) 個人データに一様乱数を発生させる． 
 Step3) 乱数とアンケート調査より得られた属性の分布(年齢階層別の身体制約の程度の
構成比など)を用いて，個人データにその属性を付加する． 
 Step4) Step 2)，3)を繰り返し，アクセシビリティ指標に関わるすべての属性を個人デー
タに付加する． 
 
 このような手順で推計居住者データを作成し，提案したアクセシビリティ指標を用いて，
全居住者による 1)近隣センター，2)連携拠点地区へのアクセシビリティを交通手段別に計測
した． 
 
(2) 近隣センターへのアクセシビリティ 
a) 年齢階層別にみたアクセシビリティ 
 図 7.12 は，徒歩利用時における近隣センターへのアクセシビリティの平均値を年齢階層
別に示したものである．これより，高齢になるにつれてアクセシビリティは徐々に低下し
ていることがわかる． 
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図 7.12 年齢階層別にみた徒歩利用時の近隣センターへのアクセシビリティ(平均値) 
 
b) 居住地間のアクセシビリティの比較 
 居住地ごとに近隣センターへのアクセシビリティの平均値を地図上に円の大きさで示し
たものが，図 7.13 である．これをみると，居住地間でアクセシビリティに差異が認められ
る．地域の外縁部に着目すると，秋葉台 1 丁目ではアクセシビリティが地域内で最も低く
なっている．その一方で，桜が丘西町 6 丁目ではアクセシビリティが高く，近隣センター
までの距離が最も短い桜が丘東町 3 丁目のアクセシビリティと同程度である．これは，対
象地域内の平均高齢化率が 26.1%であるのに対して，桜が丘西町 6丁目は，高齢化率が 7.5%
であり，地域内で高齢者人口が最も少ないことが影響している．このように推計居住者デ
ータに基づいてアクセシビリティを計測することによって，人口構成を反映させた居住地
間の比較が可能となる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.13 徒歩利用時における近隣センターへのアクセシビリティの分布  
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(3) 連携拠点地区へのアクセシビリティ 
a) 年齢階層別にみたアクセシビリティ 
 図 7.14a)，b)，c)は，自分で運転，同乗，バス利用時における連携拠点地区へのアクセシ
ビリティを年齢階層別にそれぞれ示したものである．これらより以下のことがわかる． 
 まず，自分で運転のアクセシビリティについてみてみると，50－55 歳においてアクセシ
ビリティが急激に低下し，その水準は 60－64歳までは同程度である．これは，50－55歳以
降になると，運転能力が低下し，運転する際に感じる負担度が増加することが影響してい
る．また，65歳－69歳になると，アクセシビリティはさらに低下し，75歳以上になるとア
クセシビリティは大幅に低下する． 
 同乗のアクセシビリティをみると，加齢に伴うアクセシビリティの減少は比較的小さい．
また，60－64 歳までの年齢階層においては，アクセシビリティ水準はほぼ横ばいであり，
65－69 歳においてアクセシビリティ水準は減少し，それ以降はほぼ一定水準を維持してい
る．この理由としては，高齢者(65歳以上)の方が非高齢者(65 歳未満)よりも夫婦世帯や単身
世帯が多く，送迎者が少ないことが挙げられる． 
 バスのアクセシビリティについては，高齢になるにつれてアクセシビリティが低下して
いることが読み取れる．また，先の図 7.3に示すように，平日については，高齢者の方が非
高齢者よりも外出可能な時間が長い．そのため，アクセシビリティの低下が緩慢なものに
なることが想定される．しかし，非高齢者に比べて高齢者は身体能力が低いため，アクセ
シビリティは低くなる．すなわち，高齢者にとっては外出可能な時間よりも各人の身体能
力の方がアクセシビリティに強く影響を及ぼすことが推測される． 
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a) 自分で運転 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b) 同乗 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
c) バス 
図 7.14 年齢階層別にみた連携拠点地区へのアクセシビリティ(平均値) 
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b) 居住地間のアクセシビリティの比較 
 バス利用時における居住地の平均アクセシビリティの分布を地図上に円の大きさで示し
たものが，図 7.15 である．これをみると，桜が丘西町 2 丁目，3 丁目において特にアクセ
シビリティが低くなっていることがわかる．これらの居住地は，連携拠点地区へ向かうバ
ス停までの距離が長く，経路が急傾斜となっている．また，高齢化率が最も高く，居住者
のモビリティ水準も低い．したがって，対象地域において連携拠点地区までのアクセシビ
リティの確保が最も急務な居住地であるといえる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.15 バス利用時における連携拠点地区へのアクセシビリティの分布 
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c) 移動困難者の推計 
 地方都市や中山間地域では，大半の人々が自動車を利用することによって，アクセシビ
リティを維持している．こうした地域に居住する人々は，自動車を利用して目的施設へ到
達できるか，ということを第一に考え，他の交通手段を利用した際の利便性と比較し，交
通手段を決定していることが推測される．したがって，アクセシビリティの確保にむけて
生活支援サービスを導入したり，あるいは既存のサービスを改善したりするためには，自
動車利用時に得られる個々人のアクセシビリティを適切に評価する必要がある．すなわち，
自動車を利用して高いアクセシビリティを維持できない人，あるいは近い将来に利用が困
難になる人が，地域内でどの程度存在しているのかを明らかにしなければならない． 
 そこで本研究では，「自分で運転(m=d)」と「同乗(m=p)」のアクセシビリティ mACC を用
いて，自動車利用アクセシビリティマトリクスを作成し，対象地域内における自動車によ
る移動が困難な人々を抽出する．そして，得られた結果とバスのアクセシビリティを重ね
合わせることで移動困難者を推計する． 
 表 7.4 は，自動車利用時におけるアクセシビリティのマトリクスの算出例を示している．
表中の d ， p は自分で運転，同乗のアクセシビリティの閾値であり，この値を用いて，
自動車利用が困難な人々を試算する．なお，は分析者，あるいは政策立案者が柔軟に設定
できるものとする．本研究では，このとして，それぞれの交通手段を利用した際に得られ
る高齢者のアクセシビリティの平均値  64.0;25.0  pd  を用いることとする． 
 本研究では，表中の①を「自動車によるアクセス不可群」，②・④を「アクセス不可予備
群」と呼ぶこととする． 
 
表 7.4 自動車アクセシビリティマトリクスの算出例 
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 表 7.5は，対象地域における高齢者を対象とした，自動車利用アクセシビリティマトリク
スの算出結果を示したものである．対象地域では，自動車によるアクセス不可群に属する
高齢者は 436 人であり，高齢者全体の 6.6%を占めている．また，アクセス不可予備群に該
当する高齢者は，752 人(11.4%)であることがわかる． 
 一方，図 7.16 は，アクセス不可群・不可予備群に該当する高齢者のみを対象として，バ
ス利用時におけるアクセシビリティの分布を示したものである．この結果，自動車のアク
セシビリティ値が 0 であり，かつバスのアクセシビリティ値も 0 である，移動困難者が対
象地域内に 42人存在しており，高齢者全体の 0.6%を占めると推計された．このように，推
計居住者データを作成することによって，個人の多様なモビリティ水準を反映させた上で，
移動困難者，あるいはその予備群を抽出できる．また，本手法を他の地域に適用し，地域
間で比較することによって，交通施策を実施すべき地域の順位付けにも活用することがで
きる． 
 
表 7.5 自動車アクセシビリティマトリクスの算出結果(高齢者) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.16 移動困難者の推計結果  
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7.7 交通施策によるアクセシビリティの改善効果の予測 
 
 ここでは，提案したアクセシビリティ指標，および推計居住者データを用いて，連携拠
点地区へのバスサービスの改善による，バス利用時のアクセシビリティの変化を明らかに
する． 
 図 7.17 は，対象地域内におけるバス路線を示している．対象地域には，3 つの系統のバ
スが運行されている．20系統・20A系統は，連携拠点地区(西神中央駅)と対象地域を結ぶ路
線であり，11系統は対象地域の一部を循環する路線である． 
 対象地域では，2015 年 4 月にダイヤ改正が行われ，10 時から 14 時台のオフピーク時に
おける，20 系統，20A 系統を合わせた西神中央駅行きのバスが 1 時間に 2 便から 3 便に増
便された．そこで本研究では，このダイヤ改正を「シナリオ 1」として，旧ダイヤと現ダイ
ヤのアクセシビリティを比較する． 
 一方，図中に示す，桜が丘西町(1~4丁目)，中町 4丁目，東町 4・5丁目は，西神中央駅行
きのバス停までの距離が長く，他の町丁と比べてアクセシビリティが低くなっている．ま
た，アンケート調査結果の自由記述欄において，上記の町丁に居住する回答者によるバス
の改善要望が多かった．そこで本研究では，「シナリオ 2」として 11系統を再編することを
考える．詳しい再編案は，7.7(2)で述べる． 
 なお，いずれのシナリオにおいても居住者のモビリティ水準は現在のままとする． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.17 対象地域のバス路線網(現況)  
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(1) シナリオ 1 
 図 7.18は，旧ダイヤ(1時間に 2便)と現ダイヤ(1時間に 3便)の連携拠点地区(西神中央駅)
へのアクセシビリティを居住地ごとに示したものである．ダイヤ改正によって，いずれの
居住地においてもアクセシビリティが増加していることがわかる．しかし，依然として，
桜が丘西町 1~4 丁目などでは，アクセシビリティの大幅な改善には至っていない．こうし
たことから，既存路線のダイヤ改正のみでは，居住地間のアクセシビリティの格差がさら
に広がることが推測される．したがって，居住地間のアクセシビリティの格差を是正する
ためには，ダイヤ改正以外の他の施策を実行する必要がある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.18 シナリオ 1によるバス利用時のアクセシビリティの改善効果 
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(2) シナリオ 2 
 すでに述べているように，ここでは，一部の居住地のみを循環する 11 系統の再編を行な
い，バス利用時におけるアクセシビリティの変化を分析する．具体的には，図 7.19 に示す
ように，11 系統を西神中央駅に延伸することを考える．また，それに伴い，桜が丘中町に
バス停を新設することとする．なお，その他のバス停については既存の 11 系統のバス停を
活用する．運行形態については，平日の 8時から 19時台までの運行とする． 
 その他の条件として，路線再編後には，居住者は往路・復路ともに自宅から最も近いバ
ス停を利用すると仮定する．なお，20 系統・20A 系統は現時点のサービス水準のままとす
る． 
 こうした条件のもとで，本研究では，1 時間に「1 便のケース」と「2 便のケース」を想
定し，アクセシビリティの変化を明らかにする． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.19 バス路線の改善案(シナリオ 2) 
 
 図 7.20 は，現況のバス路線と再編後のバス路線(1 時間に 1 便・2便のケース)のアクセシ
ビリティを居住地別に示したものである．なお，図中において点線で囲った居住地以外は，
再編後も最寄りのバス停は変化しないため，アクセシビリティも同一の値となる．最寄り
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 まず，1時間に 1便の運行形態では，アクセシビリティに変化がみられた 7つの居住地の
うち，4つの居住地では，現況と比較してアクセシビリティが増加している．しかしながら，
居住地間のアクセシビリティの格差が明確に改善されたとは言い難い．一方，残りの 3 つ
の居住地では，現況のアクセシビリティよりも低くなっている．これは，再編後のバス停
までの距離と現時点のバス停までの距離に顕著な差はみられないためである．こうしたこ
とから，運行頻度の多い既存の 20 系統・20A 系統を利用した場合の方がアクセシビリティ
は高くなる． 
 これに対して，2便の場合についてみてみると，7つの居住地のうち 6つの居住地におい
て，アクセシビリティが大幅に改善されている．そして，他の居住地とのアクセシビリテ
ィの差が小さくなっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.20 シナリオ 2によるバス利用時のアクセシビリティの改善効果 
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 現時点で最もアクセシビリティの低い居住地(桜が丘西町 2丁目)に着目して，再編後にお
ける高齢者のアクセシビリティの変化を年齢階層別・身体制約の程度別に算出した．その
結果が図 7.21 である．なお，この図は，推計居住者データによるアクセシビリティの平均
値ではなく，感度分析の結果である． 
 いずれの個人属性のパターンにおいても再編することによってアクセシビリティは増加
し，1時間に 2便のケースでは大幅に改善されることがわかる．従来は，高齢者の平均的な
モビリティ像を想定して，施策によるアクセシビリティの改善効果を算出していたものが
多い．これに対して，本研究で提案したアクセシビリティ指標は，多様なモビリティパタ
ーンごとに，施策による改善効果を予測することが可能である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.21 高齢者のアクセシビリティの改善効果(シナリオ 2) 
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(3) 地域全体におけるアクセシビリティの改善度の変化 
 図 7.22 は，地域全体における連携拠点地区へのバスアクセシビリティの平均値をシナリ
オ別に示している．2015 年 4 月に実施された 20 系統・20A 系統の増便(シナリオ 1)によっ
て，地域全体のアクセシビリティが向上していることがわかる．また，本研究で提案した
バス路線の再編案(シナリオ 2)を適用すると，1 時間に 1 便のケースにおいても旧ダイヤに
比べて，アクセシビリティは改善されていることがわかる．しかし，シナリオ 1 と比較す
ると顕著な差はみられない．一方，1時間に 2便のケースでは，地域全体のアクセシビリテ
ィが最も改善することがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.22 アクセシビリティの改善効果の比較 
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7.8 本章のまとめと今後の課題 
 
 本章では，個人のモビリティ水準の多様性を考慮した新たなアクセシビリティ指標を構
築した．そして，本指標を神戸市の郊外住宅団地の居住者へ適用し，居住者のアクセシビ
リティを計測した．以下では本章で得られた成果を要約する． 
 1) 重力モデルに基づくアクセシビリティ指標に提案した個人の交通手段の利用可能性
指標を乗じることで，個人のモビリティ水準の多様性をアクセシビリティ指標に反映
させることを試みた．そして，時空間プリズムの概念を用いた個人の活動時間による
移動制約項を同時に付加させることによって，新たなアクセシビリティ指標を構築し
た．これによって，個人の身体能力の差異や，外出可能な時間と公共交通ダイヤのミ
スマッチなどによって生じる減衰効果を表現することが可能となった．また，既存の
交通行動データや独自に実施したアンケート調査を最大限活用し，アクセシビリティ
を計測するために必要なパラメータを推定した． 
 2) 提案した指標を用いて，神戸市の西神戸ニュータウン居住者による，「近隣センター」，
「連携拠点地区」へのアクセシビリティをそれぞれ計測し，それらの感度分析を行な
った．その結果，いずれにおいても，個人の交通手段の利用可能性や，外出可能な時
間の制約が大きくなるにつれて，アクセシビリティが低下することが明らかとなった．
特に外出可能な時間が短くなることによって，アクセシビリティが急激に低下するこ
とがわかった． 
 3) 本アクセシビリティ指標と国勢調査の人口データを用いて，全居住者のアクセシビリ
ティを推計する方法を提案し，対象地域における推計居住者データベースを作成した．
これによって，全居住者のアクセシビリティを試算することができ，地区ごとの人口
構成(多様なモビリティパターン)を考慮したアクセシビリティの地区間比較や，移動
困難者の推計が可能となった． 
 4) 対象地域において，「既存路線の運行本数の増加」と「循環路線の延伸」の 2 通りの
シナリオを設定し，連携拠点地区へのバスアクセシビリティの改善効果を計測した．
その結果，既存路線の増便では，地区間のアクセシビリティの格差が改善しないこと
がわかった．一方，循環路線を延伸する場合には，1 時間に 2 便程度の運行形態によ
って，地区間の格差が大幅に改善されることが明らかとなった． 
 
 最後に本章で示した研究における今後の課題としては以下の諸点が挙げられる． 
 1) まず，重力モデルに基づく指標をベースとして，個人のモビリティ水準の多様性を考
慮した新たなアクセシビリティ指標を定式化したが，その妥当性について検証する必
要がある．その検証方法の 1つとしては，喜多ら 5)のように，住民や交通政策担当者
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の主観的な評価値との相関関係を調査することが挙げられる．また，効用理論に基づ
く指標のような合理的な解釈が与えられるように，定式化を改良することも考えられ
る． 
 2) 本章では，交通手段別にアクセシビリティ指標を計測し，それらの評価を試みている
が，本来は，効用理論のように利用可能な交通手段をすべて考慮した総合的なアクセ
シビリティを計測することが望ましい．そのためには，交通手段間のウエイトについ
ても検討する必要がある． 
 3) 本章で提案した推計居住者データの作成方法を他の地域に適用することによって，
様々な地域における居住者のアクセシビリティを推計することは可能であるが，その
ためには，推定したパラメータ(変換能力の減衰抵抗，実行可能なダイヤパターン数
に関するパラメータ，交通手段別の所要時間の減衰パラメータ )の移転可能性
(transferability)を高める必要がある．したがって，今後は Web 調査などを活用して，
サンプル数を拡大し，パラメータを再度推定していきたい． 
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第 8章 結 論 
 
 
8.1 本研究の成果 
 
 わが国では，モータリゼーションの進展や，郊外部における商業・医療施設などの生活
関連施設の立地の増加，公共交通サービスの低下などにより，人々の生活環境は大きな変
化を遂げてきた．特に，超高齢化社会を迎えたわが国では，このような生活環境の変化は，
自動車を利用することができない高齢者の買い物や通院といった生活交通を困難にするな
ど大きな社会問題を生じさせている．こうしたことから，今後，高齢者の生活交通の利便
性をどのように維持・確保していくかが重要な課題となっており，高齢者に配慮した交通
施策の推進が求められている． 
 こうした背景のもとで，本研究は，高齢者による生活交通におけるアクセシビリティの
計測方法を構築するとともに，その適用を通じて構築した方法の有効性を実証し，問題点
を明らかにすることを目的としたものである．本研究では，まず，既存のアクセシビリテ
ィ指標を活用して，高齢者と非高齢者の行動特性の差異を反映させたアクセシビリティの
計測方法を提案した．次に，高齢者のモビリティ水準の多様性を考慮した新たなアクセシ
ビリティ指標を提案した．1点目については第 3 章から第 5章で，2点目については第 6章，
第 7章でそれぞれ分析を行なった． 
 以下では本研究で得られた成果を，本論文の構成に従って示す． 
 
 第 2 章では，まずアクセシビリティとモビリティの定義を示し，次いで既存のアクセシ
ビリティ指標に関する研究の文献調査を行なった．既存のアクセシビリティの計測手法は，
累積機会数に基づく指標，重力モデルに基づく指標，効用理論に基づく指標，活動スケジ
ュールに基づく指標の 4 通りに分類され，ここでは，それぞれの特徴を整理し，研究事例
を概観した．そして，こうした既往研究を踏まえて本研究における各章のアクセシビリテ
ィ指標の位置づけを明確にした． 
 
 第 3章では，Nakanishi and Cooper が提案した対数線形化された Huff modelを用いて，目
的地の魅力度を推定する方法を示すと同時に，本手法により居住地のアクセシビリティを
推定できることを新たに証明した．これによって，交通行動データのみから目的地の魅力
度と居住地のアクセシビリティを同時に算出することが可能となった．そして，本手法を
PT 調査データに適用し，大都市部の既成市街地の居住者による，買い物目的地の魅力度，
およびそれら目的地へのアクセシビリティを高齢者・非高齢別に算出した．その結果，高
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齢者，非高齢者ともに，買い物目的地の魅力度，および居住地のアクセシビリティに関す
るパラメータを比較的良好な精度で推定できることが明らかとなった．さらに，推定され
たパラメータに基づいて算出された魅力度とアクセシビリティの空間分布を示すことによ
って，高齢者・非高齢者ともに，大規模小売店舗が集積しているゾーンにおいて魅力度が
高く，それらのゾーンが近接している居住地ゾーンのアクセシビリティが高くなっている
ことが明らかとなった．また，高齢者と非高齢者では，魅力度の高いゾーンが異なり，高
齢者は百貨店が立地するゾーン，非高齢者はお菓子・スイーツなどの小規模な専門店が立
地するゾーンの魅力度が相対的に高くなっていた．そして，その結果として，高齢者と非
高齢者の居住地のアクセシビリティの分布には若干の差異が生じることがわかった． 
 
 第 4章では，効用理論に基づく指標を用いて，地方都市の居住者による日常的な買い物，
通院交通におけるアクセシビリティを高齢者・非高齢者別に算出した．ここでは，まず日
常的な買い物，通院交通のそれぞれについて，目的地の選択モデルを構築した．その際，
高齢者と非高齢者による観測異質性を考え，同一の選択モデル内で高齢者，非高齢者別に
パラメータを推定した．その結果，いずれの目的地選択モデルにおいても比較的良好な精
度でパラメータを推定することができ，目的地の選択には移動距離が最も寄与しており，
高齢者の方が非高齢者よりも距離に対する抵抗感が大きいことがわかった．また，大規模
小売店舗の店舗面積や病院までの直通バスの有無がそれぞれの目的地の選択に有意に寄与
していた．目的地の選択モデルから得られるログサムを用いて，買い物，通院交通別のア
クセシビリティを算出した結果，買い物については，商業施設が集積している DID 地区内
において，高齢者と非高齢者のアクセシビリティがともに高くなっていた．一方，DID 地
区外では，中心部から離れるに従って，高齢者と非高齢者のアクセシビリティの差が大き
くなっていた．通院については，DID 地区内，外を問わず，高齢者の方が非高齢者よりも
アクセシビリティは低く，両者の差は大きくなっていた．さらに，居住地ごとの高齢化率
と高齢者の買い物，通院のアクセシビリティを対比させることによって，生活交通に対す
る問題の深刻度を把握するとともに，問題地区を抽出した． 
 
 第 5 章では，効用理論に基づく指標を用いて，大都市部の既成市街地と郊外住宅団地を
対象として，買い物交通におけるアクセシビリティを高齢者，非高齢者別に計測した．そ
して，地域特性，個人属性の違いがアクセシビリティに及ぼす影響を検証した．そのため
に，まず Nested Logit Model を用いて，買い物目的地・交通手段の選択モデルを構築し，地
域別，年齢別にパラメータを分けて推定を行なった．その結果，既成市街地，郊外住宅団
地ともに，大規模小売店舗の立地形態が目的地の選択に強い影響を与えていた．また，既
成市街地では郊外住宅団地に比べて小規模な店舗の影響力が大きくなっていた．さらに，
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郊外住宅団地の居住者よりも既成市街地の居住者の方が，非高齢者よりも高齢者の方が，
移動距離に対する抵抗感が大きいことがわかった．目的地・交通手段の選択モデルから得
られるログサムを用いて，アクセシビリティを算出した結果，いずれの地域においても高
齢者の方が非高齢者よりもアクセシビリティは低くなっていた．また，高齢者は既成市街
地の中心部においてアクセシビリティが最も高くなっていた一方で，非高齢者については，
郊外住宅団地と既成市街地の中心部のアクセシビリティが同程度であった．さらに，自動
車が利用できない場合を想定し，アクセシビリティを算出した結果，郊外住宅団地では自
動車が利用できなくなることによってアクセシビリティは大幅に減少することがわかった．
一方，既成市街地では，地区ごとにアクセシビリティの維持に貢献している交通手段が異
なり，中心部や臨海部では自転車によってアクセシビリティは支えられていた． 
 
 第 6 章では，個人のモビリティを計量化するための方法として，各人の交通手段の利用
可能性指標を算出することを提案した．このとき，Senの潜在能力アプローチの考え方を用
いて，交通手段の利用可能性指標は，個人の保有する「財・資源」と「変換能力」から構
成されるとして，その定式化を試みた．変換能力については，個人の身体的な制約や時間
的な制約などによる能力の低下を反映できるように定式化を工夫した．また，これらの能
力は，既存のデータと独自に実施した郊外住宅団地居住者へのアンケート調査を最大限活
用して，推計することを試みた．そして，本指標を用いて，回答者の「徒歩」「自分で運転」
「同乗」「バス」の 4 通りの交通手段の利用可能性指標を計測し，その分布にみられる特徴
を考察した．さらに，「徒歩」「自分で運転」「同乗」の 3 通りの利用可能性指標を用いて，
年齢階層別に回答者を類型化した結果，いずれの年齢階層においても複数のモビリティグ
ループを抽出することができ，モビリティ水準の多様性を実証することができた．また，
いずれの年齢階層においても，自動車を利用できるグループと利用が困難なグループに二
分されることが明らかとなり，高齢になるにつれて相対的にモビリティ水準の低いグルー
プが出現することがわかった． 
 
 第 7 章では，目的地の魅力度と所要時間に対する減衰抵抗から規定される，重力モデル
に基づく指標を定式化の基本として，それに第 6 章で提案した交通手段の利用可能性指標
を乗じることによって，個人のモビリティ水準の多様性を考慮した新たなアクセシビリテ
ィ指標を構築した．その際，個人の活動時間の制約項を組み込むことによって，本指標を
活動時間の多様性という観点からも計測できるように定式化を工夫した．この結果，近隣
に魅力の高い施設が立地しているほどアクセシビリティが高いという従来からの知見に加
えて，そのアクセシビリティが，個人の身体制約の程度や，外出可能な時間帯と公共交通
のダイヤの不整合によって減衰することを，簡便な指標で統一的に計測することが可能と
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なった．そして，提案したアクセシビリティ指標を用いて，一郊外住宅団地を対象として，
近隣センター，連携拠点地区へのアクセシビリティをそれぞれ交通手段別に計測し，それ
らの感度分析を行なった．また，本指標と人口データを用いて，対象地域内における全居
住者のアクセシビリティを推計する方法を提案した．その結果，地区ごとに異なる人口構
成(多様なモビリティ水準)を考慮した上で，地区間の平均的なアクセシビリティを比較する
ことや，移動困難者をより詳細に推計することが可能となった．さらに，この推計居住者
データを用いて，バスサービスの改善によるアクセシビリティの変化を分析した結果，既
存のバス路線の運行頻度の改善のみでは，地区間のアクセシビリティの格差は改善されな
いことがわかった．その一方で，1時間に 2便程度の運行形態の新たなバス路線を導入する
ことによって，地区間の格差は改善されることが明らかとなった． 
 
 
8.2 高齢者に配慮したまちづくり・交通施策への示唆 
 
 本研究は，高齢者の生活交通におけるアクセシビリティの計測方法を構築することを目
的としたものである．一方，各章におけるアクセシビリティの計測結果からは，高齢者に
配慮したまちづくり・交通施策の今後の展望について，有益な情報が得られている． 
 
(1) ネットワーク型コンパクトシティの形成 
 高齢者は，非高齢者に比べて，移動距離に対する抵抗が大きく，その結果として享受で
きるアクセシビリティ水準は低くなっていた(第 4 章，5 章)．また，自動車が利用できなく
なることによって，高齢者のアクセシビリティが急激に低下することを示した(第 5章)．こ
うしたことから，かねてから指摘されている，歩いて暮らすことができるまちづくり(コン
パクトシティ)を目指すことの重要性が示唆された． 
 一方，施設が高密度で立地している地区では，自動車を利用することができない高齢者
のアクセシビリティが高い水準で維持されていたことから(第 5章)，こうした地区への転居
も有効な施策の一つであると考えられる．しかしながら，居住地の変更は，これまで築き
上げてきた，各人の社会ネットワークを弱める可能性がある．そのため，こうしたことに
配慮しながら，都市機能や生活拠点の集約化を図り，複数の都市拠点・生活拠点を形成し，
拠点間を公共交通で連携させることが求められる． 
 また，コンパクトシティを形成するにあたっては，商業・医療施設などの配置も重要で
ある．本研究では，特定の既成市街地居住者を対象とした分析ではあるものの，高齢者と
非高齢者では目的地に対する魅力度が異なること(例えば，高齢者とっては百貨店が立地し
ているゾーンの魅力度が高い，など)を実証した(第 3 章)．こうしたことから，地区内およ
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びその周辺の人口構成を考慮した上で，居住者のニーズを踏まえた施設を適切に配置する
ことが必要であると考える． 
 
(2) 高齢者のモビリティ水準に応じた交通サービスの提供 
 本研究では，高齢になるにつれてモビリティは低下し，同じ高齢者であってもモビリテ
ィパターンは多様であることを示した(第 6章)．また，こうしたモビリティパターンによっ
て，享受できるアクセシビリティは異なり，特に身体的な制約や外出可能な時間がアクセ
シビリティに及ぼす影響が大きくなっていた(第 7章)．一方，わが国では，高齢者人口が今
後も増加することが予想されている．すなわち，このことは，効率性や経済性を重視した
公共交通サービス(例えば，通勤時間帯のダイヤの増便など)では，高齢者の移動ニーズと乖
離する可能性を示唆している．したがって，高齢者に適したサービスを設計することが求
められるが，このとき，高齢者を一括りにするのではなく，個々人のモビリティ水準の多
様性を踏まえて，運行ダイヤの作成やバス停の配置などを検討することが必要である． 
 一方，既存の公共交通サービスのみでは，地域内における全高齢者の生活交通の利便性
を維持することは困難である．そこで，モビリティ水準が特に低い高齢者については，既
存の公共交通サービスに加えて，デマンドバス・タクシーなどの乗合サービスを提供する
ことが有効であると考えられる．このようなサービスを検討するにあたっては，地域内に
おける高齢者による潜在需要を適切に把握するとともに，個々人の希望した時間に対応で
きるシステムを構築する必要がある．こうした課題に取り組む上で，本研究が提案した，
モビリティの多様性を考慮したアクセシビリティ指標を活用することが有効であると考え
る． 
 
(3) 共助による移動支援 
 高齢者の生活交通の利便性を確保する上で，前述したコンパクトシティの実現や公共交
通サービスの改善は効果的な施策であると考えられる．しかし，全国各地の自治体の財政
状況は非常に逼迫していることから，このような施策を直ちに講ずることは困難である．
こうしたことから，家族内あるいは地域住民による助け合い(共助)が重要であると考えられ
る．本研究では，限られた分析ではあるものの，高齢になるにつれて，自分で運転の利用
可能性が低下し，相対的に同乗に対するニーズが高まることを実証した(第 6章)．また，送
迎を頼むことができる人数が多く，送迎者との時間調整の抵抗が小さいほど，アクセシビ
リティが高まることを明らかにした(第 7章)．すなわち，このことは，地域コミュニティ内
における送迎支援によって，高齢者の生活交通の利便性を維持することができる可能性を
示唆している．こうした共助による移動支援の実現にむけた第一歩として，地域住民間の
交流活動(自治会行事，サークル活動など)を頻繁に開催することが必要であると考える．そ
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の上で，世帯内・世帯間による送迎サービスのマッチングのための仕組みづくりを行なわ
なければならない． 
 
 
8.3 高齢者のアクセシビリティの計測における今後の課題 
 
 ここでは，本研究で得られた成果を踏まえて，各章における高齢者のアクセシビリティ
の計測方法の技術的な課題について検討する． 
 
 まず，第 3章で用いた対数線形化された Huff model によるアクセシビリティ指標は，交
通行動データのみから高齢者のアクセシビリティを算出できるという利点がある．しかし
ながら，アクセシビリティを計測するためには，OD ごとに十分なサンプル数を確保する必
要がある．したがって，本手法を用いて，高齢者の多種多様なモビリティパターンに応じ
たアクセシビリティを計測するためには，モビリティパターンごとに大量のデータを収集
しなければならない．また，モビリティパターンごとに推定されたアクセシビリティは，
それぞれのモビリティパターンに該当する人々がもつ，目的地の魅力度に対する相対的な
値であり，その絶対値は直接比較できない．本研究では，高齢者と非高齢者のアクセシビ
リティに焦点を当てたため，両者の差異を目的地の魅力度の分布から比較的容易に類推す
ることができた．しかし，モビリティパターンが多くなるにつれて，こうした類推による
比較が困難となる．そのため，アクセシビリティ値を直接比較できるように指標を改善し
なければならない． 
 
 第 4，5章で用いた効用理論に基づく指標は，選択行動モデルから得られる最大効用の期
待値(ログサム)がアクセシビリティ指標として定義されている．本指標は，選択肢集合の大
小によって，アクセシビリティ値が増減するという望ましい性質を有している．その一方
で，個人の利用な選択肢は完全に列挙することができない．また，通常のロジットモデル
における選択肢集合の決定方法では，例えば，自動車の利用可能性は「あり，なし」の二
値となる．しかし，本来，第 6 章で示したように，自動車の利用可能性は個々人によって
異なるため，連続量として取り扱う必要がある．こうしたことから，選択肢集合の不確実
性を考慮した PLC (Parameterized Logit Captivity) model が開発されている 1)．今後は，こうし
たモデルを用いて，選択肢集合の不確実性を考慮したアクセシビリティを計測したいと考
えている． 
 さらに，本研究では，説明変数として選択モデル内に地域特性，個人・世帯属性などの
変数を投入することができるという利点を活かして，高齢者のアクセシビリティに強く影
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響を及ぼす変数，さらには個人・世帯属性による観測異質性を考慮した選択モデルを構築
し，高齢者のアクセシビリティを計測した．この方法は，モビリティに関わる様々な変数
による異質性を考慮できるものの，パラメータ数が急激に増加するため，その推定が困難
となる．こうしたことから，観測異質性を考慮する変数を取捨選択すること，あるいは多
様な異質性を考慮できる推定手法を開発することが必要である． 
 一方，高齢者については，非集計行動モデルにおける「個人は利用可能な選択肢から最
も効用の高い選択肢を選ぶ」という仮定が成立しない場合がある 2)．例えば，中山間地域の
高齢者は，運転することに負担を感じながらも自動車を運転して外出することが多い．こ
のとき，こうした地域を対象として，交通手段の選択行動モデルを構築すると，負担を感
じている人ほど自動車の効用が高くなるという，直感に反した結果が得られる可能性があ
る．これは，Sen3) が指摘している「環境への適応」である．したがって，この「環境への
適応」のメカニズムを解明し，その影響を排除した上で選択行動モデルを構築することが
望ましい．しかし，その影響を完全に除去することは困難であるため，「環境への適応」が
少なからず存在していることに留意しながら，推定されたパラメータを吟味し，アクセシ
ビリティを計測しなければならない． 
 
 第 7 章で提案したモビリティ水準の多様性を考慮した新たなアクセシビリティ指標は，
既存の重力モデルに基づく指標に，個々人の交通手段の利用可能性指標を掛け合わせたも
のである．また，それと同時に個人の活動時間による移動制約の影響を計量化し，本指標
に組み込むことで，活動時間の多様性の観点からもアクセシビリティを計測できるように
している．提案した指標は，目的地の魅力度と所要時間によって規定されるアクセシビリ
ティ値が，個人のモビリティ水準，外出可能な時間の長さによって増加・減少することを
表現しており，直感的な理解とも合致する．しかし，本指標は，効用理論に基づく指標の
ような厳密な理論のもとで導出されたものではない．したがって，効用理論に基づく指標
のように合理的な解釈が与えられるように指標を改良することが求められる． 
 また，本研究では，交通手段別にアクセシビリティを計測することを提案しているが，
効用理論のようにこれらの総和を用いて，計測されることが望ましい．したがって，今後
は，アクセシビリティを総合化する方法についても検証しなければならない． 
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8.4 本研究における今後の課題 
 
 高齢者のアクセシビリティを計測する上では，上述のような問題点が残されている．し
たがって，まずこうした問題点を解決することが課題であることは言うまでもない．こう
した上で，本研究が取り組むべき今後の課題としては，以下の諸点が挙げられる． 
 
 1) 本研究では，高齢者はモビリティ水準の大小によって，享受できるアクセシビリティ
は異なると考えている．こうしたことから，モビリティを計量化する方法として，各
人の交通手段の利用可能性指標を算出することを提案した．しかし，その利用可能性
指標に関わる要因を十分に考慮しているとは言い難い．例えば，個人の所得などの経
済的な要因が利用可能性に及ぼす影響は大きいと考えられる．すなわち，どのような
要因を観測し，利用可能性指標を計測するかが最大の問題となる．そのため，工学的，
経済学的アプローチのみならず，医学，福祉学，心理学などの様々な分野と連携し，
要因を特定する必要がある． 
 
 2) アクセシビリティの広義は，「活動機会への到達のしやすさ」である．本研究では，
活動機会の獲得方法として，本人自らが目的地に向かう方法を取り上げ，アクセシビ
リティを計測した．しかし，近年ではインターネットショッピングや移動販売サービ
スなどが充実しており，これらを活用して広義のアクセシビリティを維持している
人々が多数存在すると考えられる．したがって，今後は，他の活動機会の獲得方法に
ついても，アクセシビリティの計測方法を構築することが望まれる． 
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(１)  あなたの性別・年齢は、 1. 男性   2. 女性   （    ）歳 
  
(２)  あなたのご職業は、      
1. 就業者   2. 学生  3. 家事労働（専業主婦）  4. 無職   5. その他(            ) 
 
(３)  あなたのご自宅の郵便番号と、居住年数を教えてください。 
  郵便番号〒（     ）－（       ）       居住年数   約（   ）年 
 
(４)  あなたの世帯は何人家族ですか。また、ご家族の形態は、どのような構成ですか。 
あなたを含めて、 （      ）人家族 
家族の形態は、    1. 3世代以上が同居（親、子供、孫）  2. 2世代が同居（親、子供） 
                    3. 1世代が同居（夫婦のみなど）       4. 単身（あなたのみ） 
5. その他（         ） 
 
(５)  移動する際に、身体上の制約はありますか。   
1. 特にない  2. 階段の昇降や歩行に負担を感じる   3. その他（         ） 
 
(６)  ご自宅の最寄り鉄道駅またはバス停と、そこまでの徒歩による所要時間について 
お答えください。 
（最寄りの鉄道駅またはバス停名：            ）  歩いて、約（     ）分 
 
(７)  あなたの世帯での自動車保有台数は、   （      ）台  
 
(８)  あなたが自由に利用できる自動車についてお答えください。 
1. 自分専用の自動車がある   2. 家族共用の自動車がある       3. ない 
 
(９)  あなたの運転免許の保有状況についてお答えください。 
1. 現在、免許を持っており、運転をしている    2. 免許を持っているが、運転していない 
3. 現在は持っていないが、過去に持っていた    4. 一度も持ったことがない 
 
(10)「免許を保有している」、「過去に持っていた」方にお聞きします。 
あなたが、保有されている、または、保有されていた運転免許の種類は、 
1. 普通自動車     2. 自動二輪車  3. 原動機付自転車     4. その他（      ） 
 
(11) 自動車を運転されなくなった方にお聞きします。 
１）運転をされなくなったのは、何歳ごろからですか。  （      ）歳ごろから 
 
２）運転をされなくなってから外出頻度は、どのように変化しましたか。 
1. それ以前と変わらない   2. 減少した    3. 増加した 
 
(12) 健康のために、できる限り自動車の利用を控え徒歩・自転車で移動しようとしていますか。 
1. している            2. ややしている          3. どちらともいえない    
4. あまりしていない    5. していない 
生活交通に関する実態調査 
          神戸大学大学院海事科学研究科 交通システム研究室 
【問１】 あなたご自身のことについてお尋ねします。 
 
以下の質問について、あてはまる番号に○印を付けるか、必要な事項に記入をお願い致します。 
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【2－1】まず、日常的な買い物行動についてお尋ねします。 
(食料品、日用品などの買い物を指しています。) 
 
(１)  あなたが最もよく利用している買い物先は、どこですか。 
店舗名・商店街名・地名など、具体的に（                  ） 
回答例：○○スーパー△△店・○○商店街・コンビニエンスストア△△店など 
 
(２)  (1)で回答された買い物先へ、最もよく利用する
．．．．．．．．
移動手段についてお答えください。        
   1. 徒歩              2. 自転車                      3. 電動アシスト自転車 
4. 電動三輪車        5. 自動車（自分で運転して）    6. 自動車（同乗させてもらい） 
7. 自動二輪・原付    8. 鉄道                        9. 路線バス 
     10. 送迎バス         11. コミュニティバス（ちょこっとバス）       12. タクシー         
13. コミュニティタクシー（ちょこっとタクシー）      14. その他（       ） 
 
(３)  (2)の回答で「5.自動車（自分で運転して）」を選んだ方にお聞きします。 
同乗者はいますか。   1. なし         
2. あり 
 
(４)  (2)の回答で「6.自動車（同乗させてもらい）」を選んだ方にお聞きします。 
どなたが運転されますか。  
1. 家族（あなたとの関係：     ）  2. その他（                  ） 
 
(５)  最もよく利用する移動手段での、自宅から買い物先までの所要時間と距離についてお答えくださ
い。 １）所要時間は？：約（     ）分  ２）距離は？：約（     ）ｍ 
               
(６)  買い物の頻度についてお答えください。 
1. 毎日          2. 週に 4～5回      3. 週に 2～3回  4. 週に 1回 
5. 月に 2～3回   6. 月に 1回         7. その他（        ） 
 
(７)  最もよく買い物へ行かれる時間帯についてお答えください。 
午前・午後（    ）時（     ）分ごろ 
        
(８)  買い物先での滞在時間は、何分程度でしょうか。    約（       ）分 
 
(９)  買い物に行く際に、移動の不便さを感じますか。 
1. 感じる 2. やや感じる 3. どちらともいえない 4. あまり感じない 5. 感じない 
 
(10) (9)の設問で「1.感じる」「2.やや感じる」と回答された方にお聞きします。 
  どのような点で不便と感じますか。（あてはまるものすべてに○印） 
1. 徒歩・自転車では距離が遠い      2. 徒歩・自転車で移動する際に危険を感じる  
3. バス・鉄道の利便性が低い              4. バス・鉄道の乗降がしにくい 
5. 自動車以外に他の移動手段がない        6. 身近に送迎を頼める人がいない 
7. 駐車場に充分なスペースがない          8. 自動車で走りにくい 
9. 自動車を運転することが負担である    10.  荷物を持ち帰るのが大変  
11.  その他（          ） 
 
(11) 徒歩で、自宅から日常的な買い物（食料品・日用品など）先まで、どれくらいの所要時間、 
距離であるのが望ましいですか。 
１）所要時間は？：約（       ）分   ２）距離は？：約（       ）ｍ 
（1 つに○印） 
【問 2】 あなたご自身の買い物行動についてお尋ねします。 
 
ア）家族（あなたとの関係：         ） 
イ）その他（                ） 
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【2－2】次に、非日常的な買い物行動についてお尋ねします。 
(衣服、家電、家具など買い物を指しています。) 
 
(１)  あなたが最もよく利用している買い物先は、どこですか。 
  店舗名・地名など、具体的に（                         ） 
         回答例：○○百貨店、○○家電店など 
 
(２)  (1)で回答された買い物先へ、最もよく利用する
．．．．．．．．
移動手段についてお答えください。 
   1. 徒歩              2. 自転車                      3. 電動アシスト自転車 
4. 電動三輪車        5. 自動車（自分で運転して）    6. 自動車（同乗させてもらい） 
7. 自動二輪・原付    8. 鉄道                        9. 路線バス 
     10. 送迎バス         11. コミュニティバス（ちょこっとバス）       12. タクシー         
13. コミュニティタクシー（ちょこっとタクシー）      14. その他（       ） 
 
(３)  (2)の回答で「5. 自動車（自分で運転して）」を選んだ方にお聞きします。 
同乗者はいますか。   1. なし          
2. あり 
 
(４)  (2)の回答で「6. 自動車（同乗させてもらい）」を選んだ方にお聞きします。 
どなたが運転されますか。 
1. 家族（あなたとの関係：     ）  2. その他（            ） 
 
(５)  最もよく利用する移動手段での、自宅から買い物先までの所要時間と距離についてお答えくださ
い。  １）所要時間は？：約（     ）分  ２）距離は？：約（     ）ｍ 
 
(６)  買い物の頻度についてお答えください。 
1. 毎日          2. 週に 4～5回       3. 週に 2～3回  4. 週に 1回 
5. 月に 2～3回   6. 月に１回          7. 年に 2～3回  8. その他（      ） 
 
(７)  最もよく買い物へ行かれる日・時間帯についてお答えください。 
１）行かれる日は？：1. 平日  2. 休日   ２）時間帯は？：午前・午後（   ）時（  ）分ごろ 
  
(８)  買い物先での滞在時間は、何分程度でしょうか。     約（       ）分 
 
(９)  買い物に行く際に、移動の不便さを感じますか。 
1. 感じる 2. やや感じる 3. どちらともいえない 4. あまり感じない 5. 感じない 
 
(10) (9)の設問で「1.感じる」「2.やや感じる」と回答された方にお聞きします。 
  どのような点で不便と感じますか。（あてはまるものすべてに○印） 
1. 徒歩・自転車では距離が遠い      2. 徒歩・自転車で移動する際に危険を感じる  
3. バス・鉄道の利便性が低い              4. バス・鉄道の乗降がしにくい 
5. 自動車以外に他の移動手段がない        6. 身近に送迎を頼める人がいない 
7. 駐車場に充分なスペースがない          8. 自動車で走りにくい 
9. 自動車を運転することが負担である    10.  荷物を持ち帰るのが大変  
11.  その他（          ） 
 
(11) (１)で回答された買い物先以外に、非日常的な買い物（衣服・家電・家具など）で 
よく行く買い物先を２つまでお答えください。 
店舗名・地名など、具体的に ①（                         ） 
店舗名・地名など、具体的に ②（                         ） 
（1 つに○印） 
ア）家族（あなたとの関係：         ） 
イ）その他（                ） 
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(１) あなたが最も利用している通院先は、どこですか。 
    診療所名・病院名・地名など、具体的に（                 ） 
回答例：○○病院・○○診療所など 
 
(２)  (1)で回答された通院先へ、最もよく利用する
．．．．．．．．
移動手段についてお答えください。 
   1. 徒歩              2. 自転車                      3. 電動アシスト自転車 
4. 電動三輪車        5. 自動車（自分で運転して）    6. 自動車（同乗させてもらい） 
7. 自動二輪・原付    8. 鉄道                        9. 路線バス 
     10. 送迎バス         11. コミュニティバス（ちょこっとバス）       12. タクシー         
13. コミュニティタクシー（ちょこっとタクシー）      14. その他（       ） 
 
(３)  (2)の回答で「5. 自動車(自分で運転して)」を選んだ方にお聞きします。 
同乗者はいますか。    1. なし          
2. あり 
 
(４)  (2)の回答で「6. 自動車（同乗させてもらい）」を選んだ方にお聞きします。 
 どなたが運転されますか。 
1. 家族（あなたとの関係：     ）  2. その他（あなたとの関係：      ） 
 
(５)  最もよく利用する移動手段での、自宅から通院先までの所要時間と距離についてお答えください。   
１）所要時間は？：約（     ）分  ２）距離は？：約（     ）ｍ 
 
(６)  通院の頻度についてお答えください。 
1. 毎日          2. 週に 4～5回       3. 週に 2～3回  4. 週に 1回 
5. 月に 2～3回   6. 月に１回          7. その他（        ） 
 
(７)  最もよく通院される時間帯についてお答えください。 
 午前・午後（    ）時（    ）分ごろ 
 
(８)  通院先での滞在時間（待ち時間も含む）は、何分程度でしょうか。      
約（       ）分 
 
(９)  通院の際に、移動の不便さを感じますか。 
1. 感じる 2. やや感じる 3. どちらともいえない 4. あまり感じない 5. 感じない 
 
(10) (9)の設問で「1.感じる」「2.やや感じる」と回答された方にお聞きします。 
  どのような点で不便と感じますか。（あてはまるものすべてに○印） 
1. 徒歩・自転車では距離が長い       2. 徒歩・自転車で移動する際に危険を感じる  
3. バス・鉄道の利便性が低い        4. バス・鉄道の乗降がしにくい 
5. 自動車以外に他の移動手段がない     6. 身近に送迎を頼める人がいない 
7. 駐車場に充分なスペースがない           8. 自動車で走りにくい 
9.  自動車を運転することが負担である      10.  その他（          ） 
 
(11) 徒歩で、自宅から通院先まで、どれくらいの所要時間、距離であるのが望ましいですか。 
１）所要時間は？：約（       ）分   ２）距離は？：約（       ）ｍ 
 
 
 
【問 3】 あなたご自身の通院行動についてお尋ねします。 
 
（1 つに○印） 
ア）家族（あなたとの関係：         ） 
イ）その他（                ） 
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(１)  あなたが最もよく利用している施設は、どこですか。 
   施設名・地名など、具体的に（                     ） 
回答例：○○市役所・○○公民館・○○公園など 
 
(２)  (1)で回答された施設へ行かれる目的についてお答えください。 
1. 飲食  2. スポーツ・運動  3. 習い事  4. レクリエーション 
5. その他私用（役所・銀行・郵便局など）   6. その他（         ）  
 
(３)  (1)で回答された施設へ、最もよく利用する
．．．．．．．．
移動手段についてお答えください。 
   1. 徒歩              2. 自転車                      3. 電動アシスト自転車 
4. 電動三輪車        5. 自動車（自分で運転して）    6. 自動車（同乗させてもらい） 
7. 自動二輪・原付    8. 鉄道                        9. 路線バス 
     10. 送迎バス         11. コミュニティバス（ちょこっとバス）       12. タクシー         
13. コミュニティタクシー（ちょこっとタクシー）      14. その他（       ） 
 
(４)  (3)の回答で「5. 自動車(自分で運転して)」を選んだ方にお聞きします。 
同乗者はいますか。    1. なし          
        2. あり 
 
(５)  (3)の回答で「6. 自動車(同乗させてもらい)」を選んだ方にお聞きします。 
 どなたが運転されますか。 
1. 家族（あなたとの関係：     ）  2. その他（あなたとの関係：      ） 
 
(６)  最もよく利用する移動手段での、自宅から施設までの所要時間と距離についてお答えください。  
１）所要時間は？：約（     ）分  ２）距離は？：約（     ）ｍ 
 
(７)  施設の利用頻度についてお答えください。 
1. 毎日          2. 週に 4～5回       3. 週に 2～3回  4. 週に 1回 
5. 月に 2～3回   6. 月に１回          7. 年に 2～3回    8. その他（      ） 
 
(８)  最もよく施設へ行かれる日・時間帯についてお答えください。 
１）行かれる日は？：1. 平日  2. 休日   ２）時間帯は？：午前・午後（   ）時（  ）分ごろ 
 
(９)  施設での滞在時間は、何分程度でしょうか。       約（       ）分 
 
(10) 施設に行く際に、移動の不便さを感じますか。 
1. 感じる 2. やや感じる 3. どちらともいえない 4. あまり感じない 5. 感じない 
 
(11) (9)の設問で「1.感じる」「2.やや感じる」と回答された方にお聞きします。 
  どのような点で不便と感じますか。（あてはまるものすべてに○印） 
1. 徒歩・自転車では距離が長い       2. 徒歩・自転車で移動する際に危険を感じる  
3. バス・鉄道の利便性が低い        4. バス・鉄道の乗降がしにくい 
5. 自動車以外に他の移動手段がない     6. 身近に送迎を頼める人がいない 
7. 駐車場に充分なスペースがない           8. 自動車で走りにくい 
9.  自動車を運転することが負担である      10.  その他（          ） 
 
(12) 徒歩で、自宅から施設まで、どれくらいの所要時間、距離であるのが望ましいですか。 
１）所要時間は？：約（       ）分   ２）距離は？：約（       ）ｍ 
 
【問 4】 あなたご自身の買い物・通院以外の生活行動（通勤・通学は除く） 
についてお尋ねします。 
 
（1 つに○印） 
ア）家族（あなたとの関係：         ） 
イ）その他（                ） 
－152－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(１) 現在、自宅
．．
での商品の注文・購入・宅配サービスを利用していますか。 
1. 電話・FAXによって利用している    2. インターネットによって利用している 
3. 利用していない                    4. その他（             ） 
 
(２) (1)の設問で「利用している」と回答された方にお聞きします。 
１）何をご購入されますか。（あてはまるものすべてに○印） 
1. 食品・飲料 2. 日用雑貨 3. 電気機器 4. 書籍  5. 衣類 6. その他（     ） 
 
２）利用頻度は、どのくらいですか。 
1. 毎日          2. 週に 4～5回       3. 週に 2～3回   4. 週に 1回 
5. 月に 2～3回   6. 月に１回          7. 年に 2～3回     8. その他（     ） 
 
３）買い物による外出頻度は変化しましたか。 
   1. それ以前と変わらない     2. 減少した         3. 増加した 
 
(３)  現在、買い物先
．．．．
で、購入した商品の宅配サービスを利用していますか。 
 1. 利用している   2. サービスはあるが利用していない   3. サービスがない 
 
(４)  現在、移動
．．
販売車
．．．
による商品の販売サービスを利用していますか。 
 1. 利用している   2. サービスはあるが利用していない   3. サービスがない 
 
(５)  今後、このような「自宅での注文・宅配サービス」、「買い物先での宅配サービス」、 
「移動販売車によるサービス」を利用したいと思いますか。（あてはまるものすべてに○印） 
1. 自宅での注文・宅配サービスを利用したい  2. 買い物先での宅配サービスを利用したい  
3. 移動販売車によるサービスを利用したい   4. いずれも利用したいと思わない  
  
 
 
(１)  総合的にみて、あなたの住んでいる場所において、買い物・通院・その他生活行動の際に、移動
（生活交通）の不便さを感じますか。 
1. 感じる  2. やや感じる  3. どちらともいえない 4. あまり感じない 5. 感じない 
 
(２)  生活交通を改善する上でどのようなことが必要であると思いますか。 
（あてはまるものすべてに○印） 
1. 生活利便施設の配置の工夫    2. 歩道の整備    3. 自転車道の整備  4. 駐輪場の整備 
5. コミュニティバスや路線バスのサービスの充実     6. 鉄道サービスの充実       
7. 生活利便施設による送迎バスの運行          8. 公共交通機関の乗降をしやすくする  
9. 送迎などの際の近隣住民等による手助けの仕組みづくり           
10. 道路網の整備         11. 駐車場の整備  12. その他（           ）  
 
(３)  生活交通の利便性を考えた時、今後も現在の場所に住み続けたいですか。 
1. 将来も住み続けたい   2. できれば将来も住み続けたい    3. どちらともいえない 
3. できれば将来は便利な地域に移り住みたい   4. 将来は便利な地域に移り住みたい 
 
 
 
 
 
【問 7】 その他、生活交通についてのご意見があればご記入ください。 
 
【問 6】 生活交通についてあなたのお考えについてお尋ねします。 
 
【問 5】 買い物サービスについてお尋ねします。 
 
調査はこれで終了です。調査にご協力頂きまして、ありがとうございました。 
  
 
 
 
 
 
 
付録 2.  
郊外ニュータウンの居住者による 
生活交通行動に関する意識調査 
(アンケート調査票) 
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問 1 あなたご自身のことについてお尋ねします。 
(1) あなたの性別・年齢をお答えください。    1. 男性   2. 女性  （    ）歳 
 
(2) あなたのご自宅の住所（町・丁目）と居住年数を教えてください。                                   
 ・ご自宅の住所は   1．桜が丘中町（   ）丁目   2．桜が丘西町（   ）丁目 
            3. 桜が丘東町（   ）丁目   4．秋葉台（   ）丁目 
 ・居住年数は    （    ）年 
 
(3) あなたのご職業をお答えください。                                                    
 1. 会社員 2. 自営業 3. 学生 4. 家事労働(専業主婦など) 5. 無職 6. その他(       ) 
 
(4) あなたのご家族の世帯構成についてお聞かせください。                                        
 1) あなたを含めて、現在同居している家族人数は（   ）人 
 2) あなたと同居されているのは  ※同居されている方全員に○印をつけてください 
   1. 配偶者     2. 子供      3. 子供の配偶者    4. 孫 
   5. 親       6. 祖父母     7. 兄弟姉妹      8. その他（       ） 
 
(5) あなたが最もよく利用する鉄道駅と、その駅までの主たる利用交通手段について教えてください。                                            
 1) 最もよく利用する鉄道駅は 1．西神中央駅  2．木幡駅  3．栄駅  4．その他（           ） 
 2) 駅までの主たる利用交通手段は   1．徒歩         2．自転車      3．自動車（自分で運転して） 
 4．自動車（同乗させてもらい） 5．路線バス 6．その他（    ） 
 
(6) あなたは「敬老優待乗車証(敬老パス)」を持っていますか。      1. 持っている    2. 持っていない 
問 2 自動車の利用状況についてお尋ねします。 
(1) あなたの世帯での自動車や二輪車の保有状態について教えてください。                               
 1) 世帯のなかで自動車運転免許を保有しているのはどなたでしょうか。 ※保有している方全員に○印をつけてください    
1. あなた   2. 配偶者   3. 子供     4. 子供の配偶者   5. 孫 
6. 親     7. 祖父母   8. 兄弟姉妹   9. その他（       ） 
 
 2) あなたの世帯で自動車や、自動二輪車・原動機付自転車を何台保有していますか。                       
・自動車を            1. 保有している   （   ）台保有  2. 保有していない 
・自動二輪車・原動機付自転車を  1. 保有している   （   ）台保有  2. 保有していない 
 
(2) 自動車運転免許をお持ちの方にお聞きします。免許を持っておられない方は、次ページ(4)へお進みください。         
 1) 普段、買い物、通院、娯楽・余暇活動で外出する際に、あなたは自動車を運転しますか。運転している方は、その頻度は
どの程度ですか。 
   1. 運転している   1週間に（   ）回、または 1ヶ月に（   ）回程度 
   2. 過去に運転していたが、現在は運転していない   （   ）年前から運転をやめた 
   3. 以前から運転していない 
郊外ニュータウンの居住者による生活交通行動に関する意識調査 
 
神戸大学大学院海事科学研究科 交通システム研究室 
 
☞本アンケート調査では生活交通の目的として、以下の 5 つを対象としています。 
 1. 日常的な買い物（食料品・日用品など）   2. 非日常的な買い物（衣服・家電・家具など） 
 3. 一時的な通院（風邪・体調不良時など）   4. 定期的な通院（リハビリ・専門的医療など） 
 5. 娯楽・余暇活動（友人・知人などとの飲食・交流など）         ※通勤・通学は除きます 
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 2) あなたが自動車を運転して外出する際に、他の運転者（家族内）との時間調整は必要ですか。 
   1. 調整が必要である     2. やや必要である     3. どちらともいえない 
   4. あまり必要でない     5. 調整は必要でない 
 
 3) あなたは現在、自動車を運転することが身体的に負担であると感じていますか。 
  1. 負担である 2. やや負担である 3. どちらともいえない 4. あまり負担ではない 5. 負担ではない 
 
 4) 今後、高齢になって、自動車を運転できなくなった場合、日常生活を行う上で不安を感じますか。 
1. 感じる  2. やや感じる  3. どちらともいえない  4. あまり感じない  5. 感じない 
 
(3) あなた
・ ・ ・
が
・
自動車
・ ・ ・
を
・
運転
・ ・
して
・ ・
送迎
・ ・
する
・ ・
場合についてお答えください。                                                                                   
 1) 誰かが買い物、通院、娯楽・余暇活動で外出する際、あなたが自動車で送迎することはありますか。 
1. 送迎することがある      2. 送迎することはない   (4)へお進みください 
 
 2) 1)で「1.送迎することがある」を選択された方にお聞きします。 
  ①送迎する頻度はどの程度ですか。 
   1週間に（   ）回、または 1ヶ月に（   ）回程度 
 
  ②送迎することによって、あなたの行動は制約を受けますか。 
   1. 制約を受ける 2. やや受ける 3. どちらともいえない 4. あまり受けない 5. 制約を受けない 
 
(4) 誰
・
か
・
に
・
自動車
・ ・ ・
で
・
送迎
・ ・
して
・ ・
もらう
・ ・ ・
場合についてお答えください。                                                               
1) あなたが買い物、通院、娯楽・余暇活動で外出する際、送迎を頼むことができる人はいますか。 
   1. 送迎を頼むことができる人がいる     2. いない   問 3 へお進みください 
 
① 同居家族内では（   ）人 
② 同居していない家族では（   ）人 
③ 友人・知人では（   ）人 
 
 2) 送迎してもらう頻度はどの程度ですか。 
   1週間に（   ）回、または 1ヶ月に（   ）回程度 
 
 3) 送迎してもらうために、運転者との時間調整は必要ですか。 
   1. 調整が必要である     2. やや必要である     3. どちらともいえない 
   4. あまり必要でない     5. 調整は必要でない 
 
 4) 今後、何らかの理由で、誰かに自動車で送迎してもらうことができなくなった場合、日常生活を行う上で不安を感じますか。  
1. 感じる  2. やや感じる  3. どちらともいえない  4. あまり感じない  5. 感じない 
問 3 徒歩・自転車での外出行動についてお尋ねします。 
(1) あなたが徒歩や自転車で外出される場合についてお聞きします。                                  
1) あなたは現在、徒歩により外出することが身体的に負担であると感じていますか。(あてはまるもの 1 つに○印) 
   1. 特に負担を感じない               2. 階段の昇り降りに負担を感じる時がある 
   3. 負担を感じるが補助具(杖など)があれば外出できる 
   4. 負担が大きく 1人で外出することが難しい     5. その他（              ） 
 
2) あなたが保有している自転車の種類すべてに○印をつけてください。 
   1. 自転車  2. 電動アシスト付き自転車  3. その他（     ）  4. 保有していない 
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3) あなたは現在、自転車を利用して外出することが身体的に負担であると感じていますか。(ただし、電動アシスト付き自転車
は除きます) 
  1. 負担である 2. やや負担である 3. どちらともいえない 4. あまり負担ではない 5. 負担ではない 
問 4 あなたが外出する際に受ける様々な制約についてお尋ねします。 
(1) あなたが現在、買い物や通院、娯楽・余暇活動で外出する際に、利用しようと思えば利用できる交通手段すべてに○   
    印をつけてください。                                                              
1. 徒歩     2. 自転車     3. 電動アシスト付き自転車    4. 電動三輪車 
5. 自動車(自分で運転して) 6. 自動車(同乗させてもらい) 7. 自動二輪や原付 
8. 市営地下鉄             9. 神戸電鉄                 10. 路線バス 
11. 施設による送迎バス    12. タクシー                 13. その他（       ） 
 
(2) 買い物や通院、娯楽・余暇活動を行う際に、下記の理由でそれぞれの交通手段の利用をあきらめたことはありますか。  
1) 身体的な負担によって、歩いて出かけること
．．．．．．．．．
をあきらめたことはありましたか。 
      1. あった     2. ややあった     3. あまりなかった     4. なかった 
 
2) 身体的な負担によって、自転車を利用すること
．．．．．．．．．．
をあきらめたことはありましたか。 
      1. あった     2. ややあった     3. あまりなかった     4. なかった 
 
3) 身体的な負担によって、自分で自動車を運転すること
．．．．．．．．．．．．．
をあきらめたことはありましたか。 
      1. あった     2. ややあった     3. あまりなかった     4. なかった 
 
4) 誰かが自動車を使用していたために、自分で自動車を運転すること
．．．．．．．．．．．．．
をあきらめたことはありましたか。 
      1. あった     2. ややあった     3. あまりなかった     4. なかった 
 
5) 送迎者との調整がつかなかったために、自動車に同乗させてもらうこと
．．．．．．．．．．．．．．
をあきらめたことはありましたか。 
      1. あった     2. ややあった     3. あまりなかった     4. なかった 
 
6) バスの運行時間とあなたの外出可能な時間が合わず、バスを利用すること
．．．．．．．．．
をあきらめたことはありましたか。 
      1. あった     2. ややあった     3. あまりなかった     4. なかった 
 
7) 鉄道の運行時間とあなたの外出可能な時間が合わず、鉄道を利用すること
．．．．．．．．．
をあきらめたことはありましたか。 
      1. あった     2. ややあった     3. あまりなかった     4. なかった 
 
(3) 1日の様々な活動のなかで、買い物や通院、娯楽・余暇活動に使用することができる時間帯について、平日・休日ごと   
   に下記の記入例に従いお答えください。                                                                         
 
 
問 5 現在、買い物サービスを利用したり、自宅で治療を受けたりしていますか。(あてはまるものすべてに○印)                        
1. 自宅での注文・宅配サービスを利用している          2. 店舗での購入品の宅配サービスを利用している 
3. 移動販売車による商品の販売サービスを利用している  4. 医師による往診を受けている 
5. いずれも利用していない                           6. その他（          ） 
 
問 6 あなたは現在、地域での住民間の交流活動（自治会活動、サークル活動など）に参加していますか。                                       
   1. 参加している       2. ときどき参加している   3. どちらともいえない 
   4. あまり参加していない   5. 参加していない 
①平日
②休日
記入例
76時 8 9 11 1210 1813 14 1716 19 212015 24時2322
①平日 
②休日 
記入例 
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問 7 ご自宅の周辺における交通手段の利用のしやすさや、ご自宅から主要な施設への行きやすさについてお尋ねしま
す。下記の各項目について、あてはまると思うものに○印をつけてください。 
 
 
 
 
(1) 交通手段の利用のしやすさについて(ご自宅周辺の) 不満である
やや
不満である
どちらとも
いえない
やや
満足である
満足である
＜記入例＞
① 歩行者・自転車のための通行スペース
② 徒歩や自転車による移動経路上の勾配
③ 徒歩や自転車による移動経路上の路面の段差・凹凸
④ 徒歩や自転車利用時の交通安全
⑤ 夜間の照明の明るさ
⑥ 目的地での自転車やバイクの駐輪場の整備状況
⑦ 幹線道路への出やすさ
⑧ 目的地での自動車の駐車場の整備状況
⑨ 鉄道の運賃
⑩ 鉄道の運行頻度
⑪ 鉄道駅までの距離
⑫ 鉄道の始発・終発時間
⑬ 路線バスの運賃
⑭ 路線バスの運行頻度
⑮ 路線バスの停留所までの距離
⑯ 路線バスの乗り降りのしやすさ
⑰ 停留所の待合環境(日よけやベンチによる快適さ）
⑱ 路線バスの始発・終発時間
⑲ 鉄道とバスの乗り換えのしやすさ
※ ①から⑲を総合的にみた、交通手段の利用のしやすさ
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
① 歩行者・自転車のための通行スペース 1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
(2) 主要な施設への行きやすさについて(ご自宅からの) 不満である
やや
不満である
どちらとも
いえない
やや
満足である
満足である
① 食料品店・日用品店などへの行きやすさ
② 衣服店・家電店・家具店などへの行きやすさ
③ 医院・診療所への行きやすさ
④ 専門病院・総合病院への行きやすさ
⑤ 飲食・社交・娯楽施設への行きやすさ
※ ①から⑤を総合的にみた、施設への行きやすさ
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
（以下の鉄道に関する項目は、 
最もよく利用する鉄道駅についてお答えください。） 
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問 8 あなたが日頃行われている外出行動(下記のⅠ～Ⅴ)についてお尋ねします。(単に誰かを送迎する場合は除きます) 
 設問(1) 
最もよく行かれる施設
名、および施設までの
距離、所要時間をご
記入ください。 
設問(2) 
(1)で答えられた施設
へ最もよく利用する
．．．．．．．．
移
動手段についてお答え
ください。 
設問(3) 
(1)で答えられた施設
の利用頻度はどの程
度ですか。 
設問(4) 
(1)で答えられた施設
への移動のしやすさに
ついてどのように思われ
ますか。 
     
     
     
     
     
     
 
 
 
 
 
設問(5) あなたは以下の５つの外出目的のうち、いずれの目的による移動
・ ・
の
・
しやすさ
・ ・ ・ ・
を重視しますか。                 
       重視する順に 1位から 5位まで番号をつけてください。                                                   
外出目的 日常的な買い物 非日常的な買い物 一時的な通院 定期的な通院 娯楽・余暇活動 
順位 
位 位 位 位 位 
＜ A  移動手段の選択肢＞ 
1.徒歩     2.自転車     3.電動アシスト付き自転車  4.電動三輪車 
5.自動車(自分で運転して)   6.自動車(同乗させてもらい) 
7.自動二輪や原付   8.市営地下鉄    9.神戸電鉄  10.路線バス 
11.施設による送迎バス      12.タクシー    13.その他 
＜ B  利用頻度の選択肢＞ 
1.週に 6～7 回  2.週に 4～5 回 
3.週に 2～3 回  4.週に 1 回 
5.月に 2～3 回  6.月に 1 回 
7.年に 2～3 回  8.その他 
＜ C  移動のしやすさの選択肢＞ 
1.満足である      2.やや満足である 
3.どちらともいえない 
4.やや不満である   5.不満である 
  
 
下記の A の選択肢から 
番号を記入 
下記の B の選択肢から 
番号を１つ記入 
下記の C の選択肢から 
番号を１つ記入 
施設名はできるだけ 
具体的に記入 
（６００）ｍ 
または（１０）分 
○○スーパー 
△△店 
※徒歩で行く場合 
※バスで駅まで行き、 
鉄道を利用する場合 
２ １ 
１ 
10・８ 
日常的な買い物 
（食料品・日用品など） 
≪記入例≫ 
（    ）ｍ 
または（   ）分 
（    ）ｍ 
または（   ）分 
（    ）ｍ 
または（   ）分 
（    ）ｍ 
または（   ）分 
（    ）ｍ 
または（   ）分 
Ⅰ.日常的な買い物 
（食料品・日用品など） 
Ⅱ.非日常的な買い物 
（衣服・家電・家具など） 
Ⅲ.一時的な通院 
（風邪・体調不良時など） 
Ⅳ.定期的な通院 
（リハビリ・ 
専門的医療など） 
Ⅴ.娯楽・余暇活動 
（知人・友人などとの 
飲食・交流など） 
外出目的 
設問 
－158－ 
 
 
 
 
問 9 あなたが住んでおられるニュータウンについてのお考えをお聞かせください。 
 近年、全国各地のニュータウンでは人口の減少と少子高齢化が進行し、また建物や施設も老朽化して、ニュータウンの「オール
ドタウン化」の問題が指摘されています。こうした地域では商業施設などの撤退も相次ぎ、自動車を運転できなくなった高齢者の
方々にとっては、買い物、通院、娯楽・余暇活動など、日常生活に必要な移動が困難な状況になりつつあります。 
 
(1) お住まいのニュータウンについて、こうした問題をあなたはどのように考えられていますか。                     
   1. 深刻である 2. やや深刻である 3. どちらともいえない 4. あまり深刻でない 5. 深刻でない 
 
(2) 今後、日常生活に必要な移動をしやすくするために、お住まいのニュータウンではどのようなことが必要であると思われま   
    すか。下記の各項目について、あてはまると思うものに○印をつけてください。                              
 
 
(3) 日常生活に必要な移動
・ ・
の
・
しやすさ
・ ・ ・ ・
を考えた際、あなたは今後もこの場所に住み続けたいですか。                          
   1. 将来も住み続けたい   2. できれば将来も住み続けたい   3. どちらともいえない 
   4. できれば将来は便利な地域に移り住みたい   5. 将来は便利な地域に移り住みたい 
 
  転居される場合は、どこに移られますか。 
   1. 現在のニュータウン内で便利な場所   2. 都心など、現在のニュータウン外で便利な場所 
   3. その他（            ）  4. わからない 
 
問 10 その他、お住まいの地域の生活交通について、ご意見があればご記入ください。 
 
 
そう思う ややそう思う
どちらとも
いえない
あまり
そう思わない
そう思わない
＜記入例＞
① 歩道や自転車道を整備する
② 高齢者が利用しやすい移動手段(電動アシスト
    二輪・三輪車や電動カートなど)の利用を促進する
③ 移動経路における段差をなくす(バリアフリー化を推進する)
④ 鉄道サービスを充実させる
⑤ 路線バスサービスを充実させる
⑥ 地域内での巡回バスサービスを充実させる
⑦ 乗合タクシーを運行させる
⑧ 商業施設や医療施設などによる送迎バスを運行させる
⑨ 住民が協力して巡回バスなどを運行する
⑩ 商業施設や医療施設、娯楽・余暇活動施設の配置を工夫する
⑪ 近隣住民による手助け(送迎など)の仕組みづくりを行う
⑫ 自宅での注文品、店舗での購入品の宅配サービスを充実させる
⑬ 移動販売車によるサービスを充実させる
⑭ 在宅医療サービスを充実させる
① 歩道や自転車道を整備する 1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
1 2 3 4 5
 
 調査はこれで終了です。ご協力ありがとうございました。 
